
令和２年度執行事務事業

施策名 基本事業 番号 事務事業名

心と体の健康づく
りの推進

健康づくりの推進 1 小学校児童フッ化物洗口事業

2 みかもクリーンセンター余熱利用施設指定管理事業

3 みかもクリーンセンター余熱利用施設管理事業

4 骨髄移植ドナー支援事業

5 さの健康２１プラン推進事業

6 健康サポートさの活動推進事業

7 佐野市地域保健協議会参画事業

8 栃木県市町村保健師業務研究会参画事業

9 栃木県公衆衛生協会参画事業

10 保健事業推進協力支援事業

11 健康増進事業等推進協力支援事業

12 佐野食品衛生協会支援事業

13 ロタウイルスワクチン接種事業

14 風しん予防接種等事業

15 高齢者予防接種事業

16 健康まつり開催事業

17 新型インフルエンザ等対策事業

18
新型コロナウイルス感染症対策インフルエンザ等予防接種
事業

19 健康増進推進事業

20 こころの健康づくり事業

21 保健センター維持管理事業

22 食育推進事業

23 乳幼児・児童生徒予防接種事業



年 月
年度

３

１

１

１

佐野市行政評価システム A表（共通シート） 作成日 令和 3 6 30 日
評価対象年度　令和 2 政策体系コード 3111

評価区分（事前評価・事後評価） 事後評価（Ａ・Ｂ表）

担当部 教育総務部 担当課 学校教育課

基本目標 健やかで元気に暮らせるまちづくり 担当係 学務係 担当課長名 永松啓輔

政　　策 健康で安心して暮らせるまちづくり 新規事業・継続事業 継続事業

施　　策 心と体の健康づくりの推進 実施計画事業・一般事業 一般事業
基本事業 健康づくりの推進 市単独事業・国県補助事業 市単独事業
短縮コード 会計 款 項 目 予算細事業名 任意的事業・義務的事業 任意的事業

実施方法 直営

事業分類 健診・予防事業

リーディングプロジェクト 該当なし

市長市政公約 該当なし

１．事務事業の現状把握【DO】

（１）事務事業の手段・目的・結果・各指標

①手段（事務事業の主な活動内容を記入します。）

事業概要（具体的な事務事業の活動内容・進め方） 令和２年度実績（令和２年度に行った主な活動内容）

実施校数
校 26 26 26 21 21

②対象（この事務事業は誰・何を対象としていますか？）

児童数 人 5,797 5,731 5,645 5,518 5,463

③意図（この事務事業によって、対象をどのような状態にしたいのですか？）

児童におけるむし歯有病率
％ 59.8 58.0 57.5 48.1 46.0

④結果（どのような結果に結びつけますか？）

健康づくりに取り組んでいる市
民の割合

％ 69.90 71.10 72.0 70.70 76.5

（２）総事業費の推移・内訳
財源内訳 単位 Ｈ２９年度（実績） Ｈ３０年度（実績） Ｒ１年度（実績） Ｒ２年度（実績） Ｒ３年度（目標）

国庫支出金 千円

県支出金 千円 432 263 246 186
地方債 千円

その他 千円

一般財源 千円 433 528 494 374 1,115
事業費計（A) 千円 865 791 740 560 1,115

項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費

消耗品費 167 消耗品費 46 消耗品費 37 消耗品費 32 消耗品費 135

医薬材料費 698 医薬材料費 745 医薬材料費 703 医薬材料費 528 医薬材料費 980

正規職員従事人数 人 2 2 2 2 2
のべ業務時間 時間 80 80 80 80 80
人件費計（B) 千円 305 306 305 291 291

トータルコスト（A)＋（B) 千円 1,170 1,097 1,045 851 1,406

事務事業マネジメントシート

事務事業名 小学校児童フッ化物洗口事業
担当
組織

政策
体系

予算
科目 13019 一般 10 2 1 小学校児童フッ化物洗口事業

事業
計画

単年度繰り返し
事業
期間

　29年度～　　年度
根拠
法令

条例等

各小学校、義務教育学校前期課程において、毎週１回全児童にフッ化物による洗口（うがい）の指導を
行う。

活動指標 単位
Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（見込）

佐野市立小学校の全児童
対象指標 単位

Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（見込）

むし歯予防を図り、有病率を低減する。また、啓
発を図ることにより、児童のむし歯予防への知
識向上を図る。

成果指標 単位
Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（目標）

健康に関するｂ知識を深め、健康づくりに取り組
んでもらう。

上位成果指標 単位
Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（目標）

人
件
費

事
業
区
分

各学校において、毎週１回全児童にフッ化物に
よる洗口（うがい）の指導を行う。

目
的

投
入
量

事
業
費

事業費の
内訳

千円



B表（事後評価シート）

事務事業名 小学校児童フッ化物洗口事業 担当部 教育総務部 担当課 学校教育課 担当係 学務係

（３）事務事業を取り巻く環境変化・市民の意見等

（４）前年度の評価結果に対する改革・改善の取組
前年度の評価結果 評価結果を受けて行った具体的な改革・改善の取組

現状維持

２．事務事業の事後評価【Check】

①政策体系との整合性　この事務事業の目的（対象・意図）は、政策体系（結果）に結びついていますか？

②公共関与の妥当性　なぜこの事務事業を市が行わなければならないのですか？　民間やNPO、市民団体などに委ねることはできませんか？

③対象・意図の妥当性　事務事業の現状や成果から考えて、対象と意図を見直す必要がありますか？

④事務事業の成果向上余地　事務事業の成果は出ていますか？　事務事業のやり方・進め方を見直すことで成果を向上させることができますか？

⑤類似事務事業との統合・連携の可能性　類似の目的や活動形態を持つ他の事務事業がありますか？　ある場合は、その事務事業との統合・連携ができますか？

類似事務事業名

＊類似事務事業があれば、名称を記入

⑥事業費・人件費の削減余地　事務事業の成果を低下させずに事業費・人件費を削減することができますか？

⑦受益者負担の適正化余地　この事務事業の受益者は誰ですか？事務事業の目的や成果から考えて受益者負担を見直す必要がありますか？

⑧本事業の休止・終了条件（本事業はどんな状態になれば休止・廃止、事業終了となるか？）

３．評価結果の総括と今後の方向性【Action】

（１）今後の事務事業の方向性 （２）改革・改善による期待効果
（３）改革･改善を実現するうえで解決すべき
課題（壁）とその解決策

現状維持（従来通り実施）
廃止・休止の場合は、記入不要
×の領域は改革改善ではない。

＊評価結果に基づいた改革改善案を記入します。 コスト
（複数ある場合は、①②・・・と記入します。現状維持の場合は記入しません。） 削減 維持 増加

①この事務事業は、いつ頃、どのような
きっかけで開始しましたか？

平成27年度の本市の小学生のむし歯有病者率は66.98％と栃木県平均の54.7％を大きく上回ってい
る。フッ化物洗口事業を実施することにより、効果的な歯科保健対策を図り、児童の歯を守り健康の保
持増進を図る。

②事務事業を取り巻く環境（対象者や国・
県などの法令等、社会情勢など）は事務
事業の開始時期や合併前と比べてどの
ように変化していますか？

県では平成28年度から小学生の集団フッ化物洗口に対して「歯科疾患予防推進事業費補助金」を交付
しているが、令和２年度で終了する。令和２年６月に「8020運動・口腔保健推進事業実施要綱」が制定
されており、そちらの補助事業への移行が見込まれる。

③この事務事業に対して、関係者（市民、
議会、事務事業対象者）からどのような意
見・要望がありますか？

平成28年度11月に佐野歯科医師会からフッ化物洗口の事業化の要望があり、また、市議会の一部会
派からも同様の要望があった。

結びついている
理由・
改善案

児童の健康保持増進のための事業であり、また、むし歯予防の啓発となるため。

市が行わなければならない
理由・
改善案

小学校で行うことで、全児童を対象とできるため。また、市が事業主体となることで、県補助の対象とな
るため。

妥当である
理由・
改善案

むし歯の有病者率を減らすことで、児童の健康保持増進が図られるため妥当である。

成果向上余地がない
理由・
改善案

平成29年度から始まった事業なので、これからどれだけ有効かを見て検討する。歯科医師会の意見で
は、効果が表れるのは、５年先とのことであり、今後歯科医師会の助言を受けながら有効性の検証を
行う必要がある。

類似事務事業はない
理由・
改善案

効
率
性
評
価

削減の余地はない
理由・
改善案

全児童を対象としている事業であり、必要最小限の消耗品費、人件費であるため。

公
平
性
評
価

受益者負担を求める必要が
ない

理由・
改善案

受益者は市内の全児童であり、児童の健康に関し市が行うことが我当であるため、受益者負担は求め
ない。

総
合
評
価

効果があると見込まれているが、はっきりとした効果がない場合や、啓発により市民が自発的にフッ化物洗口を行うような意識となった場合に
終了できる。また、県補助の制度改正や廃止があった場合も、市として事業の見直しを検討する。

成
果

向
上

維
持

〇 ×

低
下

× ×

目
的
妥
当
性
評
価

有
効
性
評
価



年 月
年度

３

１

１

１

佐野市行政評価システム A表（共通シート） 作成日 令和 3 7 9 日
評価対象年度　令和 2 政策体系コード 3111

評価区分（事前評価・事後評価） 事後評価（Ａ・Ｂ表）

担当部 市民生活部 担当課 環境政策課

基本目標 健やかで元気に暮らせるまちづくり 担当係 施設係 担当課長名 櫻井　　学

政　　策 健康で安心して暮らせるまちづくり 新規事業・継続事業 継続事業

施　　策 心と体の健康づくりの推進 実施計画事業・一般事業 一般事業
基本事業 健康づくりの推進 市単独事業・国県補助事業 市単独事業
短縮コード 会計 款 項 目 予算細事業名 任意的事業・義務的事業 任意的事業

実施方法 指定管理者

事業分類 施設維持管理事業（市以外が主体）

リーディングプロジェクト 該当なし

市長市政公約 該当なし

１．事務事業の現状把握【DO】

（１）事務事業の手段・目的・結果・各指標

①手段（事務事業の主な活動内容を記入します。）

事業概要（具体的な事務事業の活動内容・進め方） 令和２年度実績（令和２年度に行った主な活動内容）

施設利用者想定圏人口（10km
圏内）

人 165,140 164,218 162,982 161,958

維持管理運営業務委託（指定
管理者）

一式 1 1 1 1

②対象（この事務事業は誰・何を対象としていますか？）

事業者計画施設利用者数 人 230,281 230,281 230,281 230,281
事業者施設利用収入見込額 千円 117,213 117,213 118,298 119,383

③意図（この事務事業によって、対象をどのような状態にしたいのですか？）

事業者施設利用者実績数
人 324,663 290,516 316,556 143,616

事業者施設利用収入実績額
千円 101,426 90,621 96,760 42,234

④結果（どのような結果に結びつけますか？）

健康づくりに取り組んでいる市
民の割合

％ 69.9 71.1 72.0 70.7 

（２）総事業費の推移・内訳
財源内訳 単位 Ｈ２９年度（実績） Ｈ３０年度（実績） Ｒ１年度（実績） Ｒ２年度（実績） Ｒ３年度（目標）

国庫支出金 千円

県支出金 千円

地方債 千円

その他 千円 1,122 1,113 1,114 1,134 1,134
一般財源 千円 73,434 109,855 79,527 78,254 88,074

事業費計（A) 千円 74,556 110,968 80,641 79,388 89,208
項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費

指定管理料 74,556 指定管理料 110,968 指定管理料 80,641 指定管理料 79,388 指定管理料 89,208

正規職員従事人数 人 2 2 2 2 2
のべ業務時間 時間 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000
人件費計（B) 千円 3,816 3,821 3,815 3,637 3,637

トータルコスト（A)＋（B) 千円 78,372 114,789 84,456 83,025 92,845

事務事業マネジメントシート

事務事業名 みかもクリーンセンター余熱利用施設指定管理事業
担当
組織

政策
体系

予算
科目 7746 一般 4 1 7

みかもクリーンセンター余熱利用施設指定
管理事業

事業
計画

期間限定複数年度
事業
期間

　H21年度～R5年度
根拠
法令

条例等

循環型社会形成推進基本
法

余熱を利用した温浴施設、温水プール及びトレーニングルームや多目的運動場などからなる複合施設
の維持管理・運営業務を、契約書等に従い指定管理者に委託した。
 定期点検のため８月２３日～２８日は休館（６日間）。
 新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、４月（全休）、５月（全休）、１月（16日間）、２月（21日間）は
臨時休館。

活動指標 単位
Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（見込）

・市民の健康増進と交流促進
・指定管理者の維持管理運営コスト
・施設を運用する際のエネルギー量、発生する
環境負荷

対象指標 単位
Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（見込）

・施設が大いに利用されることで、市民の健康
増進と交流促進が図れる。
・設計、建設及び維持管理運営の包括委託で
財政負担縮減を図る。
・省エネ、省資源、環境負荷の低減を図る。

成果指標 単位
Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（目標）

・健康に関する知識を深め、健康づくりに取り組
んでもらう。

上位成果指標 単位
Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（目標）

人
件
費

事
業
区
分

　ごみ焼却施設の余熱を利用した温浴施設、温
水プールなどからなる複合施設の維持管理・運
営を行うにあたり、民間のノウハウを活用し、市
の財政負担を軽減すると伴に、市民サービスを
向上するため、指定管理者（みかもＰＦＩ）に委託
する。
　指定管理事業の内容については、市と指定管
理者の間で締結された基本契約、維持管理・運
営委託契約及び管理に関する協定書に基づ
き、業務要求水準書等に従い実施される。

目
的

投
入
量

事
業
費

事業費の
内訳

千円



B表（事後評価シート）

事務事業名 みかもクリーンセンター余熱利用施設指定管理事業 担当部 市民生活部 担当課 環境政策課 担当係 施設係

（３）事務事業を取り巻く環境変化・市民の意見等

（４）前年度の評価結果に対する改革・改善の取組
前年度の評価結果 評価結果を受けて行った具体的な改革・改善の取組

事業のやり方改善（成果向上の見直し）

事業のやり方改善（コストの見直し）

２．事務事業の事後評価【Check】

①政策体系との整合性　この事務事業の目的（対象・意図）は、政策体系（結果）に結びついていますか？

②公共関与の妥当性　なぜこの事務事業を市が行わなければならないのですか？　民間やNPO、市民団体などに委ねることはできませんか？

③対象・意図の妥当性　事務事業の現状や成果から考えて、対象と意図を見直す必要がありますか？

④事務事業の成果向上余地　事務事業の成果は出ていますか？　事務事業のやり方・進め方を見直すことで成果を向上させることができますか？

⑤類似事務事業との統合・連携の可能性　類似の目的や活動形態を持つ他の事務事業がありますか？　ある場合は、その事務事業との統合・連携ができますか？

類似事務事業名 ・運動公園等指定管理事業、アリーナたぬま等指定管理事業

＊類似事務事業があれば、名称を記入

⑥事業費・人件費の削減余地　事務事業の成果を低下させずに事業費・人件費を削減することができますか？

⑦受益者負担の適正化余地　この事務事業の受益者は誰ですか？事務事業の目的や成果から考えて受益者負担を見直す必要がありますか？

⑧本事業の休止・終了条件（本事業はどんな状態になれば休止・廃止、事業終了となるか？）

３．評価結果の総括と今後の方向性【Action】

（１）今後の事務事業の方向性 （２）改革・改善による期待効果
（３）改革･改善を実現するうえで解決すべき
課題（壁）とその解決策

事業のやり方改善（成果向
上の見直し）

事業のやり方改善（コストの
見直し）

廃止・休止の場合は、記入不要
×の領域は改革改善ではない。

＊評価結果に基づいた改革改善案を記入します。 コスト
（複数ある場合は、①②・・・と記入します。現状維持の場合は記入しません。） 削減 維持 増加

①この事務事業は、いつ頃、どのような
きっかけで開始しましたか？

・平成15年度の新清掃センター建設用地決定に伴い、地域振興事業として新清掃センターの余熱を利用した温浴施設・
プール等を整備することになった。
・財政負担の縮減、民間ノウハウの活用によるサービスの向上を目的に民間手法（DBO方式）を導入し、指定管理者による
維持管理運営とする。

②事務事業を取り巻く環境（対象者や国・
県などの法令等、社会情勢など）は事務
事業の開始時期や合併前と比べてどの
ように変化していますか？

・高齢化社会の進行により、市民の健康増進・介護予防等への意識がますます高まっていくことから、本施設はその健康増
進拠点施設としての役割を担うことになる。
・基本設計をふまえ、設計・建設費の設定、市債や補助金等の財源確保、施設の維持管理運営内容等の詳細を検討してき
たが、地域還元施設として、地元住民の要望を大きく乖離しないよう、十分調整しながら計画を策定する必要がある。

③この事務事業に対して、関係者（市民、
議会、事務事業対象者）からどのような意
見・要望がありますか？

・市民からは、16年度の「佐野市新清掃センター建設委員会」、17年度の「余熱利用施設検討委員会」を通して、福祉面に配
慮されたお風呂、プール等の施設機能の充実などを要望されており、これらを十分に活かした運営メニューの充実が望まれ
る。
・地元住民からは、地域還元施設として、施設運営への関わり、雇用機会確保などについて要望が出されている。

・成果向上の見直し…屋内施設では、高齢者向けプログラムや人気プログラムの充実を図った。屋外施設で
は、女性向けフットサル教室や幼児・高齢者向けのプログラムを取り入れた。
・コストの見直し…光熱水費について数値目標を定め、利用者の満足度が得られる範囲で削減した。

結びついている
理由・
改善案

・施設コンセプト「ふれあいの湯」、「やすらぎの湯」、「創建の湯」をもとに、市民の健康増進及びやすらぎ施設としてプール・温浴施設等の運営をすることか
ら、本政策体系に結び付く。
・周辺の自然環境との共生を目指し、安全かつ適正なごみ処理施設建設にあたり、円滑な事業推進を図るために実施する事業であるとともに、ごみ焼却
処理施設の余熱エネルギーの有効利用を図ることで、省エネ、省資源、環境負荷の低減を図ることができ、「循環型社会の実現」の政策にも資する。

市が行わなければならない
理由・
改善案

・サーマルリサイクルを実践し、環境負荷の低減施設であることを市民にPRするとともに、身近な運動施設、リフレッシュできる施設、健康増進と福祉の観
点から年齢を問わず市民の誰もが気軽に利用できる施設とすることから、公共性が高く、民間の温浴施設（スポーツジム、銭湯等）と区別される。
・新清掃センター建設に伴う地域振興事業としての地元還元施設であることから、地元住民の要望を十分に汲んで事業に反映しなければならず、公共関
与は必然である。

妥当である
理由・
改善案

・市民（利用者）あっての施設であり、同時に市民の健康増進と交流促進が実現する。
・設計、建設から維持管理運営までの長期包括委託として財政負担の軽減が図れ、民間のノウハウを活用した市民サービスの向上を図ることができる。
・本施設の温浴施設の熱源として焼却余熱を利用することで、新たに熱源を利用しない「省エネ、省資源、環境負荷低減」を図ったサーマルリサイクル施設
を実現する。

成果向上余地がある程度あ
る

理由・
改善案

・適正な利用料金を利用者（受益者）に負担していただくことで、利用料金収入が増加し指定管理料の
削減が図られた。更にプログラム等の見直しを指定管理者と随時行っていくことで、利用者の増加が見
込める。

類似事務事業はあるが、統
合・連携できない 理由・

改善案

・活動形態では連携できる面もあるが、地域振興事業を実施する施設としての役割もあり、対象の利用
者を考慮すると統合や連携はできない。

効
率
性
評
価

事業費の削減余地がある
理由・
改善案

・適利用者のニーズにあったプログラムを提供し利用促進を図ることで、利用者数及び利用料金収入
が増加し、指定管理料の削減が図られる。

公
平
性
評
価

現在の受益者負担は適正で
ある

理由・
改善案

・利用料金収入が当初の見込みより少ないため条例等を改正し、平成２８年度より新たな利用料金体
系とし利用者に負担を求めた。

総
合
評
価

事業期間の終了。

成
果

向
上

①

維
持

② ×

低
下

× ×

目
的
妥
当
性
評
価

有
効
性
評
価

・指定管理者のノウハウにより、サービス
が低下しないよう改善を行い、利用者の
減少を防ぐ。
・コストの削減を行う上で、利用者の利便
性が損なわれる恐れがある。このことに
より利用者の減少が予想される。

①利用者のニーズにあったプログラムを提供し、利用促進を図る。
②電気、上下水道使用量の削減を図る。



年 月
年度

３

１

１

１

佐野市行政評価システム A表（共通シート） 作成日 令和 3 7 9 日
評価対象年度　令和 2 政策体系コード 3111

評価区分（事前評価・事後評価） 事後評価（Ａ・Ｂ表）

担当部 市民生活部 担当課 環境政策課

基本目標 健やかで元気に暮らせるまちづくり 担当係 施設係 担当課長名 櫻井　学

政　　策 健康で安心して暮らせるまちづくり 新規事業・継続事業 継続事業

施　　策 心と体の健康づくりの推進 実施計画事業・一般事業 一般事業
基本事業 健康づくりの推進 市単独事業・国県補助事業 市単独事業
短縮コード 会計 款 項 目 予算細事業名 任意的事業・義務的事業 任意的事業

実施方法 直営

事業分類 その他内部事務事業

リーディングプロジェクト 該当なし

市長市政公約 該当なし

１．事務事業の現状把握【DO】

（１）事務事業の手段・目的・結果・各指標

①手段（事務事業の主な活動内容を記入します。）

事業概要（具体的な事務事業の活動内容・進め方） 令和２年度実績（令和２年度に行った主な活動内容）

施設利用者想定圏人口（10km
圏内）

人 165,140 164,218 162,982 161,958

維持管理運営業務委託（指定
管理者）

一式 1 1 1 1

②対象（この事務事業は誰・何を対象としていますか？）

事業者計画施設利用者数 人 230,281 230,281 230,281 230,281
事業者施設利用収入見込額 千円 117,213 117,213 118,298 119,383

③意図（この事務事業によって、対象をどのような状態にしたいのですか？）

事業者施設利用者実績数
人 324,663 290,516 316,556 143,616

事業者施設利用収入実績額
千円 101,426 90,621 96,760 42,234

④結果（どのような結果に結びつけますか？）

健康づくりに取り組んでいる市
民の割合

％ 69.9 71.1 72.0 70.7 

（２）総事業費の推移・内訳
財源内訳 単位 Ｈ２９年度（実績） Ｈ３０年度（実績） Ｒ１年度（実績） Ｒ２年度（実績） Ｒ３年度（目標）

国庫支出金 千円

県支出金 千円

地方債 千円

その他 千円

一般財源 千円 2,658 2,616 2,440 20,823 1,669
事業費計（A) 千円 2,658 2,616 2,440 20,823 1,669

項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費

火災保険料 121 火災保険料 122 火災保険料 126 火災保険料 127 火災保険料 125

業務委託料 2,537 業務委託料 2,494 業務委託料 2,314 業務委託料 1,946 業務委託料 1,500

補償金 0 補償金 0 補償金 0 補償金 18,750 補償金 44

正規職員従事人数 人 2 2 2 2 2
のべ業務時間 時間 700 700 700 700 700
人件費計（B) 千円 2,671 2,675 2,671 2,546 2,546

トータルコスト（A)＋（B) 千円 5,329 5,291 5,111 23,369 4,215

事務事業マネジメントシート

事務事業名 みかもクリーンセンター余熱利用施設管理事業
担当
組織

政策
体系

予算
科目 7745 一般 4 1 7 みかもクリーンセンター余熱利用施設管理事業

事業
計画

期間限定複数年度
事業
期間

　H21年度～R5年度
根拠
法令

条例等

循環型社会形成推進基本
法

　指定管理者により実施された維持管理運営事業について、契約書等の基準を達成しているかを確認
するモニタリングを実施した。また、地元振興策として、余熱利用施設無料利用券を地元３町会に配布
し、周辺住民利用促進業務を実施した。コロナ禍により臨時休館となった期間について営業補償を行っ
た。定期点検のため８月２３日～２８日は休館（６日間）。 新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、
４月（全休）、５月（全休）、１月（16日間）、２月（21日間）は臨時休館。
・維持管理運営モニタリング（四半期ごと年４回開催）
・周辺住民利用促進（計６０００枚配布　利用率14.7％）

活動指標 単位
Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（見込）

①市民の健康増進と交流促進
②指定管理者の適切な維持管理運営コスト及
び利用促進事業の監理
③地元振興策による利用促進

対象指標 単位
Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（見込）

①施設が大いに利用されることで、市民の健康
増進と交流促進が図れる。
②設計、建設及び維持管理運営の包括委託で
財政負担縮減を図る。
③省エネ、省資源、環境負荷の低減を図る。

成果指標 単位
Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（目標）

・健康に関する知識を深め、健康づくりに取り組
んでもらう。

上位成果指標 単位
Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（目標）

人
件
費

事
業
区
分

　ごみ焼却施設の余熱を利用した温浴施設、温
水プールなどからなる複合施設の維持管理・運
営を行うにあたり、民間のノウハウを活用し、市
の財政負担を軽減すると伴に、市民サービスを
向上するため、指定管理者（みかもＰＦＩ）に委託
する。
　管理事業は地元町会からの要望による地域
振興策として無料利用券委託事業や業務実施
について確認を行うモニタリングを行う他、市が
負担するリスク費を指定管理者に補償する。

目
的

投
入
量

事
業
費

事業費の
内訳

千円



B表（事後評価シート）

事務事業名 みかもクリーンセンター余熱利用施設管理事業 担当部 市民生活部 担当課 環境政策課 担当係 施設係

（３）事務事業を取り巻く環境変化・市民の意見等

（４）前年度の評価結果に対する改革・改善の取組
前年度の評価結果 評価結果を受けて行った具体的な改革・改善の取組

事業のやり方改善（成果向上の見直し）

事業のやり方改善（コストの見直し）

２．事務事業の事後評価【Check】

①政策体系との整合性　この事務事業の目的（対象・意図）は、政策体系（結果）に結びついていますか？

②公共関与の妥当性　なぜこの事務事業を市が行わなければならないのですか？　民間やNPO、市民団体などに委ねることはできませんか？

③対象・意図の妥当性　事務事業の現状や成果から考えて、対象と意図を見直す必要がありますか？

④事務事業の成果向上余地　事務事業の成果は出ていますか？　事務事業のやり方・進め方を見直すことで成果を向上させることができますか？

⑤類似事務事業との統合・連携の可能性　類似の目的や活動形態を持つ他の事務事業がありますか？　ある場合は、その事務事業との統合・連携ができますか？

類似事務事業名 ・運動公園等指定管理事業、アリーナたぬま等指定管理事業

＊類似事務事業があれば、名称を記入

⑥事業費・人件費の削減余地　事務事業の成果を低下させずに事業費・人件費を削減することができますか？

⑦受益者負担の適正化余地　この事務事業の受益者は誰ですか？事務事業の目的や成果から考えて受益者負担を見直す必要がありますか？

⑧本事業の休止・終了条件（本事業はどんな状態になれば休止・廃止、事業終了となるか？）

３．評価結果の総括と今後の方向性【Action】

（１）今後の事務事業の方向性 （２）改革・改善による期待効果
（３）改革･改善を実現するうえで解決すべき
課題（壁）とその解決策

事業のやり方改善（成果向
上の見直し）

事業のやり方改善（コストの
見直し）

廃止・休止の場合は、記入不要
×の領域は改革改善ではない。

＊評価結果に基づいた改革改善案を記入します。 コスト
（複数ある場合は、①②・・・と記入します。現状維持の場合は記入しません。） 削減 維持 増加

①この事務事業は、いつ頃、どのような
きっかけで開始しましたか？

・平成15年度の新清掃センター建設用地決定に伴い、地域振興事業として新清掃センターの余熱を利用した温浴施設・
プール等を整備することになった。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
・財政負担の縮減、民間ノウハウの活用によるサービスの向上を目的に民間手法(DBO方式）を導入し、指定管理者による
維持管理運営とする。

②事務事業を取り巻く環境（対象者や国・
県などの法令等、社会情勢など）は事務
事業の開始時期や合併前と比べてどの
ように変化していますか？

・高齢化社会の進行により、市民の健康増進・介護予防等への意識がますます高まっていくことから、本施設はその健康増
進拠点施設としての役割を担うことになる。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
・基本設計をふまえ、設計・建設費の設定、市債や補助金等の財源確保、施設の維持管理運営内容等の詳細を検討してき
たが、地域還元施設として、地元住民の要望と大きく乖離しないよう、十分調整しながら計画を策定をする必要がある。

③この事務事業に対して、関係者（市民、
議会、事務事業対象者）からどのような意
見・要望がありますか？

・市民からは、16年度の「佐野市新清掃センター建設委員会」、17年度の「余熱利用施設検討委員会」を通して、福祉面に配
慮されたお風呂、プール等の施設機能の充実などを要望されており、これらを十分に活かした運営メニューの充実が望まれ
る。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
・地元住民からは、地域還元施設として、施設運営への関わり、雇用機会確保などについての要望が出されている。

・成果向上の見直し…屋内施設では、高齢者向けプログラムや人気プログラムの充実を図った。屋外施設で
は、女性向けフットサル教室や幼児・高齢者向けのプログラムを取り入れた。
・コストの見直し…光熱水費について数値目標を定め、利用者の満足度が得られる範囲で削減した。

結びついている
理由・
改善案

・施設コンセプト「ふれあいの場」、「やすらぎの場」、「創建の場」をもとに、市民の健康増進及びやすらぎの施設としてプール・温浴施設等の運営をすること
から、本政策体系に結びつく。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
・周辺の自然環境との共生を目指し、安全かつ適正なごみ処理施設建設にあたり、円滑な事業推進を図るために実施する事業であるとともに、ごみ焼却
処理施設の余熱エネルギーの有効利用を図ることで、省エネ、省資源、環境負荷の低減を図ることができ、「資源循環型社会の実現」の政策にも資する。

市が行わなければならない
理由・
改善案

・サーマルリサイクルを実践し、環境負荷の低減施設であることを市民にPRするとともに、身近な運動施設、リフレッシュできる施設、健康増進と福祉の観
点から年齢を問わず市民の誰もが気軽に利用できる施設とすることから、公共性が高く、民間の温浴施設（スポーツジム、銭湯等）と区別される。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
・新清掃センター建設に伴う地域振興事業としての地元還元施設であることから、地元住民の要望を十分に汲んで事業に反映しなければならず、公共関
与は必然である。

妥当である
理由・
改善案

・市民（利用者）あっての施設であり、同時に市民の健康増進と交流促進が実現する。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
・設計、建設から維持管理運営までの長期包括委託として財政負担の軽減が図れ、民間ノウハウを活用した市民サービスの向上が図ることができる。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
・本施設の温浴設備の熱源として焼却余熱を利用することで、新たに熱源を利用しない「省エネ、省資源、環境負荷低減」を図ったサーマルリサイクル施設
を実現する。

成果向上余地がある程度あ
る

理由・
改善案

・余熱利用施設営業補償はごみ焼却処理施設の定期点検に伴う高温水停止期間が6日を超えた場合に発生するため、定期点検を見直し、日程を工夫す
ることで削減できる余地はある。
・利用状況に余裕のある時間帯に老人会やふれあいサロン等の団体利用者を対象に、施設の送迎バスを利用した無料送迎バス事業を行い、高齢者の
利用促進を図っている。

類似事務事業はあるが、統
合・連携できない 理由・

改善案

・活動形態では連携できる面もあるが、地域振興施設としての役割もあることから、利用者の対象から
すると統合や連携はできない。

効
率
性
評
価

削減の余地はない
理由・
改善案

・地域振興施設であり、施設を指定管理者として事業者に委ねることから、施設の運営・維持管理に精
通するだけでなく、事業者と地元住民とのパイプ役を努める職員の配置が必要であるが、現在２名の
職員で対応しているため、これ以上の削減はできない。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

公
平
性
評
価

現在の受益者負担は適正で
ある

理由・
改善案

・利用料金収入が当初の見込みより少ないため条例等を改正し、平成２８年度より新たな利用料金体
系とし利用者に負担を求めた。

総
合
評
価

事業期間の終了。

成
果

向
上

①

維
持

② ×

低
下

× ×

目
的
妥
当
性
評
価

有
効
性
評
価

・指定管理者のノウハウにより、サービス
が低下しないよう改善を行い、利用者の
減少を防ぐ。
・コストの削減を行う上で、利用者の利便
性が損なわれる恐れがある。このことに
より利用者の減少が予想される。

①利用者のニーズにあったプログラムを提供し、利用促進を図る。
②電気、上下水道使用量の削減を図る。



年 月
年度

３

１

１

１

佐野市行政評価システム A表（共通シート） 作成日 令和 3 6 30 日
評価対象年度　令和 2 政策体系コード 3111

評価区分（事前評価・事後評価） 事後評価（Ａ・Ｂ表）

担当部 健康医療部 担当課 健康増進課

基本目標 健やかで元気に暮らせるまちづくり 担当係 成人保健係 担当課長名 晝間　英介

政　　策 健康で安心して暮らせるまちづくり 新規事業・継続事業 継続事業

施　　策 心と体の健康づくりの推進 実施計画事業・一般事業 一般事業
基本事業 健康づくりの推進 市単独事業・国県補助事業 国県補助事業
短縮コード 会計 款 項 目 予算細事業名 任意的事業・義務的事業 任意的事業

実施方法 直営

事業分類 現金・現物給付事業

リーディングプロジェクト 該当

市長市政公約 該当なし

１．事務事業の現状把握【DO】

（１）事務事業の手段・目的・結果・各指標

①手段（事務事業の主な活動内容を記入します。）

事業概要（具体的な事務事業の活動内容・進め方） 令和２年度実績（令和２年度に行った主な活動内容）

佐野市の骨髄等の提供支援数 件 2 2 5 0 8

②対象（この事務事業は誰・何を対象としていますか？）

１８歳以上５４歳以下の市民 人 51,645 51,230 50,547 50,229

③意図（この事務事業によって、対象をどのような状態にしたいのですか？）

栃木県内のドナー登録者
（開設以来の累計） 人 19,436 19,460 19,169 19355

栃木県内の骨髄等移植数
（開設以来の累計） 人 372 407 432 465

佐野市の骨髄等の提供支援数
件 2 2 5 0 8

④結果（どのような結果に結びつけますか？）

健康づくりに取り組んでいる市民
の割合（市政に関するアンケート） ％ 69.9 71.1 72.0 70.7 76.5

（２）総事業費の推移・内訳
財源内訳 単位 Ｈ２９年度（実績） Ｈ３０年度（実績） Ｒ１年度（実績） Ｒ２年度（実績） Ｒ３年度（目標）

国庫支出金 千円

県支出金 千円 140 140 280 0 420
地方債 千円

その他 千円

一般財源 千円 140 140 280 0 420
事業費計（A) 千円 280 280 560 0 840

項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費

負担金、補助及び交付金 280 負担金、補助及び交付金 280 負担金、補助及び交付金 560 負担金、補助及び交付金 0 負担金、補助及び交付金 840

正規職員従事人数 人 1 1 1 1 1
のべ業務時間 時間 8 8 8 2 8
人件費計（B) 千円 31 31 31 7 29

トータルコスト（A)＋（B) 千円 311 311 591 7 869

事務事業マネジメントシート

事務事業名 骨髄移植ドナー支援事業
担当
組織

政策
体系

予算
科目 6923 一般 4 1 1 骨髄移植ドナー支援事業

事業
計画

単年度繰り返し
事業
期間

　　Ｈ２９年度～　　年度
根拠
法令

条例等

佐野市骨髄移植ドナー支援
事業奨励金交付要綱

市広報紙、ホームページに事業内容を掲載し、周知した。

活動指標 単位
Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（見込）

　骨髄バンクにドナー登録できる市民
対象指標 単位

Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（見込）

　骨髄等の提供時の経済的負担を軽減すること
で、提供者を支援し、移植の推進やドナー登録
の増加を図る。

成果指標 単位
Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（目標）

健康に関する知識を深め、健康づくりに取り組
んでもらう。

上位成果指標 単位
Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（目標）

人
件
費

事
業
区
分

　骨髄または末梢血幹細胞を提供した者及びそ
の者が勤務する事業所等に対し、助成金を交
付することにより、骨髄等の移植の推進及びド
ナー登録の推進に寄与することを目的に実施
する事業です。

目
的

投
入
量

事
業
費

事業費の
内訳

千円



B表（事後評価シート）

事務事業名 骨髄移植ドナー支援事業 担当部 健康医療部 担当課 健康増進課 担当係 成人保健係

（３）事務事業を取り巻く環境変化・市民の意見等

（４）前年度の評価結果に対する改革・改善の取組
前年度の評価結果 評価結果を受けて行った具体的な改革・改善の取組

現状維持

２．事務事業の事後評価【Check】

①政策体系との整合性　この事務事業の目的（対象・意図）は、政策体系（結果）に結びついていますか？

②公共関与の妥当性　なぜこの事務事業を市が行わなければならないのですか？　民間やNPO、市民団体などに委ねることはできませんか？

③対象・意図の妥当性　事務事業の現状や成果から考えて、対象と意図を見直す必要がありますか？

④事務事業の成果向上余地　事務事業の成果は出ていますか？　事務事業のやり方・進め方を見直すことで成果を向上させることができますか？

⑤類似事務事業との統合・連携の可能性　類似の目的や活動形態を持つ他の事務事業がありますか？　ある場合は、その事務事業との統合・連携ができますか？

類似事務事業名

＊類似事務事業があれば、名称を記入

⑥事業費・人件費の削減余地　事務事業の成果を低下させずに事業費・人件費を削減することができますか？

⑦受益者負担の適正化余地　この事務事業の受益者は誰ですか？事務事業の目的や成果から考えて受益者負担を見直す必要がありますか？

⑧本事業の休止・終了条件（本事業はどんな状態になれば休止・廃止、事業終了となるか？）

３．評価結果の総括と今後の方向性【Action】

（１）今後の事務事業の方向性 （２）改革・改善による期待効果
（３）改革･改善を実現するうえで解決すべき
課題（壁）とその解決策

現状維持（従来通り実施）
廃止・休止の場合は、記入不要
×の領域は改革改善ではない。

＊評価結果に基づいた改革改善案を記入します。 コスト
（複数ある場合は、①②・・・と記入します。現状維持の場合は記入しません。） 削減 維持 増加

①この事務事業は、いつ頃、どのような
きっかけで開始しましたか？

議会で議員から骨髄ドナー支援についての取組について質問があり、検討すると答弁した。
県内でこの事業に取り組んでいる自治体もあり、佐野市は平成29年度から開始となった。

②事務事業を取り巻く環境（対象者や国・
県などの法令等、社会情勢など）は事務
事業の開始時期や合併前と比べてどの
ように変化していますか？

 移植に用いる造血幹細胞の適切な提供の推進に関する法律に基づき、骨髄バンク事象を国、日本骨髄バンク、日
本赤十字社、医療機関、日本造血細胞移植学会、日本造血細胞移植データセンター、地方自治体で役割を分担し
事業を実施している。H26.4.1から提供希望者として登録したものに対して特別休暇を認めている。
　ドナー助成制度導入自治体は全国で、2015.5月は104市町村であったが、2020.5月には、676市町村にまで増加し
ている。

③この事務事業に対して、関係者（市民、
議会、事務事業対象者）からどのような意
見・要望がありますか？

Ｈ27.6月の第2回定例会で議員から、県内のドナーに対しての助成制度について及び佐野市の助成制
度についての質問があった。

現状維持により対象外

結びついている
理由・
改善案

骨髄等の提供者やその者が勤務する事業所等を支援(助成)することで、骨髄等の移植の推進及びド
ナー登録の推進が図られ、健康で安心して暮らせるまちづくりにつながる。

市が行わなければならない
理由・
改善案

移植に用いる造血幹細胞の適切な提供の推進に関する法律に基づき、骨髄バンク事業を国、日本骨
髄バンク、日本赤十字社、医療機関等が役割を分担し連絡調整や調査研究等に取り組んでいるため、
骨髄等の提供者に対する支援（助成）は自治体が取り組む必要がある。

妥当である
理由・
改善案

骨髄等の提供者は骨髄バンクに登録した者が対象であるため、ドナー登録できる年齢（18歳～54歳以
下の市民）の者を対象とした。

成果向上余地がない
理由・
改善案

骨髄移植に関する周知を図ることで、ドナー登録者数の増加は見込めるが、移植件数については、結
果次第である。

類似事務事業はない
理由・
改善案

効
率
性
評
価

削減の余地はない
理由・
改善案

最少の人員、事業費のため、削減の余地はない。

公
平
性
評
価

受益者負担を求める必要が
ない

理由・
改善案

骨髄等の提供者に対しての助成金のため、受益者負担金はない。

総
合
評
価

骨髄移植の必要がなくなったとき。

成
果

向
上

維
持

○ ×

低
下

× ×

目
的
妥
当
性
評
価

有
効
性
評
価



年 月
年度

３

１

１

１

佐野市行政評価システム A表（共通シート） 作成日 令和 3 6 30 日
評価対象年度　令和 2 政策体系コード 3111

評価区分（事前評価・事後評価） 事後評価（Ａ・Ｂ表）

担当部 健康医療部 担当課 健康増進課

基本目標 健やかで元気に暮らせるまちづくり 担当係 成人保健係 担当課長名 晝間　英介

政　　策 健康で安心して暮らせるまちづくり 新規事業・継続事業 継続事業

施　　策 心と体の健康づくりの推進 実施計画事業・一般事業 一般事業
基本事業 健康づくりの推進 市単独事業・国県補助事業 市単独事業
短縮コード 会計 款 項 目 予算細事業名 任意的事業・義務的事業 義務的事業

実施方法 直営

事業分類 その他市民に対する事業

リーディングプロジェクト 該当なし

市長市政公約 該当なし

１．事務事業の現状把握【DO】

（１）事務事業の手段・目的・結果・各指標

①手段（事務事業の主な活動内容を記入します。）

事業概要（具体的な事務事業の活動内容・進め方） 令和２年度実績（令和２年度に行った主な活動内容）

啓発活動（チラシの配布、広報
掲載）

回 2 3 3 5 4

健康サポートさの活動回数
回 152 161 158 67 175

②対象（この事務事業は誰・何を対象としていますか？）

佐野市の人口 人 120,018 119,348 118,450 117,706 116,982

③意図（この事務事業によって、対象をどのような状態にしたいのですか？）

健康教室・健康相談等参加述
べ人数

人 3,053 5,067 3,004 877 3,880

④結果（どのような結果に結びつけますか？）

健康づくりに取り組んでいる市
民の割合（市政に関するアン

％ 69.9 71.1 72.0 70.7 76.5

（２）総事業費の推移・内訳
財源内訳 単位 Ｈ２９年度（実績） Ｈ３０年度（実績） Ｒ１年度（実績） Ｒ２年度（実績） Ｒ３年度（目標）

国庫支出金 千円

県支出金 千円

地方債 千円

その他 千円

一般財源 千円 49 423 66 203 270
事業費計（A) 千円 49 423 66 203 270

項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費

需用費 49 需用費 24 需用費 66 需用費 203 需用費 270

役務費 312

委託料 87

正規職員従事人数 人 3 3 3 3 3
のべ業務時間 時間 640 640 640 640 640
人件費計（B) 千円 2,442 2,445 2,442 2,328 2,328

トータルコスト（A)＋（B) 千円 2,491 2,868 2,508 2,531 2,598

事務事業マネジメントシート

事務事業名 さの健康21プラン推進事業
担当
組織

政策
体系

予算
科目 6853 一般 4 1 1 さの健康２１プラン推進事業

事業
計画

単年度繰り返し
事業
期間

　　　H26年度～　　年度
根拠
法令

条例等

健康増進法

「さの健康２１プラン」に基づき、各担当部署において各種健康づくり事業を実施した。
新型コロナウイルス感染症の影響により、佐野市健康づくり推進協議会による進捗状況の検証会議を、
書面にて開催した。
令和２年度は、令和元年度に作成した中間報告書をもとに、概要版としてリーフレットを作成し、広報誌
やホームページに掲載、各担当部署等に配布し啓発を行った。

活動指標 単位
Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（見込）

市民
対象指標 単位

Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（見込）

心身共に健康でいきいきと生活出来るようにす
る。

成果指標 単位
Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（目標）

市民が、健康に関する知識を深め、健康づくり
に取り組んでもらう。

上位成果指標 単位
Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（目標）

人
件
費

事
業
区
分

「さの健康２１プラン（第２期計画）」（推進期間平
成２６年度～３５年度）に基づき、平成２６年度
から事業を推進する。
　市民に「さの健康２１プラン」を周知し、健康へ
の意識を向上させるため、「さの健康２１プラン」
に関するチラシを作成し、健康教室開催事業
等、様々な場面で配布紹介する。

目
的

投
入
量

事
業
費

事業費の
内訳

千円



B表（事後評価シート）

事務事業名 さの健康21プラン推進事業 担当部 健康医療部 担当課 健康増進課 担当係 成人保健係

（３）事務事業を取り巻く環境変化・市民の意見等

（４）前年度の評価結果に対する改革・改善の取組
前年度の評価結果 評価結果を受けて行った具体的な改革・改善の取組

２．事務事業の事後評価【Check】

①政策体系との整合性　この事務事業の目的（対象・意図）は、政策体系（結果）に結びついていますか？

②公共関与の妥当性　なぜこの事務事業を市が行わなければならないのですか？　民間やNPO、市民団体などに委ねることはできませんか？

③対象・意図の妥当性　事務事業の現状や成果から考えて、対象と意図を見直す必要がありますか？

④事務事業の成果向上余地　事務事業の成果は出ていますか？　事務事業のやり方・進め方を見直すことで成果を向上させることができますか？

⑤類似事務事業との統合・連携の可能性　類似の目的や活動形態を持つ他の事務事業がありますか？　ある場合は、その事務事業との統合・連携ができますか？

類似事務事業名

＊類似事務事業があれば、名称を記入

⑥事業費・人件費の削減余地　事務事業の成果を低下させずに事業費・人件費を削減することができますか？

⑦受益者負担の適正化余地　この事務事業の受益者は誰ですか？事務事業の目的や成果から考えて受益者負担を見直す必要がありますか？

⑧本事業の休止・終了条件（本事業はどんな状態になれば休止・廃止、事業終了となるか？）

３．評価結果の総括と今後の方向性【Action】

（１）今後の事務事業の方向性 （２）改革・改善による期待効果
（３）改革･改善を実現するうえで解決すべき
課題（壁）とその解決策

事業のやり方改善（成果向
上の見直し）

廃止・休止の場合は、記入不要
×の領域は改革改善ではない。

＊評価結果に基づいた改革改善案を記入します。 コスト
（複数ある場合は、①②・・・と記入します。現状維持の場合は記入しません。） 削減 維持 増加

①この事務事業は、いつ頃、どのような
きっかけで開始しましたか？

「さの健康２１プラン（第２期計画）」（推進期間平成２６年度～令和５年度）の策定を平成２４年度、２５
年度の２か年で行い、平成２６年度からプランを推進している。

②事務事業を取り巻く環境（対象者や国・
県などの法令等、社会情勢など）は事務
事業の開始時期や合併前と比べてどの
ように変化していますか？

「さの健康２１プラン」（第１期計画）は、平成１６年度から平成２５年度までの１０年間の計画であり、平
成２６年度以降の第２期計画の策定がされた。

③この事務事業に対して、関係者（市民、
議会、事務事業対象者）からどのような意
見・要望がありますか？

毎年度プランの検証を行うこととされた。

各種事業の進捗状況の検証の実施。

結びついている
理由・
改善案

プランを推進していく中で、市民一人ひとりが健康に関心を持ち、健康を増進し疾病を予防することは、
市民の心にもゆとりが生まれ、いきいきとした生活を過ごすことができるため、市の政策体系に結びつ
いている。

市が行わなければならない
理由・
改善案

佐野市民の健康づくりの基礎となるプラン推進のための事業を市が行うことは妥当である。

妥当である
理由・
改善案

子どもから高齢者まで、健康づくりは市民全体の問題であり、その市民を心身ともに健康でいきいきと
生活できるようにする意図は妥当である。

成果向上余地がある程度あ
る

理由・
改善案

プランに設定された目標値に近づくように各種事業に取り組むことにより、成果向上の余地がある。

類似事務事業はない
理由・
改善案

効
率
性
評
価

削減の余地はない
理由・
改善案

啓発用の消耗品等であり、削減の余地はない。

公
平
性
評
価

受益者負担を求める必要が
ない

理由・
改善案

市民一人ひとりの健康づくり推進を目的とした市全体の健康づくりのプランを推進することであり、受益
者負担の必要はない。

総
合
評
価

市民全員が健康に対する正しい知識を深め、健康づくりに取り組んでもらい、心身ともに健康でいきいきと生活出来るようになった時にこの事
業は終了する。

成
果

向
上

○

維
持

×

低
下

× ×

目
的
妥
当
性
評
価

有
効
性
評
価

市民に、自分の健康は自分自身で守ると
いうことを理解してもらい、市民一人ひと
りが健康づくりに取り組む必要がある。
そのために、市民と直接,接する事業や
普及啓発活動の充実を図る。プランに設定された目標値に近づくように各種事業に取り組むことによ

り、向上余地がある。
令和元年度に作成した、健康２１プラン(第２期計画)中間評価の結果を
もとに、継続して市民への啓発を行っていく。



年 月

年度

３

１

１

１

佐野市行政評価システム A表（共通シート） 作成日 令和 3 6 30 日

評価対象年度　令和 2 政策体系コード 3111

評価区分（事前評価・事後評価） 事後評価（Ａ・Ｂ表）

担当部 健康医療部 担当課 健康増進課

基本目標 健やかで元気に暮らせるまちづくり 担当係 成人保健係 担当課長名 晝間　英介

政　　策 健康で安心して暮らせるまちづくり 新規事業・継続事業 継続事業

施　　策 心と体の健康づくりの推進 実施計画事業・一般事業 実施計画事業
基本事業 健康づくりの推進 市単独事業・国県補助事業 市単独事業
短縮コード 会計 款 項 目 予算細事業名 任意的事業・義務的事業 任意的事業

実施方法 直営

事業分類 支援事業

リーディングプロジェクト 該当なし

市長市政公約 ４－③－２

１．事務事業の現状把握【DO】

（１）事務事業の手段・目的・結果・各指標

①手段（事務事業の主な活動内容を記入します。）

事業概要（具体的な事務事業の活動内容・進め方） 令和２年度実績（令和２年度に行った主な活動内容）

会員数（4月総会時） 人 217 214 210 185 230

活動回数 回 152 161 158 67 175

活動に参加した市民延べ人数 人 3,504 4,268 2,624 1,131 4,300

②対象（この事務事業は誰・何を対象としていますか？）

市人口 人 120,018 119,348 118,450 117,706 116,982

③意図（この事務事業によって、対象をどのような状態にしたいのですか？）

活動に参加した市民延べ人数
／市人口

％ 2.9 3.6 2.2 0.9 3.8

健康教室・健康相談等参加延
べ人数／市人口

％ 3.2 4.2 2.5 0.7 1.7

④結果（どのような結果に結びつけますか？）

健康づくりに取り組んでいる市民の
割合（市政に関するアンケート）

％ 69.9 71.1 72.0 70.7 76.5

（２）総事業費の推移・内訳
財源内訳 単位 Ｈ２９年度（実績） Ｈ３０年度（実績） Ｒ１年度（実績） Ｒ２年度（実績） Ｒ３年度（目標）

国庫支出金 千円

県支出金 千円

地方債 千円

その他 千円

一般財源 千円 800 600 400 400 400
事業費計（A) 千円 800 600 400 400 400

項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費

負担金補助及び交付金 800 負担金補助及び交付金 600 負担金補助及び交付金 400 負担金補助及び交付金 400 負担金補助及び交付金 400

正規職員従事人数 人 4 4 4 2 2
のべ業務時間 時間 570 570 570 570 570
人件費計（B) 千円 2,175 2,178 2,175 2,073 2,073

トータルコスト（A)＋（B) 千円 2,975 2,778 2,575 2,473 2,473

事務事業マネジメントシート

事務事業名 健康サポートさの活動推進事業
担当
組織

政策
体系

予算
科目 6877 一般 4 1 1

事業
計画

単年度繰り返し
事業
期間

　　　平成２４年度～　　年度

根拠
法令

条例等

健康増進法
さの健康２１プラン

<市の活動>
健康サポートさのに交付金を支出する事務（申請書の内容審査、交付決定、実績報告書の内容審
査、交付金交付）。
各支部活動に対する助言指導、会員の養成講座等の支援。
<団体の活動>
・９支部に分かれ、各種教室を企画し開催した。会員以外の参加も促し、地域における健康づくり、
仲間づくりを行った。今年度はコロナにより、健康情報を記載した資料等の配布を主に行った。
・栃木県食生活改善推進団体連絡協議会及び安足地区食生活改善推進団体連絡協議会に加入
し、日本食生活協会や栃木県からの委託事業を実施した。
・活動拡大に向け、会員養成講座を実施した。

活動指標 単位
Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（見込）

市民
対象指標 単位

Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（見込）

健康に対する正しい知識の普及を図り、健康
意識の向上を図る。

成果指標 単位
Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（目標）

市民が、健康に対する知識を深め、健康づく
りに取り組んでもらう。

上位成果指標 単位
Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（目標）

人
件
費

事
業
区
分

市民の健康づくり推進のため、「さの健康２１
プラン」に基づき、「健康サポートさの」に対し
て交付金を支出し、その活動を支援する。

目
的

投
入
量

事
業
費

事業費の
内訳

千円



B表（事後評価シート）

事務事業名 健康サポートさの活動推進事業 担当部 健康医療部 担当課 健康増進課 担当係 成人保健係

（３）事務事業を取り巻く環境変化・市民の意見等

（４）前年度の評価結果に対する改革・改善の取組
前年度の評価結果 評価結果を受けて行った具体的な改革・改善の取組

事業のやり方改善（成果向上の見直し）

２．事務事業の事後評価【Check】

①政策体系との整合性　この事務事業の目的（対象・意図）は、政策体系（結果）に結びついていますか？

②公共関与の妥当性　なぜこの事務事業を市が行わなければならないのですか？　民間やNPO、市民団体などに委ねることはできませんか？

③対象・意図の妥当性　事務事業の現状や成果から考えて、対象と意図を見直す必要がありますか？

④事務事業の成果向上余地　事務事業の成果は出ていますか？　事務事業のやり方・進め方を見直すことで成果を向上させることができますか？

⑤類似事務事業との統合・連携の可能性　類似の目的や活動形態を持つ他の事務事業がありますか？　ある場合は、その事務事業との統合・連携ができますか？

類似事務事業名

＊類似事務事業があれば、名称を記入

⑥事業費・人件費の削減余地　事務事業の成果を低下させずに事業費・人件費を削減することができますか？

⑦受益者負担の適正化余地　この事務事業の受益者は誰ですか？事務事業の目的や成果から考えて受益者負担を見直す必要がありますか？

⑧本事業の休止・終了条件（本事業はどんな状態になれば休止・廃止、事業終了となるか？）

３．評価結果の総括と今後の方向性【Action】

（１）今後の事務事業の方向性 （２）改革・改善による期待効果
（３）改革･改善を実現するうえで解決すべき
課題（壁）とその解決策

事業のやり方改善（成果向
上の見直し）

廃止・休止の場合は、記入不要
×の領域は改革改善ではない。

＊評価結果に基づいた改革改善案を記入します。 コスト
（複数ある場合は、①②・・・と記入します。現状維持の場合は記入しません。） 削減 維持 増加

①この事務事業は、いつ頃、どのような
きっかけで開始しましたか？

平成２１年度に佐野市補助金等交付検討委員会から出された提言書に基づき、「佐野市健康づくり推
進員会」と「佐野市食生活改善推進連絡協議会」の統合が検討され、平成２４年度に新しく「健康サ
ポートさの」を発足させた。

②事務事業を取り巻く環境（対象者や国・
県などの法令等、社会情勢など）は事務
事業の開始時期や合併前と比べてどの
ように変化していますか？

少子高齢化が進み、メタボリック症候群をはじめ、悪性新生物や循環器疾患等生活習慣病の割合が増
加傾向にある。このような状況下で、生活習慣病や認知症等を予防し、健康で過ごせる期間（健康寿
命）の延伸を図るための健康づくりが、今後ますます重視されてくると思われる。

③この事務事業に対して、関係者（市民、
議会、事務事業対象者）からどのような意
見・要望がありますか？

平成２１年度に佐野市補助金等交付検討委員会から、類似団体の統合の提言が出された。

会員の募集を図り、13名が養成講座を修了した。

結びついている
理由・
改善案

健康サポートさのの活動は、会員以外の一般市民も参加し活動するため、政策体系の心と体の健康づ
くりの推進に結びついている。

市が行わなければならない
理由・
改善案

総合計画に基づいた「健康で安心して暮らせるまちづくり」を実現するため、市民を対象とした健康づく
りの推進は、市が行うべきである。

妥当である
理由・
改善案

市民に対し、健康に対する正しい知識の普及を図り、健康意識の向上を図ることは妥当である。

成果向上余地がある程度あ
る

理由・
改善案

市民への健康づくりの啓発や地域における健康づくりの推進のために、健康サポートさのの会員（健康
サポーター）の人材育成を図っていく必要がある。

理由・
改善案

効
率
性
評
価

理由・
改善案

健康サポートさのに統合して以降、事業費を削減しており、健康づくりをさらに推進していくためには、こ
れ以上の削減の余地はない。

公
平
性
評
価

理由・
改善案

受益者は会員と、その活動に参加する一般市民である。
各支部活動費配分は定額としており、調理実習等の事業費が不足する場合等は、必要に応じて参加
者から自己負担を求めているので、現在の受益者負担は適正と思われる。

総
合
評
価

「さの健康２１プラン」の推進により、全ての市民が健康づくりに取り組み、心身ともに生き生きと生活できるようになったとき、この事業は終了
する。

成
果

向
上

〇

維
持

×

低
下

× ×

目
的
妥
当
性
評
価

有
効
性
評
価

会員の高齢化が進んでおり、若い会員の
養成が必要である。
積極的に会員の募集を図る。

健康サポートさのの会員（健康サポーター）の人材育成、会員の増加を
図っていく必要がある。



年 月
年度

３

１

１

１

佐野市行政評価システム A表（共通シート） 作成日 令和 3 6 30 日
評価対象年度　令和 2 政策体系コード 3111

評価区分（事前評価・事後評価） 事後評価（Ａ・Ｂ表）

担当部 健康医療部 担当課 健康増進課

基本目標 健やかで元気に暮らせるまちづくり 担当係 成人保健係 担当課長名 晝間　英介

政　　策 健康で安心して暮らせるまちづくり 新規事業・継続事業 継続事業

施　　策 心と体の健康づくりの推進 実施計画事業・一般事業 一般事業
基本事業 健康づくりの推進 市単独事業・国県補助事業 市単独事業
短縮コード 会計 款 項 目 予算細事業名 任意的事業・義務的事業 任意的事業

実施方法 直営

事業分類 参画事業

リーディングプロジェクト 該当なし

市長市政公約 該当なし

１．事務事業の現状把握【DO】

（１）事務事業の手段・目的・結果・各指標

①手段（事務事業の主な活動内容を記入します。）

事業概要（具体的な事務事業の活動内容・進め方） 令和２年度実績（令和２年度に行った主な活動内容）

月例会議開催回数 回 11 9 10 10 10

月例会議出席者 人 83 56 57 47 50

②対象（この事務事業は誰・何を対象としていますか？）

市人口 人 120,018 119,348 118,450 117,706 116,982

③意図（この事務事業によって、対象をどのような状態にしたいのですか？）

実施した事業数 事業 11 23 32 27

事業参加人数 人 1,365 1,082 2,243 779

健康教室・健康相談等参加延
べ人数

人 3,053 5,067 3,004 877 3,880 

④結果（どのような結果に結びつけますか？）

健康づくりに取り組んでいる市
民の割合（市政に関するアン

％ 69.9 71.1 72.0 70.7 76.5 

（２）総事業費の推移・内訳
財源内訳 単位 Ｈ２９年度（実績） Ｈ３０年度（実績） Ｒ１年度（実績） Ｒ２年度（実績） Ｒ３年度（目標）

国庫支出金 千円

県支出金 千円

地方債 千円

その他 千円

一般財源 千円 600 300 600 600 600
事業費計（A) 千円 600 300 600 600 600

項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費

負担金補助及び交付金 600 負担金補助及び交付金 300 負担金補助及び交付金 600 負担金補助及び交付金 600 負担金補助及び交付金 600

正規職員従事人数 人 2 2 2 2 2
のべ業務時間 時間 30 30 30 30 30
人件費計（B) 千円 114 115 114 109 109

トータルコスト（A)＋（B) 千円 714 415 714 709 709

事務事業マネジメントシート

事務事業名 佐野市地域保健協議会参画事業
担当
組織

政策
体系

予算
科目 6906 一般 4 1 1 佐野市地域保健協議会参画事業

事業
計画

単年度繰り返し
事業
期間

　　　S51年度～　　年度
根拠
法令

条例等

<市の活動>
佐野市地域保健協議会に負担金を支出した（申請書の内容審査、交付決定、実績報告書の内容審査、負担金支出）。
総会は、新型コロナ感染防止のため、書面審査とした。月例会議に出席し、各議題等について協議を行った。
<協議会の活動>
総会の書面審査、月例会議の開催、市民へ健康意識の啓発を目的とし、健康サポートステーション（保健師等による出張健康相談）・健康マ
イレージ事業協賛、中学校への健康教育は、希望校のみ実施（9校中4校）、健康まつりは中止となった。代替え事業として、新型コロナ感染
拡大防止啓発事業として、市民と医師の対談を行い、佐野ケーブルテレビに放映。さらに、対談内容をまとめたリーフレットを作成し、新聞折
り込み、医療機関、公共施設に配布にした。

活動指標 単位
Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（見込）

市民
対象指標 単位

Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（見込）

市民が自分の健康状態を把握し、自主的に健
康づくりに取り組むようにする。

成果指標 単位
Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（目標）

市民が、健康に関する知識を深め、健康づくり
に取り組んでもらう。

上位成果指標 単位
Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（目標）

人
件
費

事
業
区
分

　地域保健の向上を図るため、健康課題を協議
し、取り組んでいる佐野市地域保健協議会に参
画して負担金を支出している。

※佐野市地域保健協議会は、佐野市医師会、
佐野市、県安足健康福祉センターで構成してい
る。

目
的

投
入
量

事
業
費

事業費の
内訳

千円



B表（事後評価シート）

事務事業名 佐野市地域保健協議会参画事業 担当部 健康医療部 担当課 健康増進課 担当係 成人保健係

（３）事務事業を取り巻く環境変化・市民の意見等

（４）前年度の評価結果に対する改革・改善の取組
前年度の評価結果 評価結果を受けて行った具体的な改革・改善の取組

現状維持

２．事務事業の事後評価【Check】

①政策体系との整合性　この事務事業の目的（対象・意図）は、政策体系（結果）に結びついていますか？

②公共関与の妥当性　なぜこの事務事業を市が行わなければならないのですか？　民間やNPO、市民団体などに委ねることはできませんか？

③対象・意図の妥当性　事務事業の現状や成果から考えて、対象と意図を見直す必要がありますか？

④事務事業の成果向上余地　事務事業の成果は出ていますか？　事務事業のやり方・進め方を見直すことで成果を向上させることができますか？

⑤類似事務事業との統合・連携の可能性　類似の目的や活動形態を持つ他の事務事業がありますか？　ある場合は、その事務事業との統合・連携ができますか？

類似事務事業名

＊類似事務事業があれば、名称を記入

⑥事業費・人件費の削減余地　事務事業の成果を低下させずに事業費・人件費を削減することができますか？

⑦受益者負担の適正化余地　この事務事業の受益者は誰ですか？事務事業の目的や成果から考えて受益者負担を見直す必要がありますか？

⑧本事業の休止・終了条件（本事業はどんな状態になれば休止・廃止、事業終了となるか？）

３．評価結果の総括と今後の方向性【Action】

（１）今後の事務事業の方向性 （２）改革・改善による期待効果
（３）改革･改善を実現するうえで解決すべき
課題（壁）とその解決策

事業のやり方改善（成果向
上の見直し）

廃止・休止の場合は、記入不要
×の領域は改革改善ではない。

＊評価結果に基づいた改革改善案を記入します。 コスト
（複数ある場合は、①②・・・と記入します。現状維持の場合は記入しません。） 削減 維持 増加

①この事務事業は、いつ頃、どのような
きっかけで開始しましたか？

昭和５１年４月から旧安蘇郡市における地域医療圏の実態を調査し、安蘇郡市医師会、佐野市、田沼
町、葛生町、佐野保健所の協力体制を確立して、地域保健の向上を図ることを目的として開始される。

②事務事業を取り巻く環境（対象者や国・
県などの法令等、社会情勢など）は事務
事業の開始時期や合併前と比べてどの
ように変化していますか？

それぞれの市や町で地域にあった独自の事業を展開してきたが、合併に伴い、新市全体の健康課題
に取り組むようになった。

③この事務事業に対して、関係者（市民、
議会、事務事業対象者）からどのような意
見・要望がありますか？

平成２９年度の事業の見直しにより、平成３０年度から健康カレンダー・中学生へ思春期講座の開催を
中止し負担金を減額したが、医師会より再度事業の復活について要望が出て協議した結果、令和元年
度より平成２９年度同様にすることになった。

医師会からの要望を受け、事業について協議し、令和元年度同様の事業を実施することとした。

結びついている
理由・
改善案

健康づくりの推進と情報の発信ができるように、地域保健の向上を図り、健康課題を協議し取り組むこ
とは、市民に健康に対する正しい知識を深めてもらい、積極的に健康づくりに取り組んでもらうことに結
びつく。

市が行わなければならない
理由・
改善案

市民に対する健康づくりの推進と情報の発信は、市の役割と考えている。そのため、地域保健の向上
を図り、健康課題を協議し取り組んでいる佐野市地域保健協議会に参画するのは妥当である。

妥当である
理由・
改善案

市民が自分の健康状態を把握し、自主的に健康づくりに取り組むようになり、妥当である。

成果向上余地がある程度あ
る

理由・
改善案

地域保健協議会で行う事業を見直し、市民の関心の高いテーマに対する事業を行う。

類似事務事業はない
理由・
改善案

効
率
性
評
価

削減の余地はない
理由・
改善案

公
平
性
評
価

受益者負担を求める必要が
ない

理由・
改善案

総
合
評
価

市民に健康に対する正しい知識を深めてもらい、健康づくりに取り組んでもらうための事業なので、健康づくりに取り組んでいる市民の割合が
１００％になったときに事業は終了する。

成
果

向
上

○

維
持

×

低
下

× ×

目
的
妥
当
性
評
価

有
効
性
評
価

平成29年度事業の見直しを実施し、事業数の減等から事業費を削減し
たが、平成30年度事業内容を検討し、佐野市の健康課題である健康寿
命延伸や健（検）診受診率の向上のための事業を組み入れ、事業費増
とした。佐野市の健康課題の改善に向け、事業内容については、十分
な検討、協議か必要である。



年 月
年度

３

１

１

１

佐野市行政評価システム A表（共通シート） 作成日 令和 3 6 30 日
評価対象年度　令和 2 政策体系コード 3111

評価区分（事前評価・事後評価） 事後評価（Ａ・Ｂ表）

担当部 健康医療部 担当課 健康増進課

基本目標 健やかで元気に暮らせるまちづくり 担当係 母子保健係 担当課長名 晝間　英介

政　　策 健康で安心して暮らせるまちづくり 新規事業・継続事業 継続事業

施　　策 心と体の健康づくりの推進 実施計画事業・一般事業 一般事業
基本事業 健康づくりの推進 市単独事業・国県補助事業 市単独事業
短縮コード 会計 款 項 目 予算細事業名 任意的事業・義務的事業 任意的事業

実施方法 一部委託

事業分類 参画事業

リーディングプロジェクト 該当なし

市長市政公約 該当なし

１．事務事業の現状把握【DO】

（１）事務事業の手段・目的・結果・各指標

①手段（事務事業の主な活動内容を記入します。）

事業概要（具体的な事務事業の活動内容・進め方） 令和２年度実績（令和２年度に行った主な活動内容）

研修会参加者数（延べ人数）
人 179 172 135 41 50

役員会出席回数
回 5 5 5 4 5

②対象（この事務事業は誰・何を対象としていますか？）

市保健師数 人 24 25 28 27 25
県内市町保健師数 人 466 480 491 502 502

③意図（この事務事業によって、対象をどのような状態にしたいのですか？）

本市の研修会参加者数（延べ
人数）

人 5 3 3 2 3

④結果（どのような結果に結びつけますか？）

健康づくりに取り組んでいる市
民の割合

％ 69.9 71.1 72.0 70.7 76.5 

（２）総事業費の推移・内訳
財源内訳 単位 Ｈ２９年度（実績） Ｈ３０年度（実績） Ｒ１年度（実績） Ｒ２年度（実績） Ｒ３年度（目標）

国庫支出金 千円

県支出金 千円

地方債 千円

その他 千円

一般財源 千円 23 24 24 26 26
事業費計（A) 千円 23 24 24 26 26

項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費

研究会負担金 23 研究会負担金 24 研究会負担金 24 研究会負担金 26 研究会負担金 26

正規職員従事人数 人 1 1 1 1 1
のべ業務時間 時間 50 108 108 108 108
人件費計（B) 千円 191 413 412 393 393

トータルコスト（A)＋（B) 千円 214 437 436 419 419

事務事業マネジメントシート

事務事業名 栃木県市町村保健師業務研究会参画事業
担当
組織

政策
体系

予算
科目 6911 一般 4 1 1 栃木県市町村保健師業務研究会参画事業

事業
計画

事業
期間

　　S59年度～　　年度
根拠
法令

条例等

（市の活動）
栃木県市町村保健師業務研究会に負担金を支出、総会および研修会への参加　
（研究会の活動）
総会および研修会（３回）、役員会（（５回）の開催
役員はブロックごとに選出し、安足ブロックは２年毎に足利市と佐野市が交代で担当する。
R２年度は新型コロナ感染症拡大のため、オンラインでの研修となり、参加者も少なかった。

活動指標 単位
Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（見込）

市保健師

県内市町保健師

対象指標 単位
Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（見込）

保健師一人一人に保健師としての役割を理解
してもらい、市民の健康づくりに役立てる。

成果指標 単位
Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（目標）

市民が健康に関する知識を深め、健康づくりに
取り組んでもらう。

上位成果指標 単位
Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（目標）

人
件
費

事
業
区
分

栃木県市町村保健師業務研究会の会員とし
て、交付金を支出している。研究会主催の研修
会、調査結果を参考に、情報収集や意見交換
を行う。また、保健師の資質向上を図り、地域
住民の健康と福祉の向上に寄与することを目的
に栃木県市町村に勤務する保健師により構成
する研究会である。

目
的

投
入
量

事
業
費

事業費の
内訳

千円



B表（事後評価シート）

事務事業名 栃木県市町村保健師業務研究会参画事業 担当部 健康医療部 担当課 健康増進課 担当係 母子保健係

（３）事務事業を取り巻く環境変化・市民の意見等

（４）前年度の評価結果に対する改革・改善の取組
前年度の評価結果 評価結果を受けて行った具体的な改革・改善の取組

現状維持

２．事務事業の事後評価【Check】

①政策体系との整合性　この事務事業の目的（対象・意図）は、政策体系（結果）に結びついていますか？

②公共関与の妥当性　なぜこの事務事業を市が行わなければならないのですか？　民間やNPO、市民団体などに委ねることはできませんか？

③対象・意図の妥当性　事務事業の現状や成果から考えて、対象と意図を見直す必要がありますか？

④事務事業の成果向上余地　事務事業の成果は出ていますか？　事務事業のやり方・進め方を見直すことで成果を向上させることができますか？

⑤類似事務事業との統合・連携の可能性　類似の目的や活動形態を持つ他の事務事業がありますか？　ある場合は、その事務事業との統合・連携ができますか？

類似事務事業名

＊類似事務事業があれば、名称を記入

⑥事業費・人件費の削減余地　事務事業の成果を低下させずに事業費・人件費を削減することができますか？

⑦受益者負担の適正化余地　この事務事業の受益者は誰ですか？事務事業の目的や成果から考えて受益者負担を見直す必要がありますか？

⑧本事業の休止・終了条件（本事業はどんな状態になれば休止・廃止、事業終了となるか？）

３．評価結果の総括と今後の方向性【Action】

（１）今後の事務事業の方向性 （２）改革・改善による期待効果
（３）改革･改善を実現するうえで解決すべき
課題（壁）とその解決策

受益者負担の適正化
廃止・休止の場合は、記入不要
×の領域は改革改善ではない。

＊評価結果に基づいた改革改善案を記入します。 コスト
（複数ある場合は、①②・・・と記入します。現状維持の場合は記入しません。） 削減 維持 増加

①この事務事業は、いつ頃、どのような
きっかけで開始しましたか？

昭和59年度市町村に従事する保健師の資質向上を目指して、保健師業務研究会が組織された。

②事務事業を取り巻く環境（対象者や国・
県などの法令等、社会情勢など）は事務
事業の開始時期や合併前と比べてどの
ように変化していますか？

栃木県内の市町保健師を対象としており、研修会や情報交換の場となることで、日頃の保健指導業務
を遂行することで、有益なものになっている。

③この事務事業に対して、関係者（市民、
議会、事務事業対象者）からどのような意
見・要望がありますか？

結びついている
理由・
改善案

市保健師の資質の向上を図ることにより、市民の心と身体の健康の維持増進につながる。

市が行わなければならない
理由・
改善案

栃木県内の市町を対象としており、研修会や情報交換の場となることで、日頃の保健指導業務遂行
上、有益なものである。

妥当である
理由・
改善案

市単独での資質向上のための研修会を行っていないため、研修会参加により、最新の知識を得ること
ができる。また、他市町保健師との情報交換の場となり業務遂行上、参考となる。

成果向上余地がない
理由・
改善案

保健師の分散配置により、研究会に参加できる人数に限りがあるため、参加した保健師による復命や
報告など回覧することで、情報の共有化が図れる。

類似事務事業はない
理由・
改善案

効
率
性
評
価

削減の余地はない
理由・
改善案

市町均等割、会員数により負担金の基準が決まっているため、佐野市単独での削減をすることができ
ない。

公
平
性
評
価

受益者負担を求める必要が
ない

理由・
改善案

参加負担金であり、受益者負担はない。

総
合
評
価

成
果

向
上

維
持

○ ×

低
下

× ×

目
的
妥
当
性
評
価

有
効
性
評
価



年 月
年度

３

１

１

１

佐野市行政評価システム A表（共通シート） 作成日 令和 3 6 30 日
評価対象年度　令和 2 政策体系コード 3111

評価区分（事前評価・事後評価） 事後評価（Ａ・Ｂ表）

担当部 健康医療部 担当課 健康増進課

基本目標 健やかで元気に暮らせるまちづくり 担当係 成人保健係 担当課長名 晝間　英介

政　　策 健康で安心して暮らせるまちづくり 新規事業・継続事業 継続事業

施　　策 心と体の健康づくりの推進 実施計画事業・一般事業 一般事業
基本事業 健康づくりの推進 市単独事業・国県補助事業 市単独事業
短縮コード 会計 款 項 目 予算細事業名 任意的事業・義務的事業 任意的事業

実施方法 直営

事業分類 参画事業

リーディングプロジェクト 該当なし

市長市政公約 該当なし

１．事務事業の現状把握【DO】

（１）事務事業の手段・目的・結果・各指標

①手段（事務事業の主な活動内容を記入します。）

事業概要（具体的な事務事業の活動内容・進め方） 令和２年度実績（令和２年度に行った主な活動内容）

会議等の開催回数
回 4 4 4 4 4

②対象（この事務事業は誰・何を対象としていますか？）

栃木県公衆衛生協会員数 団体 71 71 68 68 68

③意図（この事務事業によって、対象をどのような状態にしたいのですか？）

大会、支部大会の開催回数
回 6 6 1 1 1

学会の開催回数
回 1 1 1 1 1

④結果（どのような結果に結びつけますか？）

健康づくりに取り組んでいる市
民の割合（市政に関するアン

％ 69.9 71.1 72.0 70.7 76.5 

（２）総事業費の推移・内訳
財源内訳 単位 Ｈ２９年度（実績） Ｈ３０年度（実績） Ｒ１年度（実績） Ｒ２年度（実績） Ｒ３年度（目標）

国庫支出金 千円

県支出金 千円

地方債 千円

その他 千円

一般財源 千円 7 7 7 7 7
事業費計（A) 千円 7 7 7 7 7

項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費

負担金補助及び交付金 7 負担金補助及び交付金 7 負担金補助及び交付金 7 負担金補助及び交付金 7 負担金補助及び交付金 7

正規職員従事人数 人 3 3 3 3 3
のべ業務時間 時間 12 12 12 12 12
人件費計（B) 千円 46 46 46 44 44

トータルコスト（A)＋（B) 千円 53 53 53 51 51

事務事業マネジメントシート

事務事業名 栃木県公衆衛生協会参画事業
担当
組織

政策
体系

予算
科目 6907 一般 4 1 1 栃木県公衆衛生協会参画事業

事業
計画

単年度繰り返し
事業
期間

　Ｓ４２年度～　　年度
根拠
法令

条例等

<市の活動>
栃木県公衆衛生協会に負担金を支出するための事務。県と安足地区保健衛生事業功労者表彰候補者
の推薦。
<団体の活動>
　大会、支部大会、学会、幹事会、評議員会等を実施した。

活動指標 単位
Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（見込）

栃木県公衆衛生協会員
対象指標 単位

Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（見込）

会員である各団体が、健康及び環境問題に対
する認識を深めると共に関係者の資質の向上
を目指す。

成果指標 単位
Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（目標）

市民が、健康に関する知識を深め、健康づくり
に取り組んでもらう。

上位成果指標 単位
Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（目標）

人
件
費

事
業
区
分

栃木県の公衆衛生の向上発展に寄与すること
を目的に公衆衛生事業に関係する団体で組織
されている栃木県公衆衛生協会に会員として参
画して負担金を支出している。

目
的

投
入
量

事
業
費

事業費の
内訳

千円



B表（事後評価シート）

事務事業名 栃木県公衆衛生協会参画事業 担当部 健康医療部 担当課 健康増進課 担当係 成人保健係

（３）事務事業を取り巻く環境変化・市民の意見等

（４）前年度の評価結果に対する改革・改善の取組
前年度の評価結果 評価結果を受けて行った具体的な改革・改善の取組

現状維持

２．事務事業の事後評価【Check】

①政策体系との整合性　この事務事業の目的（対象・意図）は、政策体系（結果）に結びついていますか？

②公共関与の妥当性　なぜこの事務事業を市が行わなければならないのですか？　民間やNPO、市民団体などに委ねることはできませんか？

③対象・意図の妥当性　事務事業の現状や成果から考えて、対象と意図を見直す必要がありますか？

④事務事業の成果向上余地　事務事業の成果は出ていますか？　事務事業のやり方・進め方を見直すことで成果を向上させることができますか？

⑤類似事務事業との統合・連携の可能性　類似の目的や活動形態を持つ他の事務事業がありますか？　ある場合は、その事務事業との統合・連携ができますか？

類似事務事業名

＊類似事務事業があれば、名称を記入

⑥事業費・人件費の削減余地　事務事業の成果を低下させずに事業費・人件費を削減することができますか？

⑦受益者負担の適正化余地　この事務事業の受益者は誰ですか？事務事業の目的や成果から考えて受益者負担を見直す必要がありますか？

⑧本事業の休止・終了条件（本事業はどんな状態になれば休止・廃止、事業終了となるか？）

３．評価結果の総括と今後の方向性【Action】

（１）今後の事務事業の方向性 （２）改革・改善による期待効果
（３）改革･改善を実現するうえで解決すべき
課題（壁）とその解決策

現状維持（従来通り実施）
廃止・休止の場合は、記入不要
×の領域は改革改善ではない。

＊評価結果に基づいた改革改善案を記入します。 コスト
（複数ある場合は、①②・・・と記入します。現状維持の場合は記入しません。） 削減 維持 増加

①この事務事業は、いつ頃、どのような
きっかけで開始しましたか？

昭和４２年、栃木県の公衆衛生の向上発展に寄与するために開始された。

②事務事業を取り巻く環境（対象者や国・
県などの法令等、社会情勢など）は事務
事業の開始時期や合併前と比べてどの
ように変化していますか？

特になし

③この事務事業に対して、関係者（市民、
議会、事務事業対象者）からどのような意
見・要望がありますか？

特になし

結びついている
理由・
改善案

栃木県公衆衛生協会の会員は、医師会・歯科医師会・薬剤師会・食品衛生協会等、市民に身近な団体
で組織されているため、公衆衛生の向上並びに普及・啓発は、健康づくりの推進に結びつく。

市が行わなければならない
理由・
改善案

参画事業であり、健康及び環境問題に対する認識を深めると共に関係者の資質の向上と県民の公衆
衛生、環境保全に対する関心を高めることは、市として市民の健康づくりに必要なことである。

妥当である
理由・
改善案

市担当職員が、がん検診に対する資質の向上を図ることは市民にとって有益ながん検診が提供できる
ため妥当である。

成果向上余地がない
理由・
改善案

協議会の研修会は、医師や検診機関職員を対象とする専門研修が主であるため、成果向上は少ない
ように感じる。

類似事務事業はない
理由・
改善案

効
率
性
評
価

削減の余地はない
理由・
改善案

実施している研修会等は適正なものであり、参画事業をやめることはできないと思われる。

公
平
性
評
価

受益者負担を求める必要が
ない

理由・
改善案

負担金であり、受益者負担はない。

総
合
評
価

協議会会員は県内全市町及び、関係機関で構成されているため、佐野市だけ参画事業をやめることはできないと思われる。

成
果

向
上

維
持

〇 ×

低
下

× ×

目
的
妥
当
性
評
価

有
効
性
評
価



年 月
年度

３

１

１

１

佐野市行政評価システム A表（共通シート） 作成日 令和 3 6 30 日
評価対象年度　令和 2 政策体系コード 3111

評価区分（事前評価・事後評価） 事後評価（Ａ・Ｂ表）

担当部 健康医療部 担当課 健康増進課

基本目標 健やかで元気に暮らせるまちづくり 担当係 成人保健係 担当課長名 晝間　英介

政　　策 健康で安心して暮らせるまちづくり 新規事業・継続事業 継続事業

施　　策 心と体の健康づくりの推進 実施計画事業・一般事業 一般事業
基本事業 健康づくりの推進 市単独事業・国県補助事業 市単独事業
短縮コード 会計 款 項 目 予算細事業名 任意的事業・義務的事業 任意的事業

実施方法 直営

事業分類 支援事業

リーディングプロジェクト 該当なし

市長市政公約 該当なし

１．事務事業の現状把握【DO】

（１）事務事業の手段・目的・結果・各指標

①手段（事務事業の主な活動内容を記入します。）

事業概要（具体的な事務事業の活動内容・進め方） 令和２年度実績（令和２年度に行った主な活動内容）

医師会会員数 人 185 186 186 190 190

医療機関数（歯科除く） 個所 82 81 81 78 78

②対象（この事務事業は誰・何を対象としていますか？）

市人口 人 120,018 119,348 118,450 117,706 116,982

③意図（この事務事業によって、対象をどのような状態にしたいのですか？）

特定健診受診者数 人 5,186 5,477 5,820 5,684 7,170

各種がん検診等受診者数 人 34,210 35,238 34,883 31,284

健康教室・健康相談等参加延
べ人数

人 3,053 5,067 3,004 877 3,880

④結果（どのような結果に結びつけますか？）

特定健診受診率 ％ 22.2 24..5 27.0 26.9 36.0

がん検診受診率 ％ 20.4 20.9 21.0 18.8 30.0

（２）総事業費の推移・内訳
財源内訳 単位 Ｈ２９年度（実績） Ｈ３０年度（実績） Ｒ１年度（実績） Ｒ２年度（実績） Ｒ３年度（目標）

国庫支出金 千円

県支出金 千円

地方債 千円

その他 千円

一般財源 千円 900 900 900 900 900
事業費計（A) 千円 900 900 900 900 900

項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費

負担金補助及び交付金 900 負担金補助及び交付金 900 負担金補助及び交付金 900 負担金補助及び交付金 900 負担金補助及び交付金 900

正規職員従事人数 人 1 1
のべ業務時間 時間 1 1
人件費計（B) 千円 0 0 4 4 0

トータルコスト（A)＋（B) 千円 900 900 904 904 900

事務事業マネジメントシート

事務事業名 保健事業推進協力支援事業
担当
組織

政策
体系

予算
科目 6914 一般 4 1 1 保健事業推進協力支援事業

事業
計画

単年度繰り返し
事業
期間

　Ｓ５０年度～　　年度
根拠
法令

条例等

（市の活動）　佐野市医師会に交付金を交付するための事務（申請書の内容審査、交付決定、実績報
告書の内容審査、交付金の交付）。

（佐野市医師会の活動）　各種保健事業への協力
各種予防接種や各種検診における市との協議、指導及び各医療機関との調整。

活動指標 単位
Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（見込）

市民
対象指標 単位

Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（見込）

市民の健康づくりが図られる。
成果指標 単位

Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（目標）

多くの市民に検診（健診）を受けてもらう。
上位成果指標 単位

Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（目標）

人
件
費

事
業
区
分

佐野市医師会に交付金を交付し、佐野市で行う
予防接種・各種健診・健康相談・教室等事業に
対して、各医療機関との調整や医師の割振りな
どを依頼している。

目
的

投
入
量

事
業
費

事業費の
内訳

千円



B表（事後評価シート）

事務事業名 保健事業推進協力支援事業 担当部 健康医療部 担当課 健康増進課 担当係 成人保健係

（３）事務事業を取り巻く環境変化・市民の意見等

（４）前年度の評価結果に対する改革・改善の取組
前年度の評価結果 評価結果を受けて行った具体的な改革・改善の取組

事業のやり方改善（コストの見直し）

２．事務事業の事後評価【Check】

①政策体系との整合性　この事務事業の目的（対象・意図）は、政策体系（結果）に結びついていますか？

②公共関与の妥当性　なぜこの事務事業を市が行わなければならないのですか？　民間やNPO、市民団体などに委ねることはできませんか？

③対象・意図の妥当性　事務事業の現状や成果から考えて、対象と意図を見直す必要がありますか？

④事務事業の成果向上余地　事務事業の成果は出ていますか？　事務事業のやり方・進め方を見直すことで成果を向上させることができますか？

⑤類似事務事業との統合・連携の可能性　類似の目的や活動形態を持つ他の事務事業がありますか？　ある場合は、その事務事業との統合・連携ができますか？

類似事務事業名

＊類似事務事業があれば、名称を記入

⑥事業費・人件費の削減余地　事務事業の成果を低下させずに事業費・人件費を削減することができますか？

⑦受益者負担の適正化余地　この事務事業の受益者は誰ですか？事務事業の目的や成果から考えて受益者負担を見直す必要がありますか？

⑧本事業の休止・終了条件（本事業はどんな状態になれば休止・廃止、事業終了となるか？）

３．評価結果の総括と今後の方向性【Action】

（１）今後の事務事業の方向性 （２）改革・改善による期待効果
（３）改革･改善を実現するうえで解決すべき
課題（壁）とその解決策

事業のやり方改善（コストの
見直し）

廃止・休止の場合は、記入不要
×の領域は改革改善ではない。

＊評価結果に基づいた改革改善案を記入します。 コスト
（複数ある場合は、①②・・・と記入します。現状維持の場合は記入しません。） 削減 維持 増加

①この事務事業は、いつ頃、どのような
きっかけで開始しましたか？

昭和５０年開始、きっかけは不明。

②事務事業を取り巻く環境（対象者や国・
県などの法令等、社会情勢など）は事務
事業の開始時期や合併前と比べてどの
ように変化していますか？

特になし

③この事務事業に対して、関係者（市民、
議会、事務事業対象者）からどのような意
見・要望がありますか？

平成２１年度に佐野市補助金等交付検討委員会より、補助額は今後検討すべきとの提言があった。

具体的な協議までには至らなかった。

結びついている
理由・
改善案

疾病予防のため、各種健診や各種予防接種を円滑に実施するために医師会と連携協力をとることは
必要である。

市が行わなければならない
理由・
改善案

市民の健康づくりに取り組むことは、市の務めである。

妥当である
理由・
改善案

予防接種や各種健診を市民が受けることは、自分の健康に関心を持つことであり、健康維持につなが
る。

成果向上余地がない
理由・
改善案

予防接種や各種健診などの実施にあたり、医師会の協力がありスムーズに実施されており、成果は十
分に出ている。

類似事務事業はない
理由・
改善案

効
率
性
評
価

事業費の削減余地がある
理由・
改善案

事業費については、佐野市補助金等交付検討委員会より、補助額は今後検討すべきとの提言があっ
たので、今後、佐野市医師会と協議を行う必要がある。

公
平
性
評
価

受益者負担を求める必要が
ない

理由・
改善案

支援のための交付金の支出であり、受益者負担を求める性質のものではない。

総
合
評
価

疾病予防のため、各種健診や各種予防接種、健康相談等、医師を必要とする事業がなくなれば本事業は終了できる。

成
果

向
上

維
持

〇 ×

低
下

× ×

目
的
妥
当
性
評
価

有
効
性
評
価

事業費については、佐野市補助金等交付検討委員会より、補助額は今
後検討すべきとの提言があったので、今後、佐野市医師会と協議を行う
必要がある。



年 月
年度

３

１

１

１

佐野市行政評価システム A表（共通シート） 作成日 令和 3 6 30 日
評価対象年度　令和 2 政策体系コード 3111

評価区分（事前評価・事後評価） 事後評価（Ａ・Ｂ表）

担当部 健康医療部 担当課 健康増進課

基本目標 健やかで元気に暮らせるまちづくり 担当係 成人保健係 担当課長名 晝間　英介

政　　策 健康で安心して暮らせるまちづくり 新規事業・継続事業 継続事業

施　　策 心と体の健康づくりの推進 実施計画事業・一般事業 一般事業
基本事業 健康づくりの推進 市単独事業・国県補助事業 市単独事業
短縮コード 会計 款 項 目 予算細事業名 任意的事業・義務的事業 任意的事業

実施方法 一部委託

事業分類 支援事業

リーディングプロジェクト 該当なし

市長市政公約 該当なし

１．事務事業の現状把握【DO】

（１）事務事業の手段・目的・結果・各指標

①手段（事務事業の主な活動内容を記入します。）

事業概要（具体的な事務事業の活動内容・進め方） 令和２年度実績（令和２年度に行った主な活動内容）

加入医師会数
箇所 12 12 12 12 12

加入歯科医師会数
箇所 11 11 11 11 11

②対象（この事務事業は誰・何を対象としていますか？）

市人口 人 120,018 119,348 118,450 117,706 116,982

③意図（この事務事業によって、対象をどのような状態にしたいのですか？）

事業の参加者数（延べ人数）
人 3,004 877 3,880

④結果（どのような結果に結びつけますか？）

健康づくりに取り組んでいる市
民の割合

％ 69.9 71.1 72.0 70.7 76.5

（２）総事業費の推移・内訳
財源内訳 単位 Ｈ２９年度（実績） Ｈ３０年度（実績） Ｒ１年度（実績） Ｒ２年度（実績） Ｒ３年度（目標）

国庫支出金 千円

県支出金 千円

地方債 千円

その他 千円

一般財源 千円 573 573 573 573 573
事業費計（A) 千円 573 573 573 573 573

項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費

推進協力交付金 573 推進協力交付金 573 推進協力交付金 573 推進協力交付金 573 推進協力交付金 573

正規職員従事人数 人 1 1 1 1 1
のべ業務時間 時間 1 1 1 1 1
人件費計（B) 千円 4 4 4 4 4

トータルコスト（A)＋（B) 千円 577 577 577 577 577

事務事業マネジメントシート

事務事業名 健康増進事業等推進協力支援事業
担当
組織

政策
体系

予算
科目 6915 一般 4 1 1 健康増進事業等推進協力支援事業

事業
計画

単年度繰り返し
事業
期間

　Ｓ５０年度～　　年度
根拠
法令

条例等

【市の活動】 
 （一社）栃木県医師会、（一社）栃木県歯科医師会へ請求書に基づき、交付金を交付する

【（一社）栃木県医師会、（一社）栃木県歯科医師会の活動】 
　各種委員会活動、市民フォーラム等の開催

活動指標 単位
Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（見込）

市民
対象指標 単位

Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（見込）

医師、歯科医師の協力により、疾病の予防及び
重症化防止、また健（検）診を受診することによ
り、疾病の早期発見と早期治療を図り、健康の
保持増進を図る。

成果指標 単位
Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（目標）

市民が健康に関する知識を深め、健康づくりに
取り組んでもらう。

上位成果指標 単位
Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（目標）

人
件
費

事
業
区
分

各郡市医師会、歯科医師会を取りまとめてい
る、（一社）栃木県医師会及び（一社）栃木県歯
科医師会の協力を得て、県内の健康増進事業
において一層の推進を図るため、交付金を交付
する。

※（一社）栃木県医師会は、県内１２の郡市医
師会の会員医師、（一社）栃木県歯科医師会は
県内１１の郡市歯科医師の会員歯科医師で構
成された組織

目
的

投
入
量

事
業
費

事業費の
内訳

千円



B表（事後評価シート）

事務事業名 健康増進事業等推進協力支援事業 担当部 健康医療部 担当課 健康増進課 担当係 成人保健係

（３）事務事業を取り巻く環境変化・市民の意見等

（４）前年度の評価結果に対する改革・改善の取組
前年度の評価結果 評価結果を受けて行った具体的な改革・改善の取組

事業のやり方改善（成果向上の見直し）

２．事務事業の事後評価【Check】

①政策体系との整合性　この事務事業の目的（対象・意図）は、政策体系（結果）に結びついていますか？

②公共関与の妥当性　なぜこの事務事業を市が行わなければならないのですか？　民間やNPO、市民団体などに委ねることはできませんか？

③対象・意図の妥当性　事務事業の現状や成果から考えて、対象と意図を見直す必要がありますか？

④事務事業の成果向上余地　事務事業の成果は出ていますか？　事務事業のやり方・進め方を見直すことで成果を向上させることができますか？

⑤類似事務事業との統合・連携の可能性　類似の目的や活動形態を持つ他の事務事業がありますか？　ある場合は、その事務事業との統合・連携ができますか？

類似事務事業名

＊類似事務事業があれば、名称を記入

⑥事業費・人件費の削減余地　事務事業の成果を低下させずに事業費・人件費を削減することができますか？

⑦受益者負担の適正化余地　この事務事業の受益者は誰ですか？事務事業の目的や成果から考えて受益者負担を見直す必要がありますか？

⑧本事業の休止・終了条件（本事業はどんな状態になれば休止・廃止、事業終了となるか？）

３．評価結果の総括と今後の方向性【Action】

（１）今後の事務事業の方向性 （２）改革・改善による期待効果
（３）改革･改善を実現するうえで解決すべき
課題（壁）とその解決策

事業のやり方改善（成果向
上の見直し）

廃止・休止の場合は、記入不要
×の領域は改革改善ではない。

＊評価結果に基づいた改革改善案を記入します。 コスト
（複数ある場合は、①②・・・と記入します。現状維持の場合は記入しません。） 削減 維持 増加

①この事務事業は、いつ頃、どのような
きっかけで開始しましたか？

平成18年の医療制度の改革により、「老人保健法」が「高齢者の医療の確保に関する法律」に改正され
たことに伴い、平成20年4月から健康増進法に基づく健康増進事業として位置づけられ、市町村が実施
することとなった。平成31年からは、こころの健康の部分を別事業として取り出し、それ以外の健康教
育、健康相談等を健康増進推進事業として展開している。

②事務事業を取り巻く環境（対象者や国・
県などの法令等、社会情勢など）は事務
事業の開始時期や合併前と比べてどの
ように変化していますか？

平成20年4月の特定健診導入で、健康診査の実施主体が市町村から健康保険者になったことにより、
市の役割が市国民健康保険加入者及び市民全体の生活習慣病予防と健康増進事業に変わってき
た。

③この事務事業に対して、関係者（市民、
議会、事務事業対象者）からどのような意
見・要望がありますか？

健康教室等の開催にあたり、開催時期や場所について、参加しやすい環境を考慮して計画、実施を希
望される声があった。

具体的な協議までには至らなかった。

結びついている
理由・
改善案

健康に関する知識を深め、健康づくりに取組んでもらうために、必要な事業である。

市が行わなければならない
理由・
改善案

健康増進法による健康増進事業として、県補助金を受け実施しており、市町村が実施主体となってい
る。

妥当である
理由・
改善案

市民の健康の保持増進を図ることを目的に実施しており、対象と意図はあっている。

成果向上余地がある程度あ
る

理由・
改善案

事業の対象者は様々な年齢層の市民であることから、事業の開催日時・会場・関心の高いテーマの選
択、また広報媒体や地区組織等の活用を検討することにより、事業への参加者増につながり、健康に
関する知識の普及、啓発が図れる。

類似事務事業はない
理由・
改善案

効
率
性
評
価

削減の余地はない
理由・
改善案

相談の個別性や教室開催等の地域性を考慮すると、内容・回数ともに削減の余地はない.。健康教室
等の開催にあたり、従事する職員は専門性が必要であり、人件費の削減の余地はない。

公
平
性
評
価

受益者負担を求める必要が
ない

理由・
改善案

総
合
評
価

全市民が心身ともに健康でいきいきと生活できるようになったとき。

成
果

向
上

〇

維
持

×

低
下

× ×

目
的
妥
当
性
評
価

有
効
性
評
価

様々な年齢層や職種の市民が参加出来るよう、事業の開催日時・会場
の設置や関心の高いテーマの選択、また広報媒体や地区組織等の活
用を検討する。



年 月
年度

３

１

１

１

佐野市行政評価システム A表（共通シート） 作成日 令和 3 6 30 日
評価対象年度　令和 2 政策体系コード 3111

評価区分（事前評価・事後評価） 事後評価（Ａ・Ｂ表）

担当部 健康医療部 担当課 健康増進課

基本目標 健やかで元気に暮らせるまちづくり 担当係 成人保健係 担当課長名 晝間　英介

政　　策 健康で安心して暮らせるまちづくり 新規事業・継続事業 継続事業

施　　策 心と体の健康づくりの推進 実施計画事業・一般事業 一般事業
基本事業 健康づくりの推進 市単独事業・国県補助事業 市単独事業
短縮コード 会計 款 項 目 予算細事業名 任意的事業・義務的事業 任意的事業

実施方法 一部委託

事業分類 支援事業

リーディングプロジェクト 該当なし

市長市政公約 該当なし

１．事務事業の現状把握【DO】

（１）事務事業の手段・目的・結果・各指標

①手段（事務事業の主な活動内容を記入します。）

事業概要（具体的な事務事業の活動内容・進め方） 令和元年度実績（令和元年度に行った主な活動内容）

総会及び役員会等の開催回数 回 4 5 3 4 4

講習会及び研修会等実施回数 回 7 7 8 7 7

②対象（この事務事業は誰・何を対象としていますか？）

佐野食品衛生協会員数 人 673 671 662 637 637

③意図（この事務事業によって、対象をどのような状態にしたいのですか？）

講習会及び研修会等延参加人
数

人 288 668 647 680 680

営業施設の食品衛生巡回指導
延施設数

人 1,068 1,632 1,058 1,100 1,100

人

④結果（どのような結果に結びつけますか？）

健康づくりに取り組んでいる市
民の割合

％ 69.9 71.1 72.0 70.7 76.5

（２）総事業費の推移・内訳
財源内訳 単位 Ｈ２９年度（実績） Ｈ３０年度（実績） Ｒ１年度（実績） Ｒ２年度（実績） Ｒ３年度（目標）

国庫支出金 千円

県支出金 千円

地方債 千円

その他 千円

一般財源 千円 80 50 50 50 50
事業費計（A) 千円 80 50 50 50 50

項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費

負担金補助及び交付金 80 負担金補助及び交付金 50 負担金補助及び交付金 50 負担金補助及び交付金 50 負担金補助及び交付金 50

正規職員従事人数 人 2 2 1 1 1
のべ業務時間 時間 10 10 1 1 1
人件費計（B) 千円 38 38 4 4 4

トータルコスト（A)＋（B) 千円 118 88 54 54 54

事務事業マネジメントシート

事務事業名 佐野食品衛生協会支援事業
担当
組織

政策
体系

予算
科目 6913 一般 4 1 1 佐野食品衛生協会支援事業

事業
計画

単年度繰り返し
事業
期間

　Ｓ３８年度～　　年度
根拠
法令

条例等

<市の活動>
佐野市食品衛生協会に補助金を交付するための事務（申請書の内容審査、交付決定、実績報告書の内容審査、
補助金交付）。総会に出席。
<団体の活動>
役員会、理事会、総会、指導員養成講習会、食品衛生指導員研修会及び部会、営業施設の食品衛生巡回指導、
食品衛生責任者養成講習会、食品衛生責任者再教育事業、調理師試験準備講習会、消費者懇談会等を実施し
た。

活動指標 単位
H２９年度
（実績）

H３０年度
（実績）

R１年度
（実績）

R２年度
（実績）

R３年度
（見込）

佐野食品衛生協会員
対象指標 単位

H２９年度
（実績）

H３０年度
（実績）

R１年度
（実績）

R２年度
（実績）

R３年度
（見込）

健康づくりの基礎のひとつとなる食品について、
営業者として食品衛生について自覚を促すと共
に食品衛生の普及啓発をする。

成果指標 単位
H２９年度
（実績）

H３０年度
（実績）

R１年度
（実績）

R２年度
（実績）

R３年度
（目標）

市民が心身ともに健康でいきいきと生活できる
ようにする。

上位成果指標 単位
H２９年度
（実績）

H３０年度
（実績）

R１年度
（実績）

R２年度
（実績）

R３年度
（目標）

人
件
費

事
業
区
分

佐野食品衛生協会に補助金を交付し、佐野市
食品衛生協会が行う食品の衛生普及向上活動
を支援している。

※佐野食品衛生協会とは、営業者自身による
自主管理の徹底及び食品衛生思想の普及啓
発を図り食品衛生の向上に寄与するために設
立された協会である。

目
的

投
入
量

事
業
費

事業費の
内訳

千円



B表（事後評価シート）

事務事業名 佐野食品衛生協会支援事業 担当部 健康医療部 担当課 健康増進課 担当係 成人保健係

（３）事務事業を取り巻く環境変化・市民の意見等

１．事務事業の現状把握【DO】

（４）前年度の評価結果に対する改革・改善の取組
前年度の評価結果 評価結果を受けて行った具体的な改革・改善の取組

現状維持

２．事務事業の事後評価【Check】

①政策体系との整合性　この事務事業の目的（対象・意図）は、政策体系（結果）に結びついていますか？

②公共関与の妥当性　なぜこの事務事業を市が行わなければならないのですか？　民間やNPO、市民団体などに委ねることはできませんか？

③対象・意図の妥当性　事務事業の現状や成果から考えて、対象と意図を見直す必要がありますか？

④事務事業の成果向上余地　事務事業の成果は出ていますか？　事務事業のやり方・進め方を見直すことで成果を向上させることができますか？

⑤類似事務事業との統合・連携の可能性　類似の目的や活動形態を持つ他の事務事業がありますか？　ある場合は、その事務事業との統合・連携ができますか？

類似事務事業名

＊類似事務事業があれば、名称を記入

⑥事業費・人件費の削減余地　事務事業の成果を低下させずに事業費・人件費を削減することができますか？

⑦受益者負担の適正化余地　この事務事業の受益者は誰ですか？事務事業の目的や成果から考えて受益者負担を見直す必要がありますか？

⑧本事業の休止・終了条件（本事業はどんな状態になれば休止・廃止、事業終了となるか？）

３．評価結果の総括と今後の方向性【Action】

（１）今後の事務事業の方向性 （２）改革・改善による期待効果
（３）改革･改善を実現するうえで解決すべき
課題（壁）とその解決策

現状維持（従来通り実施）
廃止・休止の場合は、記入不要
×の領域は改革改善ではない。

＊評価結果に基づいた改革改善案を記入します。 コスト
（複数ある場合は、①②・・・と記入します。現状維持の場合は記入しません。） 削減 維持 増加

①この事務事業は、いつ頃、どのような
きっかけで開始しましたか？

不明

②事務事業を取り巻く環境（対象者や国・
県などの法令等、社会情勢など）は事務
事業の開始時期や合併前と比べてどの
ように変化していますか？

昭和57年老人保健法により保健事業が実施されてきたが、生活習慣病は増加し、医療費は益々増加
している。そのため、平成20年度から医療制度改革により老人保健法が「高齢者の医療の確保に関す
る法律」と改正され、基本健康診査は医療保険者が実施することとなる。

③この事務事業に対して、関係者（市民、
議会、事務事業対象者）からどのような意
見・要望がありますか？

なし

結びついている
理由・
改善案

各種健（検）診や専門職による健康増進事業を推進するためには、医師会・歯科医師会の協力が必要
である。

市が行わなければならない
理由・
改善案

市民の健康増進及び疾病予防や重症化防止のためには、医師会、歯科医師会の協力が必要である
ため、市が実施することが妥当である。

妥当である
理由・
改善案

県が各市町の人口割により、医師会及び歯科医師会への交付額を決定し、市が交付しているため、妥
当である。

成果向上余地がない
理由・
改善案

市町が実施すべき各種健（検）診事業及び健康増進事業は、医師会、歯科医師会の協力なしでは実施
不可能であり、医師、歯科医師及び各医療機関の協力は得られているため、これ以上の成果向上余
地はない。

類似事務事業はない
理由・
改善案

効
率
性
評
価

削減の余地はない
理由・
改善案

県が各市町の交付金額を決定するため、削減する余地はない。
交付金の事務局は県が担っており、市としては交付金の支払のみであり、人件費の削減の余地はない
と考える。

公
平
性
評
価

受益者負担を求める必要が
ない

理由・
改善案

交付金であり、受益者負担はない。

総
合
評
価

健（検）診事業や健康増進事業は市民がいきいきと生活できるようにするためのものであり、医師会等の協力を得なければ、実施できないた
め、廃止・休止はできないと考える。

成
果

向
上

維
持

〇 ×

低
下

× ×

目
的
妥
当
性
評
価

有
効
性
評
価



年 月
年度

３

１

１

１

佐野市行政評価システム A表（共通シート） 作成日 令和 3 6 30 日
評価対象年度　令和 2 政策体系コード 3111

評価区分（事前評価・事後評価） 事後評価（Ａ・Ｂ表）

担当部 健康医療部 担当課 健康増進課

基本目標 健やかで元気に暮らせるまちづくり 担当係 母子保健係 担当課長名 晝間　英介

政　　策 健康で安心して暮らせるまちづくり 新規事業・継続事業 継続事業

施　　策 心と体の健康づくりの推進 実施計画事業・一般事業 一般事業
基本事業 健康づくりの推進 市単独事業・国県補助事業 市単独事業
短縮コード 会計 款 項 目 予算細事業名 任意的事業・義務的事業 任意的事業

実施方法 一部委託

事業分類 健診・予防事業

リーディングプロジェクト 該当なし

市長市政公約 該当なし

１．事務事業の現状把握【DO】

（１）事務事業の手段・目的・結果・各指標

①手段（事務事業の主な活動内容を記入します。）

事業概要（具体的な事務事業の活動内容・進め方） 令和２年度実績（令和２年度に行った主な活動内容）

1回目接種者数
人 721 658 667 352 -

②対象（この事務事業は誰・何を対象としていますか？）

1年間の対象者数 人 781 759 685 336 -

③意図（この事務事業によって、対象をどのような状態にしたいのですか？）

1回目の接種率
％ 92.3 86.7 97.4 104.8 -

④結果（どのような結果に結びつけますか？）

市民が健康づくりに取り組んで
いる市民の割合

％ 69.9 71.1 72.0 70.7 -

（２）総事業費の推移・内訳
財源内訳 単位 Ｈ２９年度（実績） Ｈ３０年度（実績） Ｒ１年度（実績） Ｒ２年度（実績） Ｒ３年度（目標）

国庫支出金 千円

県支出金 千円

地方債 千円

その他 千円

一般財源 千円 10,739 9,773 10,098 5,774
事業費計（A) 千円 10,739 9,773 10,098 5,774 0

項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費

需用費 27 需用費 28 需用費 23 需用費 4

役務費 0 役務費 0 役務費 0 役務費 0

委託料 10,435 委託料 9,530 委託料 9,880 委託料 5,570

扶助費 278 扶助費 215 扶助費 195 扶助費 200

繰出金 0 繰出金 0 繰出金 0 繰出金 0

正規職員従事人数 人 2 2 2 2
のべ業務時間 時間 270 270 300 300
人件費計（B) 千円 1,030 1,032 1,145 1,091 0

トータルコスト（A)＋（B) 千円 11,769 10,805 11,243 6,865 0

事務事業マネジメントシート

事務事業名 ロタウイルスワクチン接種事業
担当
組織

政策
体系

予算
科目 7154 一般 4 1 2 ロタウイルスワクチン接種事業

事業
計画

単年度繰り返し
事業
期間

　　H27　年度～　　年度
根拠
法令

条例等

・実施にあたり、入札参加者選考委員会を経て、佐野市医師会との委託契約事務
・予防接種の受け方を「赤ちゃんガイドブック」「子育て情報誌」に掲載（年間）
・乳児全戸訪問時に予防接種の受け方について説明
・接種後、医療機関からの請求を審査し、費用の支払い
令和２年１０月より定期接種となる。

活動指標 単位
Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（見込）

生後６週～３２週までに接種する乳児

令和2年度対象者数は、令和2年8月1日生から
定期予防接種対象のため、令和2年7月31日ま
でに出生した数とする。

対象指標 単位
Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（見込）

ロタウイルス胃腸炎の疾病予防、重症化を予防
する。

成果指標 単位
Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（目標）

健康に関する知識を深め、健康づくりに取り組
んでもらう。

上位成果指標 単位
Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（目標）

Ｒ３年度
（目標）

人
件
費

事
業
区
分

ロタウイルスワクチン接種の経済的負担軽減を
図るため、接種費用の一部を助成する。
公費助成額 
 ロタリックス １回７，５００円、２回まで　　　　　　　
 ロタテック １回５，０００円、３回まで

令和２年１０月より定期接種となる。
　(Ｒ２で事業終了)

目
的

投
入
量

事
業
費

事業費の
内訳

千円



B表（事後評価シート）

事務事業名 ロタウイルスワクチン接種事業 担当部 健康医療部 担当課 健康増進課 担当係 母子保健係

（３）事務事業を取り巻く環境変化・市民の意見等

（４）前年度の評価結果に対する改革・改善の取組
前年度の評価結果 評価結果を受けて行った具体的な改革・改善の取組

事業のやり方改善（成果向上の見直し）

２．事務事業の事後評価【Check】

①政策体系との整合性　この事務事業の目的（対象・意図）は、政策体系（結果）に結びついていますか？

②公共関与の妥当性　なぜこの事務事業を市が行わなければならないのですか？　民間やNPO、市民団体などに委ねることはできませんか？

③対象・意図の妥当性　事務事業の現状や成果から考えて、対象と意図を見直す必要がありますか？

④事務事業の成果向上余地　事務事業の成果は出ていますか？　事務事業のやり方・進め方を見直すことで成果を向上させることができますか？

⑤類似事務事業との統合・連携の可能性　類似の目的や活動形態を持つ他の事務事業がありますか？　ある場合は、その事務事業との統合・連携ができますか？

類似事務事業名

＊類似事務事業があれば、名称を記入

⑥事業費・人件費の削減余地　事務事業の成果を低下させずに事業費・人件費を削減することができますか？

⑦受益者負担の適正化余地　この事務事業の受益者は誰ですか？事務事業の目的や成果から考えて受益者負担を見直す必要がありますか？

⑧本事業の休止・終了条件（本事業はどんな状態になれば休止・廃止、事業終了となるか？）

３．評価結果の総括と今後の方向性【Action】

（１）今後の事務事業の方向性 （２）改革・改善による期待効果
（３）改革･改善を実現するうえで解決すべき
課題（壁）とその解決策

事業終了
廃止・休止の場合は、記入不要
×の領域は改革改善ではない。

＊評価結果に基づいた改革改善案を記入します。 コスト
（複数ある場合は、①②・・・と記入します。現状維持の場合は記入しません。） 削減 維持 増加

①この事務事業は、いつ頃、どのような
きっかけで開始しましたか？

ロタウイルス胃腸炎は、5歳までに、ほぼすべての乳幼児が感染するといわれる疾患で、乳児の初感染時に重症化しやす
く、入院治療が必要となり、稀に神経系の後遺症が残ることがあります。この胃腸炎は特異的な治療法がないため、予防効
果の高いワクチン接種が有効な手段となっています。国では２種類のワクチンを製造承認しており、平成23年11月及び平成
24年7月から接種可能となっていますが、接種費用が高額となることから公費助成について、平成23年12月市議会で一般質
問あり、佐野市医師会からも公費助成要望をいただき、事業開始となりました。

②事務事業を取り巻く環境（対象者や国・
県などの法令等、社会情勢など）は事務
事業の開始時期や合併前と比べてどの
ように変化していますか？

この予防接種は、予防接種法に基づく定期の予防接種ではないが、任意の予防接種として、国で２種類のワクチンの製造
販売を承認しています。接種は２回（1回15,000円程度）、３回（1回10,000円程度）と異なりますが、総額は３０，０００円程度と
なっています。
　県内では、日光市、栃木市、小山市、大田原市、矢板市、下野市、さくら市が公費助成しております。
令和２年１０月より定期予防接種へ移行します。

③この事務事業に対して、関係者（市民、
議会、事務事業対象者）からどのような意
見・要望がありますか？

市議会平成２３年１２月定例会にて、「乳幼児ロタ胃腸炎予防ワクチン」接種について一般質問があり、公費助成の提案・要
望がありました。佐野市医師会からは、平成２４年７月及び１０月の予防接種委員会において、市に対しロタウイルスワクチ
ン接種に対する公費助成について、早急な対応を強く要望され、平成２６年要望書が提出されました。

・乳児家庭全戸訪問時、早期にロタウイルスワクチンの予防接種を受けるよう勧奨した。

結びついている
理由・
改善案

市民に予防接種を実施することは、感染の恐れのある疾病の発症、重症化及び蔓延を予防することが
期待できるため、心と体の健康づくりの推進に結びついている。

市が行わなければならない
理由・
改善案

市民の命を守ることは市の役割であり、総合計画に基づいた「健康のまちづくり」を実現するため、市が
市民を対象とした健康づくりを推進していかなくてはならない。

妥当である
理由・
改善案

ロタウイルス胃腸炎は、乳児が感染すると重症化しやすく特異的な治療法がないため、予防効果の高
いワクチン接種が有効であるが、接種期間と対象年齢が決められているため、対象者と意図は妥当で
ある。

成果向上余地がある程度あ
る

理由・
改善案

ロタウイルス胃腸炎についての理解を深め、この予防接種に対する市の考え方や公費助成制度を積
極的にPRすることで目標の成果を向上することができる。

類似事務事業はない
理由・
改善案

効
率
性
評
価

削減の余地はない
理由・
改善案

全額助成も考えられるが、他市の状況から半額程度の助成までとした。
必要最小限の事業費、スタッフ数であり、削減余地はない。

公
平
性
評
価

現在の受益者負担は適正で
ある

理由・
改善案

任意接種であり、市の単独事業となるため半額程度の受益者負担は適正である。

総
合
評
価

ロタウイルスが撲滅したとき、事業を終了することが考えられる。
なお、R2年10月からロタウイルスワクチンが予防接種法に基づく定期予防接種に位置づけられたため、R3年度は「乳幼児・児童生徒予防接
種事業」に組み込む。

成
果

向
上

維
持

×

低
下

× ×

目
的
妥
当
性
評
価

有
効
性
評
価

令和２年１０月より定期接種となり、乳幼児・児童生徒予防接種事業に
組み込まれる。



年 月
年度

３

１

１

１

佐野市行政評価システム A表（共通シート） 作成日 令和 3 6 30 日
評価対象年度　令和 2 政策体系コード 3111

評価区分（事前評価・事後評価） 事後評価（Ａ・Ｂ表）

担当部 健康医療部 担当課 健康増進課

基本目標 健やかで元気に暮らせるまちづくり 担当係 成人保健係 担当課長名 晝間　英介

政　　策 健康で安心して暮らせるまちづくり 新規事業・継続事業 継続事業

施　　策 心と体の健康づくりの推進 実施計画事業・一般事業 一般事業
基本事業 健康づくりの推進 市単独事業・国県補助事業 国県補助事業
短縮コード 会計 款 項 目 予算細事業名 任意的事業・義務的事業 義務的事業

実施方法 直営

事業分類 健診・予防事業

リーディングプロジェクト 該当なし

市長市政公約 該当なし

１．事務事業の現状把握【DO】

（１）事務事業の手段・目的・結果・各指標

①手段（事務事業の主な活動内容を記入します。）

事業概要（具体的な事務事業の活動内容・進め方） 令和２年度実績（令和２年度に行った主な活動内容）

市内の実施医療機関数
箇所 48 48 48

②対象（この事務事業は誰・何を対象としていますか？）

市内対象者数 14,021 14,028 14,028

③意図（この事務事業によって、対象をどのような状態にしたいのですか？）

抗体検査受検率
％ 22.8 25.6 51.0

予防接種接種率
％ 5.8 6.5 20.0

抗体検査結果が陰性だったも
のの予防接種接種率

％ 84.0 84.7 90.0

④結果（どのような結果に結びつけますか？）

健康づくりに取り組んでいる市
民の割合

％ 69.9 75.0 72.0 70.7 76.5

（２）総事業費の推移・内訳
財源内訳 単位 Ｈ２９年度（実績） Ｈ３０年度（実績） Ｒ１年度（実績） Ｒ２年度（実績） Ｒ３年度（目標）

国庫支出金 千円 10,814 1,344 7,533
県支出金 千円

地方債 千円

その他 千円

一般財源 千円 18,682 2,408 15,446
事業費計（A) 千円 0 0 29,496 3,752 22,979

項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費

消耗品費 4 消耗品費 5 消耗品費 9

印刷製本費 119 印刷製本費 66 印刷製本費 48

役務費 1,414 役務費 687 役務費 693

業務委託料 27,959 業務委託料 2,995 業務委託料 22,229

正規職員従事人数 人 1 1
のべ業務時間 時間 500 200
人件費計（B) 千円 0 0 1,908 727 0

トータルコスト（A)＋（B) 千円 0 0 31,404 4,479 22,979

事務事業マネジメントシート

事務事業名 風しん予防接種等事業
担当
組織

政策
体系

予算
科目 7157 一般 4 1 2 風しん予防接種等事業

事業
計画

期間限定複数年度
事業
期間

　　H31　年度～　H33　年度

根拠
法令

条例等

予防接種法

・委託料支払い及び受診管理(受診者入力)
・未受診者に対して受診勧奨のはがきを送付

活動指標 単位
Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（見込）

昭和37年４月２日～昭和54年４月１日生まれの
男性

対象指標 単位
Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（見込）

対象の世代の風しん抗体の保有率を上げ、風
しんのまん延を防ぐ。

成果指標 単位
Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（目標）

　市民が健康に対する正しい知識を深め、健康
づくりに取り組んでもらう。

上位成果指標 単位
Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（目標）

人
件
費

事
業
区
分

予防接種法施行令に基づき、風しん抗体保有
率の低い世代に抗体検査及び予防接種を受け
ていただき、風しんの流行を予防する。

目
的

投
入
量

事
業
費

事業費の
内訳

千円



B表（事後評価シート）

事務事業名 風しん予防接種等事業 担当部 健康医療部 担当課 健康増進課 担当係 成人保健係

（３）事務事業を取り巻く環境変化・市民の意見等

（４）前年度の評価結果に対する改革・改善の取組
前年度の評価結果 評価結果を受けて行った具体的な改革・改善の取組

事業のやり方改善（成果向上の見直し）

２．事務事業の事後評価【Check】

①政策体系との整合性　この事務事業の目的（対象・意図）は、政策体系（結果）に結びついていますか？

②公共関与の妥当性　なぜこの事務事業を市が行わなければならないのですか？　民間やNPO、市民団体などに委ねることはできませんか？

③対象・意図の妥当性　事務事業の現状や成果から考えて、対象と意図を見直す必要がありますか？

④事務事業の成果向上余地　事務事業の成果は出ていますか？　事務事業のやり方・進め方を見直すことで成果を向上させることができますか？

⑤類似事務事業との統合・連携の可能性　類似の目的や活動形態を持つ他の事務事業がありますか？　ある場合は、その事務事業との統合・連携ができますか？

類似事務事業名

＊類似事務事業があれば、名称を記入

⑥事業費・人件費の削減余地　事務事業の成果を低下させずに事業費・人件費を削減することができますか？

⑦受益者負担の適正化余地　この事務事業の受益者は誰ですか？事務事業の目的や成果から考えて受益者負担を見直す必要がありますか？

⑧本事業の休止・終了条件（本事業はどんな状態になれば休止・廃止、事業終了となるか？）

３．評価結果の総括と今後の方向性【Action】

（１）今後の事務事業の方向性 （２）改革・改善による期待効果
（３）改革･改善を実現するうえで解決すべき
課題（壁）とその解決策

事業のやり方改善（成果向
上の見直し）

廃止・休止の場合は、記入不要
×の領域は改革改善ではない。

＊評価結果に基づいた改革改善案を記入します。 コスト
（複数ある場合は、①②・・・と記入します。現状維持の場合は記入しません。） 削減 維持 増加

①この事務事業は、いつ頃、どのような
きっかけで開始しましたか？

平成30年7月以降、30～50代の男性を中心に風しんの患者が増加している。また、東京オリンピック・
パラリンピックによる訪日客増加や人の往来の活発化によって感染症のまん延が懸念されることから、
早急に対策が必要なため。

②事務事業を取り巻く環境（対象者や国・
県などの法令等、社会情勢など）は事務
事業の開始時期や合併前と比べてどの
ように変化していますか？

③この事務事業に対して、関係者（市民、
議会、事務事業対象者）からどのような意
見・要望がありますか？

助成の有無について数件の問合せあり。

受診勧奨通知の発送・広報等での周知

結びついている
理由・
改善案

予防接種を受けることにより、感染症の発症やまん延を予防し、感染による後遺障害を減少するため、
市民の健康づくりに結びついている。

市が行わなければならない
理由・
改善案

予防接種法及び施行令に、市町村長が実施主体と規定されている。

妥当である
理由・
改善案

市民の健康の保持増進を図ることを目的に実施しており、対象と意図はあっている。

成果向上余地がある程度あ
る

理由・
改善案

風しん抗体検査を受ける人数を増やすため、未接種者への受診勧奨を強化する。

類似事務事業はない
理由・
改善案

効
率
性
評
価

事業費の削減余地がある
理由・
改善案

対象者へのクーポン券の有効期限を延ばすことで、再度クーポン券を作成する費用を軽減できる

公
平
性
評
価

受益者負担を求める必要が
ない

理由・
改善案

総
合
評
価

令和元年度～令和３年度までの期限付き事業であり、３年間で終了する。

成
果

向
上

〇

維
持

×

低
下

× ×

目
的
妥
当
性
評
価

有
効
性
評
価

検査実施者数を増やすため、広報による掲載、未検査者への勧奨ハガ
キを送付する。



年 月
年度

３

１

１

１

佐野市行政評価システム A表（共通シート） 作成日 令和 3 6 30 日
評価対象年度　令和 2 政策体系コード 3111

評価区分（事前評価・事後評価） 事後評価（Ａ・Ｂ表）

担当部 健康医療部 担当課 健康増進課

基本目標 健やかで元気に暮らせるまちづくり 担当係 成人保健係 担当課長名 晝間　英介

政　　策 健康で安心して暮らせるまちづくり 新規事業・継続事業 継続事業

施　　策 心と体の健康づくりの推進 実施計画事業・一般事業 一般事業
基本事業 健康づくりの推進 市単独事業・国県補助事業 市単独事業
短縮コード 会計 款 項 目 予算細事業名 任意的事業・義務的事業 義務的事業

実施方法 一部委託

事業分類 健診・予防事業

リーディングプロジェクト 該当なし

市長市政公約 該当なし

１．事務事業の現状把握【DO】

（１）事務事業の手段・目的・結果・各指標

①手段（事務事業の主な活動内容を記入します。）

事業概要（具体的な事務事業の活動内容・進め方） 令和２年度実績（令和２年度に行った主な活動内容）

実施医療機関数
箇所 74 76 76 69 69

実施介護老人施設数
箇所 5 5 5 10 10

②対象（この事務事業は誰・何を対象としていますか？）

高齢者インフルエンザ予防接種対象
者

人 36,123 37,437 37,807 37,893 38,345
（定期接種）
高齢者肺炎球菌予防接種対象者 人 7,863 7,714 5,162 5,199 4,539

③意図（この事務事業によって、対象をどのような状態にしたいのですか？）

高齢者インフルエンザ予防接種受
診率 ％ 48.6 49.1 51.2 60.4 61.1

（定期接種）
高齢者肺炎球菌予防接種受診率 ％ 40.1 37.1 24.9 25.0 60.7

④結果（どのような結果に結びつけますか？）

健康づくりに取り組んでいる市民の割合
(市政に関するアンケート実施概要） ％ 69.9 71.1 72.0 70.7 76.5

（２）総事業費の推移・内訳
財源内訳 単位 Ｈ２９年度（実績） Ｈ３０年度（実績） Ｒ１年度（実績） Ｒ２年度（実績） Ｒ３年度（目標）

国庫支出金 千円

県支出金 千円

地方債 千円

その他 千円

一般財源 千円 79,126 80,663 79,019 92,236 101,679
事業費計（A) 千円 79,126 80,663 79,019 92,236 101,679

項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費

消耗品費 23 消耗品費 11 消耗品費 11 消耗品費 17 消耗品費 30

印刷製本費 292 印刷製本費 335 印刷製本費 359 印刷製本費 330 印刷製本費 526

役務費 377 役務費 416 役務費 378 役務費 289 役務費 432

業務委託料 74,590 業務委託料 76,544 業務委託料 75,217 業務委託料 87,860 業務委託料 95,313

扶助費 493 扶助費 227 扶助費 84 扶助費 221 扶助費 981

繰出金 3,351 繰出金 3,131 繰出金 2,971 繰出金 3,518 繰出金 4,397

正規職員従事人数 人 1 1 1 1 1
のべ業務時間 時間 967 967 967 967 967
人件費計（B) 千円 3,690 3,695 3,689 3,517 3,517

トータルコスト（A)＋（B) 千円 82,816 84,358 82,708 95,753 105,196

事務事業マネジメントシート

事務事業名 高齢者予防接種事業
担当
組織

政策
体系

予算
科目 7002 一般 4 1 2 高齢者予防接種事業

事業
計画

単年度繰り返し
事業
期間

　　　H13年度～　　年度
根拠
法令

条例等

予防接種法
佐野市高齢者予防接種費用助
成要綱

・高齢者肺炎球菌予防接種　（実施期間：４月１日～３月３１日）
　3月～4月：医療機関や介護施設等との委託契約・事業の関係資料配布・市ホームページ及び広報さのに事業内容の掲載
　4月～実施医療機関への委託料支払い事務及び接種者管理(接種歴入力)事務
　5月 下旬：助成対象年齢の方へ受診券を発送　　　　　　
・高齢者インフルエンザ予防接種　（実施期間：１０月１日～２月２８日）
　8月～10月：医療機関や介護施設等との委託契約・事業の関係資料配布・市ホームページ及び広報さのに事業内容の掲載
　10月～実施医療機関への委託料支払い事務及び接種者管理(接種歴入力)事務

活動指標 単位
Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（見込）

高齢者インフルエンザ予防接種は、満６５歳以上及び６０
歳以上６５歳未満の者で心臓等に、ある一定程度の障害
のある者
高齢者肺炎球菌予防接種は、当該年度に６５・７０・７５・８
０・８５・９０・９５・１００歳になる者あるいは６０歳以上６５歳
未満の者で心臓等に、ある一定程度の障害のある者

対象指標 単位
Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（見込）

インフルエンザや肺炎球菌感染症の個人の発
病又は重症化を防止し、そのまん延を防止す
る。

成果指標 単位
Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（目標）

　市民が健康に対する正しい知識を深め、健康
づくりに取り組んでもらう。

上位成果指標 単位
Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（目標）

人
件
費

事
業
区
分

（定期接種）
予防接種法に基づき、65歳以上の対象者に対
しインフルエンザ及び肺炎球菌感染症の予防接
種を、佐野市内及び県内外医療機関での個別
接種により行う事業である。
契約外の介護施設等に入所し、当該施設にて
接種する場合は、申請により助成する。

高齢者インフルエンザ予防接種は、平成２５年
度より県内相互乗り入れを開始。高齢者肺炎球
菌感染症は、平成２６年１０月に定期接種とな
り、県内相互乗り入れを開始。

目
的

投
入
量

事
業
費

事業費の
内訳

千円



B表（事後評価シート）

事務事業名 高齢者予防接種事業 担当部 健康医療部 担当課 健康増進課 担当係 成人保健係

（３）事務事業を取り巻く環境変化・市民の意見等

（４）前年度の評価結果に対する改革・改善の取組
前年度の評価結果 評価結果を受けて行った具体的な改革・改善の取組

事業のやり方改善（成果向上の見直し）

２．事務事業の事後評価【Check】

①政策体系との整合性　この事務事業の目的（対象・意図）は、政策体系（結果）に結びついていますか？

②公共関与の妥当性　なぜこの事務事業を市が行わなければならないのですか？　民間やNPO、市民団体などに委ねることはできませんか？

③対象・意図の妥当性　事務事業の現状や成果から考えて、対象と意図を見直す必要がありますか？

④事務事業の成果向上余地　事務事業の成果は出ていますか？　事務事業のやり方・進め方を見直すことで成果を向上させることができますか？

⑤類似事務事業との統合・連携の可能性　類似の目的や活動形態を持つ他の事務事業がありますか？　ある場合は、その事務事業との統合・連携ができますか？

類似事務事業名

＊類似事務事業があれば、名称を記入

⑥事業費・人件費の削減余地　事務事業の成果を低下させずに事業費・人件費を削減することができますか？

⑦受益者負担の適正化余地　この事務事業の受益者は誰ですか？事務事業の目的や成果から考えて受益者負担を見直す必要がありますか？

⑧本事業の休止・終了条件（本事業はどんな状態になれば休止・廃止、事業終了となるか？）

３．評価結果の総括と今後の方向性【Action】

（１）今後の事務事業の方向性 （２）改革・改善による期待効果
（３）改革･改善を実現するうえで解決すべき
課題（壁）とその解決策

事業のやり方改善（成果向
上の見直し）

廃止・休止の場合は、記入不要
×の領域は改革改善ではない。

＊評価結果に基づいた改革改善案を記入します。 コスト
（複数ある場合は、①②・・・と記入します。現状維持の場合は記入しません。） 削減 維持 増加

①この事務事業は、いつ頃、どのような
きっかけで開始しましたか？

高齢者におけるインフルエンザの集団感染や症状の重篤化が社会問題化したため、予防の観点から平成13年11月予防接
種法に高齢者インフルエンザ予防接種が追加された。また、肺炎はわが国の死因5位であり、その中でも高齢者が多い。肺
炎のうち、肺炎球菌によるものが1/4～1/3を占めるため、予防接種の観点から平成26年10月予防接種法に高齢者肺炎球
菌予防接種が追加された。

②事務事業を取り巻く環境（対象者や国・
県などの法令等、社会情勢など）は事務
事業の開始時期や合併前と比べてどの
ように変化していますか？

超高齢社会に伴い65歳以上の対象者数が増加している。
平成25年10月より高齢者インフルエンザ予防接種の県内相互乗り入れを開始。
平成26年10月より高齢者肺炎球菌予防接種が定期接種化され県内相互乗り入れを開始。

③この事務事業に対して、関係者（市民、
議会、事務事業対象者）からどのような意
見・要望がありますか？

新型コロナウイルス感染症流行の影響によるものと想定される肺炎予防に対する意識の高まりを受け、肺炎
球菌ワクチンの需要が例年を上回る量で推移しており、ワクチンの出荷調整が行われた。そのため、助成を
受けたくてもワクチンを接種できない、助成期間を延長してほしいという市民の要望があった。

令和２年度高齢者肺炎球菌予防接種事業で助成を受けられなかった方への助成を行う「法定外高齢者肺炎球
菌ワクチン接種事業」を開始する。

結びついている
理由・
改善案

感染症に対する正しい知識を深めてもらい、予防接種を受け、健康づくりに取組んでもらうことに結び
つく。

市が行わなければならない
理由・
改善案

予防接種法及び同法施行令に、市町村長が市民に対して実施することが規定されているため。

妥当である
理由・
改善案

予防接種法施行令に、対象者年齢が規定されているため。

成果向上余地がある程度あ
る

理由・
改善案

高齢者インフルエンザ予防接種や高齢者肺炎球菌予防接種は、定期接種のＢ類疾病であり、個人の
発症又はその重症化を予防し、そのまん延の予防のため実施するが、疾病予防や医療費削減等の意
義から予防接種の周知啓発を行うことにより、接種率の向上に結びつくと考える。

類似事務事業はない
理由・
改善案

効
率
性
評
価

削減の余地はない
理由・
改善案

予防接種業務は、医療機関委託であり、職員の業務は契約事務、予診票作成等事前準備、結果の健
康管理システムへの入力及び医療機関との連絡、支払事務のため削減の余地はない。

公
平
性
評
価

現在の受益者負担は適正で
ある

理由・
改善案

接種料金は、高齢者インフルエンザ予防接種が4,730円、受益者負担金1,000円、高齢者肺炎球菌予防
接種が8,500円、受益者負担金4,000円である。負担額については、佐野市医師会との協議や県内他市
の受益者負担額の状況を勘案し、調整を図っているので、適正と考える。

総
合
評
価

法令根拠により市の実施義務がなくなった時

成
果

向
上

○

維
持

×

低
下

× ×

目
的
妥
当
性
評
価

有
効
性
評
価

個別予防に重点を置いて、意識改革や
啓発を図るため、予防接種の意義やそ
の有効性等、また接種時期や助成対象
時期等を掲載したチラシの作成と広報誌
等への掲載を行う。
肺炎球菌については、個別通知などによ
り、周知啓発を図り、接種率の向上を図
る。

「自分の健康は自分で守る」という市民の意識改革や啓発を行うととも
に周知や勧奨方法を見直す。



年 月
年度

３

１

１

１

佐野市行政評価システム A表（共通シート） 作成日 令和 3 6 30 日
評価対象年度　令和 2 政策体系コード 3111

評価区分（事前評価・事後評価） 事後評価（Ａ・Ｂ表）

担当部 健康医療部 担当課 健康増進課

基本目標 健やかで元気に暮らせるまちづくり 担当係 成人保健係 担当課長名 晝間　英介

政　　策 健康で安心して暮らせるまちづくり 新規事業・継続事業 継続事業

施　　策 心と体の健康づくりの推進 実施計画事業・一般事業 一般事業
基本事業 健康づくりの推進 市単独事業・国県補助事業 市単独事業
短縮コード 会計 款 項 目 予算細事業名 任意的事業・義務的事業 任意的事業

実施方法 一部委託

事業分類 講座・教室・イベント等開催事業

リーディングプロジェクト 該当なし

市長市政公約 該当なし

１．事務事業の現状把握【DO】

（１）事務事業の手段・目的・結果・各指標

①手段（事務事業の主な活動内容を記入します。）

事業概要（具体的な事務事業の活動内容・進め方） 令和２年度実績（令和２年度に行った主な活動内容）

どまんなかフェスタ来場者数 人 46,000 46,000 － －

健康まつり各コーナー参加者
延人数

人 3,318 1,938 － －

参加団体数 団体 5 5 － －

②対象（この事務事業は誰・何を対象としていますか？）

市人口 人 120,018 119,348 118,450 117,706 116,982

③意図（この事務事業によって、対象をどのような状態にしたいのですか？）

健康まつり各コーナー参加者延人数
／どまんなかフェスタ来場者数

％ 7.2 4.2 － －

④結果（どのような結果に結びつけますか？）

健康づくりに取り組んでいる市
民の割合（市政に関するアン

％ 69.9 71.1 72.0 70.7 76.5 

（２）総事業費の推移・内訳
財源内訳 単位 Ｈ２９年度（実績） Ｈ３０年度（実績） Ｒ１年度（実績） Ｒ２年度（実績） Ｒ３年度（目標）

国庫支出金 千円

県支出金 千円

地方債 千円

その他 千円

一般財源 千円 117 145 0 0 152
事業費計（A) 千円 117 145 0 0 152

項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費

需用費 37 需用費 45 需用費 0 需用費 0 需用費 52

委託料 80 委託料 100 委託料 0 委託料 0 委託料 100

正規職員従事人数 人 10 9 1 1
のべ業務時間 時間 160 160 20 0
人件費計（B) 千円 611 611 76 0 0

トータルコスト（A)＋（B) 千円 728 756 76 0 152

事務事業マネジメントシート

事務事業名 健康まつり開催事業
担当
組織

政策
体系

予算
科目 7020 一般 4 1 2 健康まつり開催事業

事業
計画

単年度繰り返し
事業
期間

Ｓ５８年度～　　年度
根拠
法令

条例等

新型コロナウイルス感染症拡大により中止となった。

活動指標 単位
Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（見込）

市民
対象指標 単位

Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（見込）

市民が心身ともに健康でいきいきと生活できる
ようにする。

成果指標 単位
Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（目標）

市民が、健康に関する知識を深め、健康づくり
に取り組んでもらう。

上位成果指標 単位
Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（目標）

人
件
費

事
業
区
分

どまんなかフェスタ開催時に参加団体として開
催。市民一人ひとりが、健康で生き生きと生活
できるように、各種相談や健康づくり団体等の
活動紹介など、健康に関する正しい知識の普及
と健康づくりの意識向上を図ることを目的に開
催する。

目
的

投
入
量

事
業
費

事業費の
内訳

千円



B表（事後評価シート）

事務事業名 健康まつり開催事業 担当部 健康医療部 担当課 健康増進課 担当係 成人保健係

（３）事務事業を取り巻く環境変化・市民の意見等

（４）前年度の評価結果に対する改革・改善の取組
前年度の評価結果 評価結果を受けて行った具体的な改革・改善の取組

現状維持

２．事務事業の事後評価【Check】

①政策体系との整合性　この事務事業の目的（対象・意図）は、政策体系（結果）に結びついていますか？

②公共関与の妥当性　なぜこの事務事業を市が行わなければならないのですか？　民間やNPO、市民団体などに委ねることはできませんか？

③対象・意図の妥当性　事務事業の現状や成果から考えて、対象と意図を見直す必要がありますか？

④事務事業の成果向上余地　事務事業の成果は出ていますか？　事務事業のやり方・進め方を見直すことで成果を向上させることができますか？

⑤類似事務事業との統合・連携の可能性　類似の目的や活動形態を持つ他の事務事業がありますか？　ある場合は、その事務事業との統合・連携ができますか？

類似事務事業名

＊類似事務事業があれば、名称を記入

⑥事業費・人件費の削減余地　事務事業の成果を低下させずに事業費・人件費を削減することができますか？

⑦受益者負担の適正化余地　この事務事業の受益者は誰ですか？事務事業の目的や成果から考えて受益者負担を見直す必要がありますか？

⑧本事業の休止・終了条件（本事業はどんな状態になれば休止・廃止、事業終了となるか？）

３．評価結果の総括と今後の方向性【Action】

（１）今後の事務事業の方向性 （２）改革・改善による期待効果
（３）改革･改善を実現するうえで解決すべき
課題（壁）とその解決策

事業のやり方改善（成果向
上の見直し）

廃止・休止の場合は、記入不要
×の領域は改革改善ではない。

＊評価結果に基づいた改革改善案を記入します。 コスト
（複数ある場合は、①②・・・と記入します。現状維持の場合は記入しません。） 削減 維持 増加

①この事務事業は、いつ頃、どのような
きっかけで開始しましたか？

第一次国民健康づくり対策で昭和５８年に佐野市保健センターが開設された。その記念事業として、ま
た、健康増進の普及を目的に開催された。その後、県が実施主体となっていたが、事業が市町村に移
行され、現在は、どまんなかフェスタと同時開催で実施している。

②事務事業を取り巻く環境（対象者や国・
県などの法令等、社会情勢など）は事務
事業の開始時期や合併前と比べてどの
ように変化していますか？

旧老人保健法（平成２０年に高齢者の医療の確保に関する法律に改称、条文なし）第14条の健康教育
の実施を基に実施していた。老人に限らず、市民全体の健康への意識が高まっており、より専門的な
知識が求められている。

③この事務事業に対して、関係者（市民、
議会、事務事業対象者）からどのような意
見・要望がありますか？

参加団体から各団体の活動を紹介する場として、まつりの継続を望む声は、聞かれている。

現状維持のため対象外

結びついている
理由・
改善案

健康に関する知識の普及啓発を目的とするので、政策体系の心と体の健康づくりの推進と結びつく。

市が行わなければならない
理由・
改善案

市民を対象とした、健康に関する知識の普及啓発を目的としているので、市で実施することが妥当であ
る。民間委託すると、営利目的等による情報発信の恐れがあり、正しい健康に関する情報が伝わらな
いことが考えられる。

妥当である
理由・
改善案

市民を対象とした、健康に関する知識の普及啓発が目的なので、妥当である。

成果向上余地がない
理由・
改善案

健康情報コーナー、健康チェック体験コーナー、健康相談コーナー、栄養相談コーナー、歯科相談コー
ナー、おくすり相談コーナー等を設け実施しており、十分な成果がでている。

類似事務事業はない
理由・
改善案

効
率
性
評
価

削減の余地はない
理由・
改善案

事業費は平成21年度に業務委託料の見直しを実施したが、参加者をより増加させようという現状にお
いて、これ以上の削減の余地はない。

公
平
性
評
価

受益者負担を求める必要が
ない

理由・
改善案

市のイベントのため、受益者は不特定多数の市民であり、受益者は特定されず、負担を求める余地は
ない。

総
合
評
価

広く市民に対しての健康に関する情報提供の場なので、他にもっと有効的な手段があり、普及啓発の効果が上がる事業が考えられれば、本
事業は廃止できると思う。

成
果

向
上

○

維
持

×

低
下

× ×

目
的
妥
当
性
評
価

有
効
性
評
価



年 月
年度

３

１

１

１

佐野市行政評価システム A表（共通シート） 作成日 令和 3 6 30 日
評価対象年度　令和 2 政策体系コード 3111

評価区分（事前評価・事後評価） 事後評価（Ａ・Ｂ表）

担当部 健康医療部 担当課 健康増進課

基本目標 健やかで元気に暮らせるまちづくり 担当係 成人保健係 担当課長名 晝間　英介

政　　策 健康で安心して暮らせるまちづくり 新規事業・継続事業 継続事業

施　　策 心と体の健康づくりの推進 実施計画事業・一般事業 一般事業
基本事業 健康づくりの推進 市単独事業・国県補助事業 市単独事業
短縮コード 会計 款 項 目 予算細事業名 任意的事業・義務的事業 任意的事業

実施方法 直営

事業分類 支援事業

リーディングプロジェクト 該当なし

市長市政公約 該当なし

１．事務事業の現状把握【DO】

（１）事務事業の手段・目的・結果・各指標

①手段（事務事業の主な活動内容を記入します。）

事業概要（具体的な事務事業の活動内容・進め方） 令和元年度実績（令和元年度に行った主な活動内容）

防護服購入数 セット 1,650 1,650 1,650 0 1,650

②対象（この事務事業は誰・何を対象としていますか？）

業務継続従事職員数 人 432 430 430 454 454

防護服が必要な職員数 人 240 240 240 298 298

③意図（この事務事業によって、対象をどのような状態にしたいのですか？）

各業務従事者に対する防護服
の備蓄率

数 61.2 73.4 80.4 80.4 87.5

④結果（どのような結果に結びつけますか？）

健康づくりに取り組んでいる市民の割
合（市政に関するアンケート）

％ 69.9 71.1 72.0 70.7 76.5

（２）総事業費の推移・内訳
財源内訳 単位 Ｈ２９年度（実績） Ｈ３０年度（実績） Ｒ１年度（実績） Ｒ２年度（目標） Ｒ３年度（目標）

国庫支出金 千円

県支出金 千円

地方債 千円

その他 千円

一般財源 千円 4,872 3,252 3,410 572 4,719
事業費計（A) 千円 4,872 3,252 3,410 572 4,719

項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費

需用費 4,872 需用費 3,252 需用費 3,410 需用費 572 4,719

正規職員従事人数 人 2 2 2 1
のべ業務時間 時間 160 160 160 20
人件費計（B) 千円 611 611 582 73 0

トータルコスト（A)＋（B) 千円 5,483 3,863 3,992 645 4,719

事務事業マネジメントシート

事務事業名 新型インフルエンザ等対策事業
担当
組織

政策
体系

予算
科目 7146 一般 4 1 2 新型インフルエンザ等対策事業

事業
計画

単年度繰り返し
事業
期間

H２０　年度～　　年度
根拠
法令

条例等

新型インフルエンザ等対策
特別措置法

新型インフルエンザ等対策行動計画を踏まえて、職員を対象に防護服着脱訓練を実施した。
また、N９５マスクとガウンタイプの防護服を購入し、備蓄した。

活動指標 単位
H２９年度
（実績）

H３０年度
（実績）

R１年度
（実績）

R２年度
（実績）

R３年度
（見込）

業務継続従事職員数
対象指標 単位

H２９年度
（実績）

H３０年度
（実績）

R１年度
（実績）

R２年度
（見込）

R３年度
（見込）

新型インフルエンザ診療に従事する医療関係
者並びに業務を継続する市職員等を感染から
守る。

成果指標 単位
H２９年度
（実績）

H３０年度
（実績）

R１年度
（実績）

R２年度
（目標）

R３年度
（目標）

市民が、健康に関する知識を深め、健康づくり
に取り組んでもらう。

上位成果指標 単位
H２９年度
（実績）

H３０年度
（実績）

R１年度
（実績）

R２年度
（目標）

R３年度
（目標）

人
件
費

事
業
区
分

新型インフルエンザ等の発生による健康被害と
それに伴う社会的影響を想定した行動計画に
基づいて、対策を整備するとともに、医療及び
行政機関が行う業務継続の維持を確保するた
め、発生前に防護服等を購入備蓄する。
平成24年5月に新型インフルエンザ等対策特別
措置法が制定され、市町村においても、条例の
制定、行動計画の策定が義務付けられた。

目
的

投
入
量

事
業
費

事業費の
内訳

千円



B表（事後評価シート）

事務事業名 新型インフルエンザ等対策事業 担当部 健康医療部 担当課 健康増進課 担当係 成人保健係

（３）事務事業を取り巻く環境変化・市民の意見等

１．事務事業の現状把握【DO】

（４）前年度の評価結果に対する改革・改善の取組
前年度の評価結果 評価結果を受けて行った具体的な改革・改善の取組

現状維持

２．事務事業の事後評価【Check】

①政策体系との整合性　この事務事業の目的（対象・意図）は、政策体系（結果）に結びついていますか？

②公共関与の妥当性　なぜこの事務事業を市が行わなければならないのですか？　民間やNPO、市民団体などに委ねることはできませんか？

③対象・意図の妥当性　事務事業の現状や成果から考えて、対象と意図を見直す必要がありますか？

④事務事業の成果向上余地　事務事業の成果は出ていますか？　事務事業のやり方・進め方を見直すことで成果を向上させることができますか？

⑤類似事務事業との統合・連携の可能性　類似の目的や活動形態を持つ他の事務事業がありますか？　ある場合は、その事務事業との統合・連携ができますか？

類似事務事業名

＊類似事務事業があれば、名称を記入

⑥事業費・人件費の削減余地　事務事業の成果を低下させずに事業費・人件費を削減することができますか？

⑦受益者負担の適正化余地　この事務事業の受益者は誰ですか？事務事業の目的や成果から考えて受益者負担を見直す必要がありますか？

⑧本事業の休止・終了条件（本事業はどんな状態になれば休止・廃止、事業終了となるか？）

３．評価結果の総括と今後の方向性【Action】

（１）今後の事務事業の方向性 （２）改革・改善による期待効果
（３）改革･改善を実現するうえで解決すべき
課題（壁）とその解決策

現状維持（従来通り実施）
廃止・休止の場合は、記入不要
×の領域は改革改善ではない。

＊評価結果に基づいた改革改善案を記入します。 コスト
（複数ある場合は、①②・・・と記入します。現状維持の場合は記入しません。） 削減 維持 増加

①この事務事業は、いつ頃、どのような
きっかけで開始しましたか？

平成20年度に鳥インフルエンザが発生し、健康危機管理に関わる重要な課題として、安全を確保する
ため事業が開始された。平成24年5月新型インフルエンザ等対策特別措置法制定により、市の役割が
明文化され、市行動計画策定が義務付けられた。

②事務事業を取り巻く環境（対象者や国・
県などの法令等、社会情勢など）は事務
事業の開始時期や合併前と比べてどの
ように変化していますか？

平成21～22年に流行したインフルエンザ2009（H1N1)以降、国内における新型インフルエンザの発生は
確認されていない。平成24年度には市の行動計画の見直しを予定していたが、平成24年5月に新型イ
ンフルエンザ等対策特別措置法が制定され、改めて市町村行動計画の策定並びに市町村対策本部に
関する条例の制定が義務付けられた。

③この事務事業に対して、関係者（市民、
議会、事務事業対象者）からどのような意
見・要望がありますか？

特になし

R２年度は新型コロナウイルス感染症拡大の影響で防護服セットの購入ができず、N９５マスクとガウンタイプの
防護服を購入し、備蓄した。

結びついている
理由・
改善案

市として市民に対し行うべき新型インフルエンザ等対策の一つとして、医療従事者並びに業務継続従
事市職員の安全を確保することは、「感染拡大防止」「重症化予防」などを実施するために必要であり、
政策体系の健康で安心して暮らせるまちづくりの推進に結びつく。

市が行わなければならない
理由・
改善案

市民の健康被害を守るのは市の責務であり、その業務に従事する医療従事者や市職員を感染から守
るのも、市の責務と考える。

妥当である
理由・
改善案

医療従事者並びに市職員等が、担当業務を遂行するのに、感染から身を守ることが結果的に市民の
健康を守ることに繋がるため、対象と意図は妥当である。

成果向上余地がない
理由・
改善案

防護服等を装備するなど予防措置であり、改善の余地がない。

類似事務事業はない
理由・
改善案

効
率
性
評
価

事業費の削減余地がある
理由・
改善案

使用した防護服はウイルスが付着しているので、一度使用したものは破棄しなければならず、１人当た
り何着も用意する必要があるが、現在の備蓄分では全く足りない。しかし、現在の8箇年計画終了後に
必要数の見直しを行うことで、事業費を削減することができる可能性がある。

公
平
性
評
価

受益者負担を求める必要が
ない

理由・
改善案

市民の健康被害を守るのは市の責務であり、その業務に従事する医療従事者や市職員を感染から守
るための事業であるため、受益者負担を求めるのは適当ではない。

総
合
評
価

強毒性の新型インフルエンザや新たな感染症等の発生の恐れが無くなれば、この事業は終了する。

成
果

向
上

維
持

〇 ×

低
下

× ×

目
的
妥
当
性
評
価

有
効
性
評
価



年 月
年度

３

１

１

１

佐野市行政評価システム A表（共通シート） 作成日 令和 3 6 30 日
評価対象年度　令和 2 政策体系コード 3111

評価区分（事前評価・事後評価） 事後評価（Ａ・Ｂ表）

担当部 健康医療部 担当課 健康増進課

基本目標 健やかで元気に暮らせるまちづくり 担当係 母子保健係 担当課長名 晝間　英介

政　　策 健康で安心して暮らせるまちづくり 新規事業・継続事業 新規事業

施　　策 心と体の健康づくりの推進 実施計画事業・一般事業 一般事業
基本事業 健康づくりの推進 市単独事業・国県補助事業 国県補助事業
短縮コード 会計 款 項 目 予算細事業名 任意的事業・義務的事業 任意的事業

実施方法 一部委託

事業分類 健診・予防事業

リーディングプロジェクト 該当なし

市長市政公約 該当なし

１．事務事業の現状把握【DO】

（１）事務事業の手段・目的・結果・各指標

①手段（事務事業の主な活動内容を記入します。）

事業概要（具体的な事務事業の活動内容・進め方） 令和２年度実績（令和２年度に行った主な活動内容）

市内の実施医療機関
箇所 64 -

②対象（この事務事業は誰・何を対象としていますか？）

任意インフルエンザ予防接種対象者 人 13,092 -
法定外肺炎球菌ワクチン接種対象者 人 15,196 -

③意図（この事務事業によって、対象をどのような状態にしたいのですか？）

任意インフルエンザ予防接種受診率
％ 60.6 -

法定外肺炎球菌ワクチン接種受診率
％ 6.2 -

④結果（どのような結果に結びつけますか？）

健康づくりに取り組んでいる市
民の割合

70.7 -

（２）総事業費の推移・内訳
財源内訳 単位 Ｈ２９年度（実績） Ｈ３０年度（実績） Ｒ１年度（実績） Ｒ２年度（実績） Ｒ３年度（目標）

国庫支出金 千円 32,396
県支出金 千円

地方債 千円

その他 千円 2
一般財源 千円

事業費計（A) 千円 0 0 0 32,398 0
項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費

報酬・職員手当等 1,020

共済費 156

需要費 269

役務費 1,148

委託料 27,879

使用料 8

扶助費 1,542

繰出金 375

正規職員従事人数 人 3
のべ業務時間 時間 400
人件費計（B) 千円 0 0 0 1,455 0

トータルコスト（A)＋（B) 千円 0 0 0 33,853 0

事務事業マネジメントシート

事務事業名 新型コロナウイルス感染症対策インフルエンザ等予防接種事業
担当
組織

政策
体系

予算
科目 7161 一般 4 1 2

新型コロナウイルス感染症対策インフルエン
ザ等予防接種事業

事業
計画

単年度のみ
事業
期間

　　　R2年度～　　年度
根拠
法令

条例等

任意インフルエンザワクチン（対象者：１歳～中学3年生・R3.2.28までに妊娠届出をした妊婦）
・保育園、小中学校を通して通知を配布し、妊婦は個別通知を行い、その後は妊娠届出時に案内した。
・1歳～13歳未満　2回助成　4,000円、13歳～中学3年生・妊婦　1回助成　2,000円
法定外肺炎球菌ワクチン接種（R２定期接種対象者を除く65歳以上で過去に接種したことのない者）
・対象者には法定外肺炎球菌ワクチン接種券を郵送した。
・4,500円助成
医療機関に対して委託料の支払いと指定医療機関以外で実施した方への扶助費の支払いをした。

活動指標 単位
Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（見込）

予防接種対象者
＜任意インフルエンザ＞
１歳～１３歳未満　　　２回助成　４，０００円
１３歳～中学３年生 　１回助成  ２，０００円
妊婦　　　　　　　　　　 1回助成　２，０００円
＜法定外高齢者肺炎球菌＞
R２年度定期接種対象者以外で、６５歳以上で過去に接種したことのな
い方　　助成　４，５００円　　

対象指標 単位
Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（見込）

インフルエンザや肺炎球菌ワクチン費用を助成
することで、より多くの方が接種し、発熱や肺炎
の発症者を減らし、医療機関の混乱を防止す
る。

成果指標 単位
Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（目標）

市民が健康に対する正しい知識を深め、健康づ
くりに取り組んでもらう。

上位成果指標 単位
Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（目標）

人
件
費

事
業
区
分

R２年度に限り、新型コロナウイルス感染症対策のため実
施する。
医療機関での混乱を防止するため、季節性インフルエン
ザワクチンや肺炎球菌ワクチン接種を任意予防接種として
助成を行ない、発熱や肺炎の発症者を減らす。

個別接種として、佐野市医師会と契約し、実施する。契約
医療機関以外での接種は扶助費対応とする。

インフルエンザ対象者への周知方法
保育園、小中学校を通して通知を配布、妊婦は個別通知
ホームページ、広報に掲載
肺炎球菌ワクチン接種対象者への周知方法
「法定外肺炎球菌ワクチン接種券」を個別通知

目
的

投
入
量

事
業
費

事業費の
内訳

千円



B表（事後評価シート）

事務事業名 新型コロナウイルス感染症対策インフルエンザ等予防接種事業 担当部 健康医療部 担当課 健康増進課 担当係 母子保健係

（３）事務事業を取り巻く環境変化・市民の意見等

（４）前年度の評価結果に対する改革・改善の取組
前年度の評価結果 評価結果を受けて行った具体的な改革・改善の取組

２．事務事業の事後評価【Check】

①政策体系との整合性　この事務事業の目的（対象・意図）は、政策体系（結果）に結びついていますか？

②公共関与の妥当性　なぜこの事務事業を市が行わなければならないのですか？　民間やNPO、市民団体などに委ねることはできませんか？

③対象・意図の妥当性　事務事業の現状や成果から考えて、対象と意図を見直す必要がありますか？

④事務事業の成果向上余地　事務事業の成果は出ていますか？　事務事業のやり方・進め方を見直すことで成果を向上させることができますか？

⑤類似事務事業との統合・連携の可能性　類似の目的や活動形態を持つ他の事務事業がありますか？　ある場合は、その事務事業との統合・連携ができますか？

類似事務事業名

＊類似事務事業があれば、名称を記入

⑥事業費・人件費の削減余地　事務事業の成果を低下させずに事業費・人件費を削減することができますか？

⑦受益者負担の適正化余地　この事務事業の受益者は誰ですか？事務事業の目的や成果から考えて受益者負担を見直す必要がありますか？

⑧本事業の休止・終了条件（本事業はどんな状態になれば休止・廃止、事業終了となるか？）

３．評価結果の総括と今後の方向性【Action】

（１）今後の事務事業の方向性 （２）改革・改善による期待効果
（３）改革･改善を実現するうえで解決すべき
課題（壁）とその解決策

事業終了
廃止・休止の場合は、記入不要
×の領域は改革改善ではない。

＊評価結果に基づいた改革改善案を記入します。 コスト
（複数ある場合は、①②・・・と記入します。現状維持の場合は記入しません。） 削減 維持 増加

①この事務事業は、いつ頃、どのような
きっかけで開始しましたか？

新型コロナウイルス感染症拡大に伴い、感染症予防対策の１つとして、国や県、他市町村の動向で実
施することになった。

②事務事業を取り巻く環境（対象者や国・
県などの法令等、社会情勢など）は事務
事業の開始時期や合併前と比べてどの
ように変化していますか？

新型コロナウイルス感染症は継続している。
インフルエンザ予防接種は２月末で終了している。R２年度はインフルエンザの流行はなく、罹患者は少
なかった。

③この事務事業に対して、関係者（市民、
議会、事務事業対象者）からどのような意
見・要望がありますか？

佐野市医師会からの要望あり

結びついている
理由・
改善案

予防接種を受けることにより、インフルエンザや肺炎の発症を予防し、さらに感染症による死亡者を減
少させるため、市民の健康づくりに結びついている。

市が行わなければならない
理由・
改善案

市民の命を守ることは市の役割であり、総合計画に基づいた「健康のまちづくり」を実現するため、市が
市民を対象とした健康づくりを推進していかなくてはならない。

対象を見直す必要がある
理由・
改善案

インフルエンザについては、罹患すると重症化しやすいとされる子供、妊婦、高齢者を対象としているた
め、妥当と考える。肺炎球菌については、全国的にワクチン不足が生じてしまい、実施できなかった方
が多くいた。

成果向上余地がない
理由・
改善案

今年度のみの事業であるため、成果向上の余地がない。

類似事務事業はない
理由・
改善案

効
率
性
評
価

削減の余地はない
理由・
改善案

この業務は医療機関委託であり、職員の業務は契約事務、予診票作成等の事前準備、予診票のタス
クへの入力、医療機関との連絡調整、支払い事務のため、削減の余地はない。

公
平
性
評
価

現在の受益者負担は適正で
ある

理由・
改善案

高齢者の定期接種料金からインフルエンザが4,730円、肺炎球菌が8,500円となっている。肺炎球菌に
ついては、高齢者と同様受益者負担を4,000円とし、インフルエンザについては、高齢者の受益者負担
は1,000円だが、佐野市医師会との協議や他市町村の状況を勘案し、2,000円とした。

総
合
評
価

R２年度のみの実施事業である。

成
果

向
上

維
持

×

低
下

× ×

目
的
妥
当
性
評
価

有
効
性
評
価



年 月
年度

３

１

１

１

佐野市行政評価システム A表（共通シート） 作成日 令和 3 6 30 日
評価対象年度　令和 2 政策体系コード 3111

評価区分（事前評価・事後評価） 事後評価（Ａ・Ｂ表）

担当部 健康医療部 担当課 健康増進課

基本目標 健やかで元気に暮らせるまちづくり 担当係 成人保健係 担当課長名 晝間　英介

政　　策 健康で安心して暮らせるまちづくり 新規事業・継続事業 継続事業

施　　策 心と体の健康づくりの推進 実施計画事業・一般事業 実施計画事業
基本事業 健康づくりの推進 市単独事業・国県補助事業 国県補助事業
短縮コード 会計 款 項 目 予算細事業名 任意的事業・義務的事業 義務的事業

実施方法 一部委託

事業分類 講座・教室・イベント等開催事業

リーディングプロジェクト 該当なし

市長市政公約 ４－③－２

１．事務事業の現状把握【DO】

（１）事務事業の手段・目的・結果・各指標

①手段（事務事業の主な活動内容を記入します。）

事業概要（具体的な事務事業の活動内容・進め方） 令和２年度実績（令和２年度に行った主な活動内容）

事業の実施回数
回 244 208 360

事業の参加者数（延べ人数）
人 3,004 877 3,880

②対象（この事務事業は誰・何を対象としていますか？）

市人口 人 118,450 117,706 116,982

③意図（この事務事業によって、対象をどのような状態にしたいのですか？）

事業の参加者数（延べ人数）
人 3,004 877 3,880

④結果（どのような結果に結びつけますか？）

健康づくりに取り組んでいる市
民の割合

％ 72.0 70.7 76.5

（２）総事業費の推移・内訳
財源内訳 単位 Ｈ２９年度（実績） Ｈ３０年度（実績） Ｒ１年度（実績） Ｒ２年度（実績） Ｒ３年度（目標）

国庫支出金 千円

県支出金 千円 935 490 894
地方債 千円

その他 千円

一般財源 千円 548 323 774
事業費計（A) 千円 0 0 1,483 813 1,668

項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費

報酬 145 報酬 310 報酬 317

報償費 240 報償費 90 報償費 330

需用費 386 旅費 8 旅費 13

役務費 55 需用費 304 需用費 346

委託料 649 役務費 85 役務費 53

公課費 8 委託料 0 委託料 600

公課費 16 公課費 9

正規職員従事人数 人 5 5 5
のべ業務時間 時間 1,324 1,324 1,324
人件費計（B) 千円 0 0 5,051 4,815 4,815

トータルコスト（A)＋（B) 千円 0 0 6,534 5,628 6,483

事務事業マネジメントシート

事務事業名 健康増進推進事業
担当
組織

政策
体系

予算
科目 7041 一般 4 1 3 健康増進推進事業

事業
計画

単年度繰り返し
事業
期間

　　　H31年度～　　年度
根拠
法令

条例等

健康増進法

・健康増進事業として,健康教育、健康相談、訪問指導を実施した。
・健康教育として①検診受診率向上のために、医師と保健師で小学校1校、若い保護者を対象に乳がんについてやがん検診
についての講話②健康づくり教室（栄養士）③運動教室④依頼時健康教室を行った。
・健康相談として①健康サポートステーション（月２回）②栄養相談③健康相談④体組成計測定を行った。
・訪問指導では、集団健診で至急精検となった方に対し、訪問し受診勧奨を行った。
・健康大学講座は新型コロナウイルス感染症対策のため中止となった。

活動指標 単位
Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（見込）

対象指標 単位
Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（見込）

健康な生活習慣の重要性に対する関心と理解
を深め、自らの健康状態に合わせた日常生活
を送り、健康の保持増進につなげることができ
る。　　　　　　　（総合計画基本事業目標値）

成果指標 単位
Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（目標）

市民が健康に関する知識を深め、健康づくりに
取り組んでもらう。

上位成果指標 単位
Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（目標）

人
件
費

事
業
区
分

市民の健康増進を図るため、医師、保健師、看
護師、管理栄養士、歯科衛生士等による、食生
活及び生活習慣の改善に関する健康増進事業
を行う。

目
的

投
入
量

事
業
費

事業費の
内訳

千円



B表（事後評価シート）

事務事業名 健康増進推進事業 担当部 健康医療部 担当課 健康増進課 担当係 成人保健係

（３）事務事業を取り巻く環境変化・市民の意見等

（４）前年度の評価結果に対する改革・改善の取組
前年度の評価結果 評価結果を受けて行った具体的な改革・改善の取組

事業のやり方改善（成果向上の見直し）

２．事務事業の事後評価【Check】

①政策体系との整合性　この事務事業の目的（対象・意図）は、政策体系（結果）に結びついていますか？

②公共関与の妥当性　なぜこの事務事業を市が行わなければならないのですか？　民間やNPO、市民団体などに委ねることはできませんか？

③対象・意図の妥当性　事務事業の現状や成果から考えて、対象と意図を見直す必要がありますか？

④事務事業の成果向上余地　事務事業の成果は出ていますか？　事務事業のやり方・進め方を見直すことで成果を向上させることができますか？

⑤類似事務事業との統合・連携の可能性　類似の目的や活動形態を持つ他の事務事業がありますか？　ある場合は、その事務事業との統合・連携ができますか？

類似事務事業名

＊類似事務事業があれば、名称を記入

⑥事業費・人件費の削減余地　事務事業の成果を低下させずに事業費・人件費を削減することができますか？

⑦受益者負担の適正化余地　この事務事業の受益者は誰ですか？事務事業の目的や成果から考えて受益者負担を見直す必要がありますか？

⑧本事業の休止・終了条件（本事業はどんな状態になれば休止・廃止、事業終了となるか？）

３．評価結果の総括と今後の方向性【Action】

（１）今後の事務事業の方向性 （２）改革・改善による期待効果
（３）改革･改善を実現するうえで解決すべき
課題（壁）とその解決策

事業のやり方改善（成果向
上の見直し）

廃止・休止の場合は、記入不要
×の領域は改革改善ではない。

＊評価結果に基づいた改革改善案を記入します。 コスト
（複数ある場合は、①②・・・と記入します。現状維持の場合は記入しません。） 削減 維持 増加

①この事務事業は、いつ頃、どのような
きっかけで開始しましたか？

平成18年の医療制度の改革により、「老人保健法」が「高齢者の医療の確保に関する法律」に改正され
たことに伴い、平成20年4月から健康増進法に基づく健康増進事業として位置づけられ、市町村が実施
することとなった。平成31年からは、こころの健康の部分を別事業として取り出し、それ以外の健康教
育、健康相談等を健康増進推進事業として展開している。

②事務事業を取り巻く環境（対象者や国・
県などの法令等、社会情勢など）は事務
事業の開始時期や合併前と比べてどの
ように変化していますか？

平成20年4月の特定健診導入で、健康診査の実施主体が市町村から健康保険者になったことにより、
市の役割が市国民健康保険加入者及び市民全体の生活習慣病予防と健康増進事業に変わってき
た。

③この事務事業に対して、関係者（市民、
議会、事務事業対象者）からどのような意
見・要望がありますか？

健康教室等の開催にあたり、開催時期や場所について、参加しやすい環境を考慮して計画、実施を希
望される声があった。

様々な年齢層の市民が参加できるよう、市役所や各保健センターなど会場の調整や個別相談ができるように工
夫した。

結びついている
理由・
改善案

健康に関する知識を深め、健康づくりに取組んでもらうために、必要な事業である。

市が行わなければならない
理由・
改善案

健康増進法による健康増進事業として、県補助金を受け実施しており、市町村が実施主体となってい
る。

妥当である
理由・
改善案

市民の健康の保持増進を図ることを目的に実施しており、対象と意図はあっている。

成果向上余地がある程度あ
る

理由・
改善案

事業の対象者は様々な年齢層の市民であることから、事業の開催日時・会場・関心の高いテーマの選
択、また広報媒体や地区組織等の活用を検討することにより、事業への参加者増につながり、健康に
関する知識の普及、啓発が図れる。

類似事務事業はない
理由・
改善案

効
率
性
評
価

削減の余地はない
理由・
改善案

相談の個別性や教室開催等の地域性を考慮すると、内容・回数ともに削減の余地はない.。健康教室
等の開催にあたり、従事する職員は専門性が必要であり、人件費の削減の余地はない。

公
平
性
評
価

受益者負担を求める必要が
ない

理由・
改善案

総
合
評
価

全市民が心身ともに健康でいきいきと生活できるようになったとき。

成
果

向
上

〇

維
持

×

低
下

× ×

目
的
妥
当
性
評
価

有
効
性
評
価

様々な年齢層や職種の市民が参加出来るよう、事業の開催日時・会場
の設置や関心の高いテーマの選択、また広報媒体や地区組織等の活
用を検討する。



年 月
年度

３

１

１

１

佐野市行政評価システム A表（共通シート） 作成日 令和 3 6 30 日
評価対象年度　令和 2 政策体系コード 3111

評価区分（事前評価・事後評価） 事後評価（Ａ・Ｂ表）

担当部 健康医療部 担当課 健康増進課

基本目標 健やかで元気に暮らせるまちづくり 担当係 成人保健係 担当課長名 晝間　英介　

政　　策 健康で安心して暮らせるまちづくり 新規事業・継続事業 継続事業

施　　策 心と体の健康づくりの推進 実施計画事業・一般事業 実施計画事業
基本事業 健康づくりの推進 市単独事業・国県補助事業 国県補助事業
短縮コード 会計 款 項 目 予算細事業名 任意的事業・義務的事業 義務的事業

実施方法 直営

事業分類 支援事業

リーディングプロジェクト 該当なし

市長市政公約 ４－③－２

１．事務事業の現状把握【DO】

（１）事務事業の手段・目的・結果・各指標

①手段（事務事業の主な活動内容を記入します。）

事業概要（具体的な事務事業の活動内容・進め方） 令和２年度実績（令和２年度に行った主な活動内容）

自殺死亡率（10万人当たり）
（警察庁調べ）

％ 16.0 16.7

事業の参加者数（延べ人数）
人 1,342 1,365 1,425

ゲートキーパー養成人数（累
計）

人 767 786 816

②対象（この事務事業は誰・何を対象としていますか？）

市人口 人 118,450 117,706 116,982

③意図（この事務事業によって、対象をどのような状態にしたいのですか？）

自殺死亡率（10万人当たり）
（警察庁調べ）

％ 16.0 16.7

事業の参加者数（延べ人数）
人 1342 1,365 1,425

ゲートキーパー養成人数（累
計）

人 767 786 816

④結果（どのような結果に結びつけますか？）

健康づくりに取組んでいる市民
の割合（市政に関するアンケー

％ 72.0 70.7 76.5

（２）総事業費の推移・内訳
財源内訳 単位 Ｈ２９年度（実績） Ｈ３０年度（実績） Ｒ１年度（実績） Ｒ２年度（実績） Ｒ３年度（目標）

国庫支出金 千円

県支出金 千円 416 373 602
地方債 千円

その他 千円

一般財源 千円 402 353 424
事業費計（A) 千円 0 0 818 726 1,026

項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費

報酬 161 報酬 128 報酬 193

報償費 415 報償費 385 報償費 485

需用費 243 需用費 212 需用費 348

正規職員従事人数 人 2 2
のべ業務時間 時間 912 912
人件費計（B) 千円 0 0 3,479 3,317 0

トータルコスト（A)＋（B) 千円 0 0 4,297 4,043 1,026

事務事業マネジメントシート

事務事業名 こころの健康づくり事業
担当
組織

政策
体系

予算
科目 7035 一般 4 1 3 こころの健康づくり

事業
計画

単年度繰り返し
事業
期間

Ｈ31年度～　　年度
根拠
法令

条例等

自殺対策基本法
健康増進法

・　４月よりこころの健康相談を実施
・　８月　　自殺予防対策連絡会議、自殺対策ネットワーク会議を開催
・１２月　ゲートキーパー養成講習会開催
・　１月　成人式にあわせて啓発物品の配布
・　３月　こころの健康づくり教室開催

活動指標 単位
Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（見込）

市民
対象指標 単位

Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（見込）

　こころの健康に対する関心と理解を深め、自ら
のこころと体の健康状態に合わせた日常生活を
送り、健康の保持増進につなげることができる。

成果指標 単位
Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（目標）

　市民が健康に関する知識を深め、健康づくり
に取組んでもらう。

上位成果指標 単位
Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（目標）

人
件
費

事
業
区
分

　自殺予防対策事業として、全庁的な連携体制
のもと、関係機関等との連携を図り、市民の健
康づくりを推進する。
　自殺対策ネットワーク会議により、市、関係機
関及び関係団体の自殺対策に関する連携を図
る。
　対面相談、人材育成、普及啓発、若年層対策
を実施する。

目
的

投
入
量

事
業
費

事業費の
内訳

千円



B表（事後評価シート）

事務事業名 こころの健康づくり事業 担当部 健康医療部 担当課 健康増進課 担当係 成人保健係

（３）事務事業を取り巻く環境変化・市民の意見等

（４）前年度の評価結果に対する改革・改善の取組
前年度の評価結果 評価結果を受けて行った具体的な改革・改善の取組

事業のやり方改善（成果向上の見直し）

２．事務事業の事後評価【Check】

①政策体系との整合性　この事務事業の目的（対象・意図）は、政策体系（結果）に結びついていますか？

②公共関与の妥当性　なぜこの事務事業を市が行わなければならないのですか？　民間やNPO、市民団体などに委ねることはできませんか？

③対象・意図の妥当性　事務事業の現状や成果から考えて、対象と意図を見直す必要がありますか？

④事務事業の成果向上余地　事務事業の成果は出ていますか？　事務事業のやり方・進め方を見直すことで成果を向上させることができますか？

⑤類似事務事業との統合・連携の可能性　類似の目的や活動形態を持つ他の事務事業がありますか？　ある場合は、その事務事業との統合・連携ができますか？

類似事務事業名

＊類似事務事業があれば、名称を記入

⑥事業費・人件費の削減余地　事務事業の成果を低下させずに事業費・人件費を削減することができますか？

⑦受益者負担の適正化余地　この事務事業の受益者は誰ですか？事務事業の目的や成果から考えて受益者負担を見直す必要がありますか？

⑧本事業の休止・終了条件（本事業はどんな状態になれば休止・廃止、事業終了となるか？）

３．評価結果の総括と今後の方向性【Action】

（１）今後の事務事業の方向性 （２）改革・改善による期待効果
（３）改革･改善を実現するうえで解決すべき
課題（壁）とその解決策

事業のやり方改善（成果向
上の見直し）

廃止・休止の場合は、記入不要
×の領域は改革改善ではない。

＊評価結果に基づいた改革改善案を記入します。 コスト
（複数ある場合は、①②・・・と記入します。現状維持の場合は記入しません。） 削減 維持 増加

①この事務事業は、いつ頃、どのような
きっかけで開始しましたか？

健康増進法に基づく健康増進事業として位置づけられ、健康教室開催事業の中で実施してきたが、自
殺対策基本法が平成28年に改正され、「誰も自殺に追い込まれることのない社会」の実現を目指し、更
に総合的かつ効果的に実施するため事業を新たに企画されたものである。

②事務事業を取り巻く環境（対象者や国・
県などの法令等、社会情勢など）は事務
事業の開始時期や合併前と比べてどの
ように変化していますか？

平成28年に自殺対策基本法が改正され、すべての都道府県及び市町村で自殺対策計画を策定するこ
ととされた。今後は、生きることの包括的な支援として、様々な分野の施策と連携、連動させていくた
め、自殺対策の専任職員を配置したり、専任部署を設置するなどして、総合的に推進する体制を整え
ることが期待されている。

③この事務事業に対して、関係者（市民、
議会、事務事業対象者）からどのような意
見・要望がありますか？

全庁的な体制で、取組むよう要望があった。

教室を自殺対策強化月間である３月に開催した。こころの健康づくりに関する教室だけでなく、自殺予防に関す
る周知も行った。

結びついている
理由・
改善案

誰も自殺に追い込まれることのない社会の実現に向けて、こころの健康に関する知識を深め、こころの
健康づくりに取組んでもらうために必要な事業である。

市が行わなければならない
理由・
改善案

自殺対策基本法により、地方公共団体には地域の現状に応じた施策を策定し、実施するという責務が
ある。

妥当である
理由・
改善案

市民に対し、こころの健康に対する正しい知識の普及を図り、健康意識の向上を図ることは妥当であ
る。

成果向上余地がある程度あ
る

理由・
改善案

教室やゲートキーパー養成講習会等のテーマや実施回数、対象者を再検討する。

類似事務事業はない
理由・
改善案

効
率
性
評
価

削減の余地はない
理由・
改善案

相談の個別性を考えると、内容・回数ともに削減の余地はない。講座等の開催にあたり、従事する職員
は専門性が必要であり、人件費の削減の余地はない。

公
平
性
評
価

受益者負担を求める必要が
ない

理由・
改善案

総
合
評
価

誰も自殺に追い込まれることのない社会が実現されたとき。

成
果

向
上

○

維
持

×

低
下

× ×

目
的
妥
当
性
評
価

有
効
性
評
価

事業の実施回数、対象者、内容などを再度検討する必要がある。



年 月

年度

３

１

１

１

佐野市行政評価システム A表（共通シート） 作成日 令和 3 6 30 日
評価対象年度　令和 2 政策体系コード 3111

評価区分（事前評価・事後評価） 事後評価（Ａ・Ｂ表）
担当部 健康医療部 担当課 健康増進課

基本目標 健やかで元気に暮らせるまちづくり 担当係 地域医療係 担当課長名 晝間　英介

政　　策 健康で安心して暮らせるまちづくり 新規事業・継続事業 継続事業
施　　策 心と体の健康づくりの推進 実施計画事業・一般事業 一般事業
基本事業 健康づくりの推進 市単独事業・国県補助事業 市単独事業
短縮コード 会計 款 項 目 予算細事業名 任意的事業・義務的事業 任意的事業

実施方法 直営
事業分類 施設維持管理事業（市主体）

リーディングプロジェクト 該当なし
市長市政公約 該当なし

１．事務事業の現状把握【DO】

（１）事務事業の手段・目的・結果・各指標

①手段（事務事業の主な活動内容を記入します。）

事業概要（具体的な事務事業の活動内容・進め方） 令和２年度実績（令和２年度に行った主な活動内容）

機械等設備の保守点検回数 回 28 28 28 28 28

施設の修繕件数 件 13 8 11 5 10

②対象（この事務事業は誰・何を対象としていますか？）

施設利用者数 人 12,097 11,544 12,064 11,507 12,000

③意図（この事務事業によって、対象をどのような状態にしたいのですか？）

施設を安全、快適に利用でき
なかった苦情件数

件 0 0 0 0 0

④結果（どのような結果に結びつけますか？）

健康づくりに取り組んでいる市民の
割合（市政に関するアンケート） ％ 69.9 71.1 72.0 70.7 76.5

（２）総事業費の推移・内訳
財源内訳 単位 H２９年度（実績） H３０年度（実績） R１年度（実績） R２年度（実績） R３年度（目標）

国庫支出金 千円

県支出金 千円

地方債 千円

その他 千円 8,186 8,053 7,805 5,819 8,734
一般財源 千円 10,812 9,672 10,025 8,406 10,283

事業費計（A) 千円 18,998 17,725 17,830 14,225 19,017
項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費

需用費 13,684 需用費 12,497 需用費 12,361 需用費 9,166 需用費 13,677

役務費 585 役務費 479 役務費 656 役務費 541 役務費 77

委託料 4,657 委託料 4,687 委託料 4,751 委託料 4,465 委託料 5,197

使用料及び賃借料 62 使用料及び賃借料 62 使用料及び賃借料 62 使用料及び賃借料 53 使用料及び賃借料 66

正規職員従事人数 人 2 2 2 2 2
のべ業務時間 時間 60 60 60 60 60
人件費計（B) 千円 229 229 229 218 218

トータルコスト（A)＋（B) 千円 19,227 17,954 18,059 14,443 19,235

事務事業マネジメントシート

事務事業名 保健センター維持管理事業
担当
組織

政策
体系

予算
科目 7600

7610
一般 4 1 4 保健センター維持管理事業

事業
計画

単年度繰り返し
事業
期間

Ｓ５８年度～　　年度
根拠
法令

条例等

佐野市保健センター条例

・各健（検）診における施設の使用　　・消防用設備等の保守管理業務　　・光熱費削減管理業務
・自家用電気工作物保守点検管理業務　　・空調保守点検管理業務　　・日々の床清掃、スリッパ除
菌等作業　　・雑草の除草作業等
・保健センター修繕（２F非常口ドア修繕、調理室ガスコンロ等修繕）　
・保健センター受変電設備改修工事
・葛生あくと保健センター修繕（事務室ブラインド修繕）

活動指標 単位
H２９年度
（実績）

H３０年度
（実績）

R１年度
（実績）

R２年度
（実績）

R３年度
（見込）

保健センター利用者
対象指標 単位

H２９年度
（実績）

H３０年度
（実績）

R１年度
（実績）

R２年度
（実績）

R３年度
（見込）

不都合なく安全に気持ちよく利用してもらう。
成果指標 単位

H２９年度
（実績）

H３０年度
（実績）

R１年度
（実績）

R２年度
（実績）

R３年度
（目標）

市民が心身ともに健康で生き生きと生活でき
るようにする。

上位成果指標 単位
H２９年度
（実績）

H３０年度
（実績）

R１年度
（実績）

R２年度
（実績）

R３年度
（目標）

人
件
費

 佐野市保健センター施設の良好な維持と適
切な管理を図る。
 また、葛生行政センターの移転に伴い、平成
29年度からは葛生あくと保健センターの維持
管理も行っている。

目
的

投
入
量

事
業
費

事業費の
内訳

千円



B表（事後評価シート）

事務事業名 保健センター維持管理事業 担当部 健康医療部 担当課 健康増進課 担当係 地域医療係

（３）事務事業を取り巻く環境変化・市民の意見等

（４）前年度の評価結果に対する改革・改善の取組
前年度の評価結果 評価結果を受けて行った具体的な改革・改善の取組

現状維持

２．事務事業の事後評価【Check】

①政策体系との整合性　この事務事業の目的（対象・意図）は、政策体系（結果）に結びついていますか？

②公共関与の妥当性　なぜこの事務事業を市が行わなければならないのですか？　民間やNPO、市民団体などに委ねることはできませんか？

③対象・意図の妥当性　事務事業の現状や成果から考えて、対象と意図を見直す必要がありますか？

④事務事業の成果向上余地　事務事業の成果は出ていますか？　事務事業のやり方・進め方を見直すことで成果を向上させることができますか？

⑤類似事務事業との統合・連携の可能性　類似の目的や活動形態を持つ他の事務事業がありますか？　ある場合は、その事務事業との統合・連携ができますか？

類似事務事業名

＊類似事務事業があれば、名称を記入

⑥事業費・人件費の削減余地　事務事業の成果を低下させずに事業費・人件費を削減することができますか？

⑦受益者負担の適正化余地　この事務事業の受益者は誰ですか？事務事業の目的や成果から考えて受益者負担を見直す必要がありますか？

⑧本事業の休止・終了条件（本事業はどんな状態になれば休止・廃止、事業終了となるか？）

３．評価結果の総括と今後の方向性【Action】

（１）今後の事務事業の方向性 （２）改革・改善による期待効果
（３）改革･改善を実現するうえで解決すべき
課題（壁）とその解決策

現状維持（従来通り実施）
廃止・休止の場合は、記入不要
×の領域は改革改善ではない。

＊評価結果に基づいた改革改善案を記入します。 コスト
（複数ある場合は、①②・・・と記入します。現状維持の場合は記入しません。） 削減 維持 増加

①この事務事業は、いつ頃、どのような
きっかけで開始しましたか？

昭和５８年市民の健康づくりの拠点として、また市民の自主的な保健活動の場として利用していただく
ことを目的に開所した。健康づくりの砦として、全市民が「自分の健康は自分で守る」という自覚を深め
ていくよう医療関係者等の協力を得ながら保健衛生事業を推進していく。

②事務事業を取り巻く環境（対象者や
国・県などの法令等、社会情勢など）は
事務事業の開始時期や合併前と比べて
どのように変化していますか？

平成１７年２月２８日の合併により、広範囲な市民が利用するため、使用頻度は高くなっている。
市有施設適正配置計画（H30.3)により、今後も継続して行政サービスを行う施設となったが、施設の
老朽化もあり修繕箇所の増大が見込まれる。

③この事務事業に対して、関係者（市
民、議会、事務事業対象者）からどのよう
な意見・要望がありますか？

２階が健診会場になっているため、乳幼児を連れた親のためにエレベーターの設置について議会で
要望があった。

現状維持により対象外

結びついている
理由・
改善案

保健センターを利用する市民の方に不都合なく利用してもらうことは、健診体制の充実につながり、心
と体の健康づくりの推進にもなる。

市が行わなければならない
理由・
改善案

保健センターは、市の施設であり、健康づくり事業を行う中心的な施設でもあり、健康づくりの推進と
情報の発信の中心をなすものであることから、市が行うのが妥当である。

妥当である
理由・
改善案

保健センターを利用する市民の方に、不都合なく利用してもらうことは、妥当である。

成果向上余地がない
理由・
改善案

保健センターを利用する方に、不都合なく利用してもらうようにこころがけており、利用に際しての苦情
はほとんどない。

類似事務事業はない
理由・
改善案

効
率
性
評
価

削減の余地はない
理由・
改善案

保健センターについては、建設から３０年以上経っており、給排水管や冷暖房設備などに毎年のよう
に不具合が生じている状態であり、建物自体も老朽化しており、計画的な修繕が必要であるため、事
業費・人件費の削減余地はない。

公
平
性
評
価

受益者負担を求める必要が
ない

理由・
改善案

不特定多数の市民の方が利用する保健センターのため、受益者負担を求める必要はない。

総
合
評
価

施設の維持管理事業なので、施設が無くなれば事業は終了できる。

成
果

向
上

維
持

○ ×

低
下

× ×

目
的
妥
当
性
評
価

有
効
性
評
価



年 月
年度

３

１

１

１

佐野市行政評価システム A表（共通シート） 作成日 令和 3 6 23 日
評価対象年度　令和 2 政策体系コード 3111

施　　策 心と体の健康づくりの推進 実施計画事業・一般事業 実施計画事業
基本事業 健康づくりの推進 市単独事業・国県補助事業 市単独事業

評価区分（事前評価・事後評価） 事後評価（Ａ・Ｂ表）

担当部 産業文化部 担当課 農政課

基本目標 健やかで元気に暮らせるまちづくり 担当係 農政係 担当課長名 塩田妙子

事業分類 広報・広聴・啓発事業

リーディングプロジェクト 該当なし

市長市政公約 該当なし

１．事務事業の現状把握【DO】

（１）事務事業の手段・目的・結果・各指標

①手段（事務事業の主な活動内容を記入します。）

事
業
区
分

短縮コード 会計 款 項 目 予算細事業名 任意的事業・義務的事業 任意的事業

実施方法 直営

政　　策 健康で安心して暮らせるまちづくり 新規事業・継続事業 継続事業

事業概要（具体的な事務事業の活動内容・進め方） 令和２年度実績（令和２年度に行った主な活動内容）

食育推進会議 回 2 2 2 1 2

・食育推進会議（書面審議）の開催

活動指標 単位
Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（見込）

食育講座 回 1 2 1 0 1

②対象（この事務事業は誰・何を対象としていますか？）

佐野市の人口（各年度当初） 人 120,018 118,450 117,706 116,982 114,401

③意図（この事務事業によって、対象をどのような状態にしたいのですか？）

「食生活バランスガイド」等を参考に
食生活を送っている市民の割合

％ 10.7 9.0 ー 7.6 10.0

市民

対象指標 単位
Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（見込）

食育の推進
食育を意識する人の割合 ％ 59.1 58.0 ー 56.5 60.0

（２）総事業費の推移・内訳
財源内訳 単位 Ｈ２９年度（実績） Ｈ３０年度（実績） Ｒ１年度（実績） Ｒ２年度（実績） Ｒ３年度（目標）

国庫支出金 千円

県支出金 千円

地方債 千円

一般財源 千円 30 30 25 30 30
30 30

項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費

30報償金 30 報償金 30 報償金 25 報償金 30 報償金

909 1,091
トータルコスト（A)＋（B) 千円 1,175 1,176 1,170 939 1,121

人
件
費

正規職員従事人数 人 1 1 1 1 1
のべ業務時間 時間 300 300 300 250 300

事務事業マネジメントシート

事務事業名 食育推進事業
担当
組織

政策
体系

予算
科目 8635 一般 6 1 2 食育推進事業

事業
計画

単年度繰り返し
事業
期間

H21年度～　　年度
根拠
法令

条例等
食育基本法

Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（目標）

生涯にわたり。心身ともに健康で、生き生きと生
活できるようにする。

上位成果指標 単位
Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（目標）

④結果（どのような結果に結びつけますか？）

健康づくりに取り組んでいる市民
の割合（市政に関するアンケート） ％ 69.9 71.1 72.0 70.7 72.0

「佐野市食育推進計画」に基づき、市民が生涯
に亘って健全な心身を培い、豊かな人間性を育
むことができるよう食育を総合的且つ計画的に
推進する。

目
的

投
入
量

事
業
費

事業費の
内訳

千円

成果指標 単位

人件費計（B) 千円 1,145 1,146 1,145

事業費計（A) 千円 30 30 25

その他 千円



B表（事後評価シート）

事務事業名 食育推進事業 担当部 産業文化部 担当課 農政課 担当係 農政係

（３）事務事業を取り巻く環境変化・市民の意見等

（４）前年度の評価結果に対する改革・改善の取組
前年度の評価結果 評価結果を受けて行った具体的な改革・改善の取組

①この事務事業は、いつ頃、どのような
きっかけで開始しましたか？

平成１７年度に施行された食育基本法により、市町村は食育推進基本計画を作成するようつとねな
ければならないとされ、平成２０年度に「佐野市食育推進計画」を策定し、翌平成２１年度から事業が
開始に至った。

②事務事業を取り巻く環境（対象者や
国・県などの法令等、社会情勢など）は
事務事業の開始時期や合併前と比べて
どのように変化していますか？

食生活は、ライフスタイルの多様化、家族構成、独居者の割合の増加などの影響により、大きく変化
している。

③この事務事業に対して、関係者（市
民、議会、事務事業対象者）からどのよ
うな意見・要望がありますか？

食育は、人間が生活を送るうえで大切なことである。

④事務事業の成果向上余地　事務事業の成果は出ていますか？　事務事業のやり方・進め方を見直すことで成果を向上させることができますか？

⑤類似事務事業との統合・連携の可能性　類似の目的や活動形態を持つ他の事務事業がありますか？　ある場合は、その事務事業との統合・連携ができますか？

食育基本法に基づき、食育の推進は地方公共団体が施策を策定、実施する責務を有している。

妥当である
理由・
改善案

計画の推進は全市民を対象としている。

成果向上余地がある程度あ
る

理由・
改善案

食育についての啓発をより多くの人に行うことができれば、成果向上の余地がある。

類似事務事業名

＊類似事務事業があれば、名称を記入

⑥事業費・人件費の削減余地　事務事業の成果を低下させずに事業費・人件費を削減することができますか？

⑦受益者負担の適正化余地　この事務事業の受益者は誰ですか？事務事業の目的や成果から考えて受益者負担を見直す必要がありますか？

類似事務事業はない
理由・
改善案

⑧本事業の休止・終了条件（本事業はどんな状態になれば休止・廃止、事業終了となるか？）

３．評価結果の総括と今後の方向性【Action】

（１）今後の事務事業の方向性 （２）改革・改善による期待効果
（３）改革･改善を実現するうえで解決すべき
課題（壁）とその解決策

総
合
評
価

市民が生涯にわたり心身共に健康で、いきいきと生活できるようになり、食育の必要がなくなった場合終了することができる。

結びついている
理由・
改善案

食育を推進することは、市民の健康づくり、子どもの躾に結びつく。

市が行わなければならない
理由・
改善案

①政策体系との整合性　この事務事業の目的（対象・意図）は、政策体系（結果）に結びついていますか？

②公共関与の妥当性　なぜこの事務事業を市が行わなければならないのですか？　民間やNPO、市民団体などに委ねることはできませんか？

現状維持

２．事務事業の事後評価【Check】

目
的
妥
当
性
評
価 ③対象・意図の妥当性　事務事業の現状や成果から考えて、対象と意図を見直す必要がありますか？

（複数ある場合は、①②・・・と記入します。現状維持の場合は記入しません。） 削減 維持 増加

事業統合・連携
廃止・休止の場合は、記入不要
×の領域は改革改善ではない。

＊評価結果に基づいた改革改善案を記入します。 コスト

効
率
性
評
価

削減の余地はない
理由・
改善案

委員の報償金のため、削減の余地はない。

公
平
性
評
価

受益者負担を求める必要が
ない

理由・
改善案

全市民を対象とした事業であり、受益者を特定できないため、負担をもとめることはできない。

有
効
性
評
価

成
果

向
上

維
持

〇 ×

低
下

× ×



年 月
年度

３

１

１

１

佐野市行政評価システム A表（共通シート） 作成日 令和 3 6 30 日
評価対象年度　令和 2 政策体系コード 3111

評価区分（事前評価・事後評価） 事後評価（Ａ・Ｂ表）

担当部 健康医療部 担当課 健康増進課

基本目標 健やかで元気に暮らせるまちづくり 担当係 母子保健係 担当課長名 晝間　英介

政　　策 健康で安心して暮らせるまちづくり 新規事業・継続事業 継続事業

施　　策 心と体の健康づくりの推進 実施計画事業・一般事業 一般事業
基本事業 健康づくりの推進 市単独事業・国県補助事業 市単独事業
短縮コード 会計 款 項 目 予算細事業名 任意的事業・義務的事業 義務的事業

実施方法 一部委託

事業分類 健診・予防事業

リーディングプロジェクト 該当なし

市長市政公約 該当なし

１．事務事業の現状把握【DO】

（１）事務事業の手段・目的・結果・各指標

①手段（事務事業の主な活動内容を記入します。）

事業概要（具体的な事務事業の活動内容・進め方） 令和２年度実績（令和２年度に行った主な活動内容）

実施医療機関数（市内）
箇所 45 44 42 41 44

②対象（この事務事業は誰・何を対象としていますか？）

0歳児 人 852 781 759 685 750
１歳児 人 843 833 765 735 800
年長児 人 952 899 868 857 910

③意図（この事務事業によって、対象をどのような状態にしたいのですか？）

0歳児（B型肝炎）の接種率
％ 96.8 95.5 95.7 100.6 97

１歳児（ＭＲ）の接種率
％ 96.4 93.6 101.8 102.2 95

年長児（ＭＲ）の接種率
％ 94.1 94.8 94.6 95.6 95

④結果（どのような結果に結びつけますか？）

市民が健康づくりに取り組んで
いる市民の割合

％ 69.9 71.1 72.0 70.7 76.5

（２）総事業費の推移・内訳
財源内訳 単位 Ｈ２９年度（実績） Ｈ３０年度（実績） Ｒ１年度（実績） Ｒ２年度（実績） Ｒ３年度（目標）

国庫支出金 千円

県支出金 千円

地方債 千円

その他 千円

一般財源 千円 200,159 187,222 185,265 196,521 219,787
事業費計（A) 千円 200,159 187,222 185,265 196,521 219,787

項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費 項目 事業費

旅費 4 旅費 4 旅費 4 旅費 0 旅費 5

需用費 9,240 需用費 8,877 需用費 8,770 需用費 8,670 需用費 10,073

役務費 640 役務費 460 役務費 502 役務費 583 役務費 788

委託料 188,699 委託料 176,364 委託料 174,816 委託料 185,487 委託料 203,514

扶助費 706 扶助費 734 扶助費 412 扶助費 976 扶助費 3,750

繰出金 870 繰出金 780 繰出金 762 繰出金 806 繰出金 1,657

正規職員従事人数 人 2 2 2 2 2
のべ業務時間 時間 2,436 2,436 2,500 2,500 2,500
人件費計（B) 千円 9,296 9,308 9,538 9,093 9,093

トータルコスト（A)＋（B) 千円 209,455 196,530 194,803 205,614 228,880

事務事業マネジメントシート

事務事業名 乳幼児・児童生徒予防接種事業
担当
組織

政策
体系

予算
科目 7001 1 4 1 2 乳幼児・児童生徒予防接種事業

事業
計画

事業
期間

　　Ｓ２３　年度～　　年度

根拠
法令

条例等

・予防接種の受け方を「赤ちゃんガイドブック」「子育て情報誌」に掲載（年間）
・予防接種問診票と「予防接種と子どもの健康」を乳児全戸訪問時に配布し、予防接種の受け方の説明
・育児相談・乳幼児健診等の機会をとらえ、予防接種状況を確認し予防接種の勧奨
・日本脳炎・ＭＲ（年長児)・二種混合（小学６年生）・子宮頸がん予防ワクチン（小学６年女子・高校１年
生女子）へ個別通知
・接種後、医療機関からの請求を審査し、費用の支払い

活動指標 単位
Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（見込）

抗体の無い２０歳未満の市民
対象指標 単位

Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（見込）

感染の恐れのある疾病に対して免疫の効果を
付与させるためワクチンを接種し、感染症の発
生及び蔓延を予防する。

成果指標 単位
Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（目標）

健康に関する知識を深め、健康づくりに取り組
んでもらう。

上位成果指標 単位
Ｈ２９年度
（実績）

Ｈ３０年度
（実績）

Ｒ１年度
（実績）

Ｒ２年度
（実績）

Ｒ３年度
（目標）

人
件
費

事
業
区
分

予防接種法に基づき、乳幼児・児童生徒等に予
防接種を行う事業。個別接種にて実施。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
【個別接種】
　・佐野市医師会と委託契約し、市内医療機関
にて実施。　　　　　　　　　　　　　　　
令和２年１０月よりロタウイルスワクチン接種が
定期接種となる。

目
的

投
入
量

事
業
費

事業費の
内訳

千円



B表（事後評価シート）

事務事業名 乳幼児・児童生徒予防接種事業 担当部 健康医療部 担当課 健康増進課 担当係 母子保健係

（３）事務事業を取り巻く環境変化・市民の意見等

（４）前年度の評価結果に対する改革・改善の取組
前年度の評価結果 評価結果を受けて行った具体的な改革・改善の取組

事業のやり方改善（成果向上の見直し）

２．事務事業の事後評価【Check】

①政策体系との整合性　この事務事業の目的（対象・意図）は、政策体系（結果）に結びついていますか？

②公共関与の妥当性　なぜこの事務事業を市が行わなければならないのですか？　民間やNPO、市民団体などに委ねることはできませんか？

③対象・意図の妥当性　事務事業の現状や成果から考えて、対象と意図を見直す必要がありますか？

④事務事業の成果向上余地　事務事業の成果は出ていますか？　事務事業のやり方・進め方を見直すことで成果を向上させることができますか？

⑤類似事務事業との統合・連携の可能性　類似の目的や活動形態を持つ他の事務事業がありますか？　ある場合は、その事務事業との統合・連携ができますか？

類似事務事業名

＊類似事務事業があれば、名称を記入

⑥事業費・人件費の削減余地　事務事業の成果を低下させずに事業費・人件費を削減することができますか？

⑦受益者負担の適正化余地　この事務事業の受益者は誰ですか？事務事業の目的や成果から考えて受益者負担を見直す必要がありますか？

⑧本事業の休止・終了条件（本事業はどんな状態になれば休止・廃止、事業終了となるか？）

３．評価結果の総括と今後の方向性【Action】

（１）今後の事務事業の方向性 （２）改革・改善による期待効果
（３）改革･改善を実現するうえで解決すべき
課題（壁）とその解決策

事業のやり方改善（成果向
上の見直し）

廃止・休止の場合は、記入不要
×の領域は改革改善ではない。

＊評価結果に基づいた改革改善案を記入します。 コスト
（複数ある場合は、①②・・・と記入します。現状維持の場合は記入しません。） 削減 維持 増加

①この事務事業は、いつ頃、どのような
きっかけで開始しましたか？

昭和２３年７月１日から予防接種法の施行及び昭和２６年結核予防法の制定により開始。

②事務事業を取り巻く環境（対象者や国・
県などの法令等、社会情勢など）は事務
事業の開始時期や合併前と比べてどの
ように変化していますか？

・日本脳炎は一時期、積極的勧奨が差し控えられ、２０歳未満の接種の機会を逃した者への救済措置がとられている。
・H24.9.1から不活化ポリオワクチン、H2411.1から不活化ポリオワクチンを含む四種混合ワクチン接種が導入された。
・ヒブワクチン・小児用肺炎球菌ワクチン・子宮頸がん予防ワクチンが平成２５年４月１日から定期予防接種となった。（平成
２６年度から同一細事業となった。）
・水痘ワクチンが平成２６年１０月１日から、Ｂ型肝炎ウイルスワクチンが平成２８年１０月１日から、ロタウイルスワクチンが
令和2年10月1日から定期予防接種となった。

③この事務事業に対して、関係者（市民、
議会、事務事業対象者）からどのような意
見・要望がありますか？

医師会からワクチンはすべて市から供給し、委託料は技術料としたいとの要望があり、定期の予防接種に関しては平成１８
年４月１日から開始された麻しん風しん混合ワクチンのみ市から供給とした。　

学校の長期休暇前・就学前健康診断時等、時期を見計らい接種勧奨を行うことで、未受診者への勧奨を行っ
た。

結びついている
理由・
改善案

予防接種を受けることにより、感染症の発症やまん延を予防し、感染による死亡者を減少するため市
民の健康づくりに結びついている。

市が行わなければならない
理由・
改善案

予防接種法第５条第１項の規定により、市町村長は予防接種を行わなければならないと規定されてい
る。

妥当である
理由・
改善案

赤ちゃんが母親から引き継いだ病気に対する免疫は、生後３か月から１２か月にほとんど自然に失わ
れること、発育と共に外出の機会が多くなり、感染症にかかる可能性も高くなるため、法で接種時期が
定められており、この時期に予防接種を受けることは妥当である。

成果向上余地がある程度あ
る

理由・
改善案

接種勧奨について個別に通知を発送し、予防接種に対する意識啓発を行うことにより、受診率の向上
が図れる。

類似事務事業はない
理由・
改善案

必要最小限の事業費、スタッフ数であり、削減余地はない。

効
率
性
評
価

削減の余地はない
理由・
改善案

公
平
性
評
価

受益者負担を求める必要が
ない

理由・
改善案

予防接種法第２５条に予防接種に要する費用は、市長村の支弁とすると規定されており、同法第28条
に実費を徴収できると規定があるが、乳幼児の誰もが予防接種を受けられる体制を整え、公衆衛生の
向上及び健康増進を図るためには有効であり、受益者負担を求める必要はない。

総
合
評
価

法令根拠により市の実施義務がなくなった時

成
果

向
上

○

維
持

×

低
下

× ×

目
的
妥
当
性
評
価

有
効
性
評
価

①未受診者へ予防接種の勧奨するため
には、個々の接種状況確認に時間が必
要である。
②接種勧奨通知の郵送料の確保が必
要。①予防接種を受けやすい時期に、接種勧奨を行う。

②接種対象者及び接種状況を詳細に把握し、未受診者への勧奨を行
う。
③乳幼児健診時に予防接種状況を確認し、接種勧奨を行なう。
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